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第 １ 章 

計画策定の趣旨  
 

 

 

 

 



 

 

 

 



1 

 

｢廃棄物の処理及び清掃に関する法律｣（昭和４５年法律第１３７号。以下「廃棄物処理法」と

いう。）第６条第１項では、「市町村は、当該市町村の区域内の一般廃棄物の処理に関する計画を

定めなければならない。」としている。 

さらに、策定に際しては、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）に基づいて策定する基本構

想との整合（同条第３項）に加え、関係する他の市町村計画との調和（同条第４項）が必要とさ

れている。また、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第３５号）

第１条の３では、一般廃棄物処理計画には、基本的事項を定める「一般廃棄物処理基本計画」と

基本計画の実施のために必要な「一般廃棄物処理実施計画」を位置づけており、各々所定の事項

を定めるものとしている。 

安来市一般廃棄物処理基本計画（以下「本計画」という。）は、以上に基づき策定するものであ

り、具体的内容については、廃棄物処理法第６条第１項の規定及びそれに基づく「ごみ処理基本

計画策定指針」、「生活排水処理基本計画策定指針」によるものとした。 

 

 

 

本計画は、安来市（以下「本市」という。）が、一般廃棄物を適正に処理するために推進すべき

施策・事業の基本方針を示すとともに、今後の環境行政執行のための目安を示したものである。 

したがって、今後、本計画をよりどころとしつつ、市民・事業者・行政が一体となって具体的

行動計画を検討・策定し、実効性のあるごみ減量施策や生活排水処理施策を展開していくととも

に、循環型社会の形成を目指した新たな一般廃棄物処理システムを確立させていくものである。 

 

  

第１節 一般廃棄物処理基本計画の位置づけ 

 

第２節 本計画の性格と役割 
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「ごみ処理基本計画策定指針」及び「生活排水処理基本計画策定指針」によると、長期計画の

目標年度は、概ね１０～１５年とされていることから、本計画は、平成２９年度を初年度とし、

平成３８年度を目標年度とする１０カ年計画とするものとした。また、概ね５年ごとに改訂する

こととして、数値目標を５年後の平成３３年度に設定した。 

なお、計画の前提となる諸条件に大きな変動があった場合には、適宜、見直しを行うものとす

る。 

 

図表 1-3-1 計画期間 

 

 

 

  

平成29年度

平成30年度

平成33年度

平成38年度

平成31年度

平成32年度

計画初年度

数値目標年度

計画目標年度

計画期間
（10年）

・・・・・

第３節 計画の期間 
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本計画の対象廃棄物は、図表１－４－１に示すとおり、一般廃棄物のうち固形状のものである

「ごみ」及び液状のものである「生活排水」とする。なお、これらのうち本市による処理・処分

が困難であるものは対象外とし、これらの取り扱いについては図表１－４－２に示すとおりとす

る。 

図表 1-4-1 本計画の対象廃棄物 

 

 

図表 1-4-2 本計画において対象外とするごみとその取り扱い 

区  分 取 り 扱 い 

ＰＣＢ使用部品 製造メーカー等に引き渡すこととする。 

集じん灰 専門業者に引き渡すこととする。（本市のごみ処理過程で発生するものを除く） 

廃水銀 専門業者に引き渡すこととする。 

医療廃棄物 医療機関もしくは専門業者に引き渡すこととする。 

家電リサイクル法 
対象品目 

テレビ、洗濯機、冷蔵庫・冷凍庫、エアコン、衣類乾燥機については、許可業者への引き渡
し、指定場所への持ち込み及び販売店引取りとする。 

パソコン 製造者等の引取りとする。 

その他本市で指定する 
受入しないごみ 

以下のごみは取り扱わず、販売店もしくは専門処理業者に引き渡すこととする。 

・バイク、タイヤ、鉛バッテリー、消火器、ガスボンベ、薬品、オイルなど 

・灯油、塗料、ボイラー、除雪機、農機具、農業用ハウス・ビニールなど 

・石、土砂など 

その他、有害性・危険性・引火性のあるもの、著しく悪臭を発生するもの、本市の処理施
設の管理または処理作業に支障をきたす恐れのあるもの。 

 

特別管理一般廃棄物

〔占有者が自ら利用し、又は他人に有償で売却することができないために不要になったもの〕廃棄物

◆

液状のもの（生活排水）

固形状のもの（ごみ）

産業廃棄物  （事業活動に伴い生じるごみのうち、法で定める20種類のごみ）

一般ごみ（家庭系ごみ、事業系ごみ）
　※災害廃棄物、海岸漂着廃棄物などのうち一般廃棄物に該当するものを含む

一般廃棄物  （産業廃棄物以外のごみ）

生活雑排水（風呂や台所からの排水）

し尿（汲み取りし尿）及び浄化槽汚泥

：本計画において対象とする廃棄物

放射性物質及びこれによって汚染された物を除く。
ただし、放射性物質汚染対処特別措置法の規定により、平成23年3月11日に発生した東北地方
太平洋沖地震に伴う原子力発電所事故由来放射性物質により汚染されたものは対象とする。

法で定める適正処理困難物

ＰＣＢ使用部品、感染性一般廃棄物、廃水銀、

埋立基準を超えるばいじん・燃えがら・汚泥、

本市のごみ処理過程で発生するもの

廃ゴムタイヤ、廃テレビ受像機(25型以上)、

廃電気冷蔵庫(250L以上)、廃スプリングマットレス

第４節 計画対象廃棄物 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 ２ 章 

安来市の地域特性  
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１．安来市の沿革 

本市は、旧安来市・旧広瀬町・旧伯太町が平成１６年１０月１日に合併して誕生した新「安来

市」である。 

本地域は、古くから存在した数多くの集落が、明治時代の市制・町村制の施行や昭和時代の町

村合併促進法の施行、並びに平成時代の市町村合併特例法により現在の範囲で形成されている。 

 

図表 2-1-1 旧市町位置図 

 

 

 

  

第１節 安来市の位置・沿革 
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１．自然環境 

１－１ 位置と地勢 

本市は島根県の東部に位置し、北部は中海に、西部は松江市、雲南市に、南部は奥出雲町、

鳥取県日南町に、東部は鳥取県米子市及び南部町に接している。面積は約４２０．９３㎢で、

島根県全体の約６．３％を占めている。 

本市の南部は中国山地に連なる豊かな緑に覆われ、そこを源流とする飯梨川、伯太川が市域

を縦断して北の中海に流下しており、その全流域も市域に含まれている。下流域に形成された

三角州には広大な耕地が広がり、上流には豊かな森林と県東部の水瓶としての機能も果たして

いる布部ダム、山佐ダムが存在している。 

 

図表 2-2-1 本市の位置 

 

 

 

  

安来市

西ノ島町

吉賀町

津和野町

益田市

浜田市

江津市

邑南町

川本町

美郷町

大田市

出雲市

雲南市

奥出雲町

飯南町

松江市

隠岐の島町

竹島

知夫村

海士町

第２節 地域の概況 
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１－２ 気象 

本市管内の近年の平均気温は１２～１５℃、平均降水量は１，８００～１，９００㎜となっ

ている。気候は山陰特有の低温多湿で日照時間も短い。特に冬季は降水が多く、積雪もある。 

 

図表 2-2-2 気象概要 

 
資料：気象庁ホームページ 

 

図表 2-2-3 月別降水量・月別平均気温（平成 27年） 

 

資料：気象庁ホームページ 

  

平均 最高 最低 平均 最高 最低

12.0 34.7 -11.4 2136.5 698 15.0 35.6 -4.2 1975.5 166.0

11.8 34.6 -9.9 1659.0 704 15.1 36.3 -3.4 1561.5 91.0

12.4 34.5 -11.0 1965.0 319 15.4 35.9 -3.1 2035.0 35.0

11.7 34.8 -8.1 1892.0 509 14.9 36.0 -2.3 1818.5 85.0

12.3 35.2 -7.6 1744.5 478 15.4 35.7 -2.4 1706.0 45.0

1月 1.0 10.7 -7.1 214.0 126 5.1 8.6 2.2 173.0 20.0

2月 1.3 11.7 -5.5 104.5 117 5.4 9.4 1.9 84.5 16.0

3月 5.0 23.2 -7.6 119.0 27 8.3 13.3 4.0 111.5 0.0

4月 11.7 27.4 -2.6 158.5 0 13.8 18.6 9.2 184.5 0.0

5月 16.8 29.4 4.7 73.5 0 19.4 25.4 14.2 65.0 0.0

6月 19.2 29.7 8.0 191.0 0 21.5 26.2 17.9 154.0 0.0

7月 23.7 34.5 13.7 93.5 0 25.5 29.1 22.6 133.5 0.0

8月 23.6 35.2 13.8 223.5 0 26.1 30.4 23.2 106.0 0.0

9月 18.3 27.5 8.7 177.0 0 21.4 25.5 18.3 231.0 0.0

10月 12.6 24.6 0.6 51.5 0 16.8 21.6 12.1 56.5 0.0

11月 10.2 21.1 -0.6 170.5 12 13.3 16.9 10.0 227.0 0.0

12月 4.6 15.9 -4.3 168.0 43 8.2 11.8 4.9 179.5 0.0

12.0 34.8 -9.6 1879.4 541.6 15.2 35.9 -3.1 1819.3 84.4平成23年～27年平均

松江地域気象観測所

気温（℃） 降水量
(㎜）

積雪
(㎝）

平成26年

横田地域気象観測所観測所名

平成27年

降水量
（㎜）

積雪
（㎝）

気温（℃）

平成24年

平成25年

区分

年月

平成23年
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２．社会環境 

２－１ 人口および世帯数 

人口・世帯数はそれぞれ、平成２７年１０月１日現在で３９，５５３人・１２，７９６世帯

であり、人口は年々減少しているものの世帯数は横ばいのため、一世帯当たり人口は年々減少

し、核家族化の傾向が見られる。 

年齢別では、６５歳以上の老人人口が３５％弱を占め、島根県合計と比べ６５歳以上の割合

が高い。 

 

図表 2-2-4 人口および世帯数の推移 

 

資料：国勢調査 

 

図表 2-2-5 年齢階層別人口割合（平成 26年 10月 1日現在） 

 
資料：平成26年島根県統計書 
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２－２ 産業 

第３次産業の割合が５２．６％と最も多く、次いで第２次産業の４６．８％、第１次産業の

０．６％となっている。小分類別では、製造業（３７．６％）卸売・小売業・飲食店（２４．

４％）が高い割合を示している。 

 

 

図表 2-2-6 産業別従業者数の推移（平成 26年） 

 

資料：平成26年経済センサス基礎調査 
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２－３ 観光 

本市への観光客総数については、年間を通して５月、１１月の観光客が多くなっている。特

に多くの観光客が訪れている観光地は、「足立美術館」、「清水寺」があげられる。 

 

図表 2-2-7 施設別観光客入れ込み客数 

観光施設名 H22 H23 H24 H25 H26 

足立美術館 591,816人  519,972人  438,392人  658,325人  540,251人  

和鋼博物館 13,261人  8,370 人  8,869 人  10,116人  9,090 人  

清水寺 300,100人  207,600人  243,800人  246,900人  238,400人  

鷲の湯温泉 166,048人  154,649人  155,635人  160,678人  158,570人  

夢ランドしらさぎ 138,038人  134,287人  133,981人  142,428人  138,939人  

安来節演芸館 102,890人  97,874人  80,392人  94,035人  87,697人  

広瀬絣センター 27,857人  24,191人  23,734人  22,982人  24,035人  

歴史民俗資料館 4,074 人  3,656 人  3,586 人  4,346 人  4,280 人  

月山の湯憩いの家 33,485人  34,090人  35,283人  34,886人  26,552人  

富田山荘 47,423人  32,526人  26,372人  28,058人  26,185人  

山佐ダム 2,666 人  2,389 人  3,554 人  4,164 人  4,302 人  

比田温泉健康増進施設 44,762人  39,137人  37,386人  39,675人  38,757人  

金屋子神話民俗館 865人  734人  679人  811人  954人  

チューリップ祭 5,000 人  15,000人  32,000人  21,000人  18,000人  

上の台緑の村 8,742 人  10,123人  9,366 人  12,952人  11,387人  

やすぎ月の輪まつり 62,000人  60,000人  55,000人  80,000人  54,000人  

やすぎ刃物まつり 29,000人  26,500人  15,700人  20,200人  24,200人  

合計 1,578,027人  1,371,098人  1,303,729人  1,581,556人  1,405,599人  

資料：島根県観光動向調査  

 

図表 2-2-8 観光客入れ込み客数の推移 

  

資料：島根県観光動向調査 
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３．都市環境 

３－１ 土地利用状況 

本市管内の民有地のうち、山林が約６４％を、次いで田が約２２％を占めている。 

 

図表 2-2-9 地目別面積（平成 26年 1月 1日現在） 

地目 面積 割合 

田 4,132,000㎡ 22.0％ 

畑 956,300㎡ 5.1％ 

宅地 8,67400㎡ 4.6％ 

鉱泉地 0㎡ 0.0％ 

池沼 37,200㎡ 0.2％ 

山林 12,028,100㎡ 64.0％ 

牧場 19,600㎡ 0.1％ 

原野 539,600㎡ 2.9％ 

雑種地 210,700㎡ 1.1％ 

合計 18,790,900㎡ 100.0％ 

資料：平成26年島根県統計書 

 

図表 2-2-10 地目別面積割合 

 

資料：平成26年島根県統計書 
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３－２ 交通網 

本市の北部では、山陰自動車道が整備・横断しており、安来インターチェンジから松江方面、

鳥取県米子方面への移動に利用されている。 

また、山陰自動車道に沿った形で国道９号線と、広瀬地域を縦断する国道４３２号線が整備

されており、国道から県道が分岐している。 

なお、市北部には山陰本線が整備されており、松江駅、米子駅へと繋がっている。 

 

図表 2-2-11 交通網 

 

 

図表 2-2-12 道路整備の状況(平成 26年 4月 1日現在) 

 

実延長 改良済延長 改良率 舗装済延長 舗装率 

国道 44,711ｍ  44,711ｍ  100.0％  44,711ｍ  100.0％  

県道 152,664ｍ  112,514ｍ  73.7％  152,629ｍ  100.0％  

町道 985,395ｍ  525,437ｍ  53.3％  759,217ｍ  77.0％  

計 1,182,770ｍ  682,662ｍ  57.7％  956,557ｍ  80.9％  

資料：平成26年島根県統計書 
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４．生活環境 

４－１ 水道 

本市における水道（上水道・簡易水道・専用水道）の普及率は９８．３％である。 

 

図表 2-2-13 水道の普及状況（平成 26年 3月 31日現在） 

行政区域内人口 給水人口 普及率 

40,032人 39,361人 98.3％ 

資料：水道統計調査 

 

 

４－２ 汚水処理施設整備状況 

汚水処理は公共下水道、集落排水処理施設および合併処理浄化槽により行われており、その

普及率は８５．４％である。 

 

図表 2-2-14 汚水処理施設整備状況（平成 27年 3月 31日） 

行政区域内人口 処理人口 普及率 

40,632人 34,683人 85.4％ 

資料：島根県下水道推進課 
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本市は、旧安来市、旧広瀬町および旧伯太町の１市２町の新設合併により、平成１６年１０月

１日に誕生した市である。本市の廃棄物処理行政におけるこれまでの歴史的変遷については、図

表３－１－１に示すとおりである。 

 

図表 3-1-1 廃棄物処理行政の主な変遷 

年月 
主な歴史的変遷 

地域 トピックス 

昭和 61年２月 旧伯太町 伯太一般廃棄物最終処分場竣工 

昭和 63年３月 旧広瀬町 広瀬一般廃棄物最終処分場竣工（前処理施設） 

平成３年３月 旧伯太町 伯太一般廃棄物最終処分場施設整備（伯太農産廃棄物処理施設） 

※現「伯太一般廃棄物最終処分場前処理施設」 

平成３年３月 旧広瀬町 広瀬一般廃棄物最終処分場竣工（最終処分場） 

平成３年 11 月 旧安来市 不燃物の４種分別を導入 

平成５年３月 旧安来市 高尾クリーンセンター及びクリーンセンター穂日島竣工 

平成６年７月 旧安来能義広

域行政組合 

清瀬クリーンセンター竣工 

平成 14年４月 旧安来市 １５種分別を導入 

平成 16年 10月 全地域 旧安来市，旧広瀬町，旧伯太町の新設合併により、安来市が誕生 

平成 18年４月 全地域 ごみ分別区分の統一（１６種分別） 

平成 18年 11月 全地域 伯太一般廃棄物最終処分場施設整備（水処理施設） 

平成 19年３月 全地域 清瀬クリーンセンター積替施設竣工 

広瀬一般廃棄物最終処分場施設整備（水処理施設等） 

平成 19年４月 全地域 可燃ごみの焼却処理民間委託開始 

平成 25年３月 全地域 汚泥再生処理センター（対仙浄園）竣工 

 

◆可燃ごみの処理 

・市町村合併以前より、旧安来能義広域行政組合（構成市町村：旧安来市、旧広瀬町、旧伯太町）

による広域処理を行っていた。 

・同組合では、平成６年度に焼却施設（清瀬クリーンセンター）を整備し、可燃ごみの焼却処理

を行ってきたが、市町村合併を契機に同組合が解散（平成１６年９月３０日）したため、新生

安来市による同施設の事務および施設の所有権の承継により、引き続き清瀬クリーンセンター

にて可燃ごみの処理を行っていた。 

・新たな可燃ごみ処理体制の検討及び構築が完了するまでの暫定措置として、平成１９年度より

可燃ごみの民間業者への焼却処理委託を開始した。これにあわせて、休止した清瀬クリーンセ

ンターの敷地内に民間業者へ可燃ごみを移送のための積み替え中継施設を整備し、平成１８年

第１節 ごみ処理の変遷 
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度末に竣工している。 

◆その他のごみ処理 

・可燃ごみ以外のごみについては、市町村合併以前より、旧市町による単独処理が行われており、

合併以前に整備された施設（粗大ごみ処理施設、最終処分場施設）が存在することから、市町

村合併後においても、暫定的に同様の処理体制を採用している。ごみ処理の詳細については後

段において別途説明を行っているが、概略については以下に示すとおりである。 

・安来地域（旧安来市管内）では、平成４年度に竣工した粗大ごみ処理施設（高尾クリーンセン

ター）にて金属類および粗大ごみ等の処理を行っており、資源化が困難な破砕残渣および処理

残渣については、同じく平成４年度に竣工した最終処分場施設（クリーンセンター穂日島）に

て埋立処分を行っていたが、現在は広瀬地域の最終処分場施設（広瀬一般廃棄物最終処分場）

にて埋立処分を行っている。 

・広瀬地域（旧広瀬町管内）では、昭和６２年度に竣工した最終処分場前処理施設（広瀬一般廃

棄物最終処分場前処理施設）にて缶類の圧縮処理を行っており、資源化が困難なごみおよび焼

却残渣については、平成２年度に竣工した最終処分場施設（広瀬一般廃棄物最終処分場）にて

埋立処分を行っている。 

・伯太地域（旧伯太町管内）では、平成２年度に竣工した廃棄物処理施設（伯太一般廃棄物最終

処分場前処理施設）にて缶類の圧縮処理を行っており、資源化が困難なごみおよび焼却残渣に

ついては、昭和６０年度に竣工した最終処分場施設（伯太一般廃棄物最終処分場）にて埋立処

分を行っていたが、現在は広瀬地域の最終処分場施設（広瀬一般廃棄物最終処分場）にて埋立

処分を行っている。 

◆その他（分別区分） 

・旧安来市では、平成３年１１月より、不燃物の『４種分別』を導入していたが、平成１４年４

月からは、さらにリサイクルの推進を図るため、可燃ごみを含めて『１５種分別』が導入され

ることとなった。 

・一方、旧広瀬町および旧伯太町では、それぞれに『１３種分別』が採用されていたことに鑑み、

新生安来市として、リサイクルの推進を図ることを目標に、平成１８年４月より、ごみの分別

方法を統一するとともに、『１６種分別』を導入している。 

 

  



15 

 

１．ごみ排出量の推移 

本市において排出されるごみ量の推移は図表３－２－１に示すとおりである。過去１０ケ年の

推移では、概ね減少傾向を示しており、平成２２年度から増加に転じたものの平成２６年度以降

は再度減少傾向となっている。平成２７年度の排出量は、平成２２年度とほぼ同量である。 

また、平成２７年度のごみ排出量は１０，９８８ｔであるが、その内訳は、燃やすごみが５６．

９％、埋立ごみが１．５％、資源ごみ※が１６．４％、粗大ごみが０．１％、直接搬入ごみが２５．

０％となっている。 

近年においては、出版物や新聞等を主とした紙媒体の発行部数が減少するなどの影響もあり、

資源ごみの占める割合が年々減少しているのが特徴である。 

 

図表 3-2-1 ごみ排出量の推移と収集形態別割合（平成 27年度） 

 
 

 

資源ごみとは、平成１８年４月に導入した１６ 種分別のうち、リサイクルすることを目的に分別収集される 

①その他の紙類、②缶類(飲料用)、③金属類、④ペットボトル、⑤プラスチック類、⑥ビン類(飲食用)、⑦新聞・

新聞チラシ、⑧書籍・雑誌・冊子、⑨ダンボール、⑩衣類、⑪牛乳パック、⑫蛍光管・体温計、⑬板ガラス 

の総称とする。 
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ごみ排出量を市民一人一日当たりの排出量（以下「排出原単位」という。）に換算した場合、本

市の排出原単位は、平成２７年度において約７４４ｇ／人・日となる（図表３－２－２）。 

これは、島根県平均の９６０ｇ／人・日（Ｈ２６）に比べ低い水準であるが、近年緩やかな増

加傾向にある。 

 

図表 3-2-2 排出原単位の推移 
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２．ごみの性状 

平成２６年度及び平成２７年度の燃やすごみの種類組成（乾ベース）をみると、約半分が紙・

布類となっている。次いで多いのはビニール・皮革・ゴム・合成樹脂で約２０％、さらに生ごみ

が約１５％と続く。 

生ごみについては、賞味期限切れ等で食材として使われずにごみに排出された手つかず食品も

分類しており、全体の約５％、生ごみ中の約１／３を占めている。 

 

図表 3-2-3 燃やすごみの種類組成割合（乾ベース） 
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３．ごみの減量・再資源化の実績 

３－１ 行政主体の減量・再資源化 

（１）燃やすごみ等の減量・再資源化 

本市では、市民や事業者に対して啓発等を行いごみの減量を推進している。また、燃やすご

みは民間業者へ委託しており、焼却処理によって約９４％を減容している。 

燃やすごみの処理残渣として排出される焼却灰及びばいじんは、全量をセメント原料として

資源化を行っている。 

 

（２）分別収集による再資源化 

本市では、再資源化が可能なごみを資源ごみとして分別収集し、直接資源化または選別、異

物除去、圧縮･梱包等を行ったうえで再資源化を行っている。また、粗大ごみを分別収集し、破

砕・選別処理等によって金属等の資源物を回収している。 

 

図表 3-2-4 行政主体の再資源化実績 

 

 

 

３－２ 市民・事業者主体の減量・再資源化 

（１）生ごみ堆肥化による排出抑制 

本市では「安来市生ごみ堆肥化装置設置費補助事業」を実施し、市民が生ごみ堆肥化装置を

購入した際の費用を一部補助してきた。平成１６年１０月の合併前では旧安来市において昭和

６２年度から補助事業を実施しており、合併後となる平成１７年度以降の累計補助件数は５２

５件である。 

これによって、市民が主体的に行うごみの減量化と有効利用の促進が図られてきている。 

 

 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

紙類 （ｔ） 1,754 1,721 1,602 1,235 1,160 1,195 1,102 1,035 862 743

紙パック （ｔ） 0 0 0 7 6 6 6 6 5 4

紙製容器包装 （ｔ） 0 8 7 173 166 158 179 138 162 154

金属類 （ｔ） 366 307 258 271 224 214 179 176 204 220

ガラス類 （ｔ） 299 278 261 246 125 163 128 178 106 101

ペットボトル （ｔ） 59 58 54 52 53 49 48 46 40 38

容器包装プラスチック （ｔ） 537 535 508 0 0 0 0 0 0 0

プラスチック類 （ｔ） 0 0 0 473 454 470 464 437 423 436

布類 （ｔ） 44 91 99 49 50 52 53 42 42 62

焼却灰・飛灰の
セメント原料化

（ｔ） 0 0 0 594 567 603 582 572 605 474

その他 （ｔ） 263 140 140 212 225 257 278 0 229 261

合計 （ｔ） 3,322 3,138 2,929 3,312 3,030 3,167 3,019 2,630 2,678 2,493
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図表 3-2-5 生ごみ堆肥化装置設置費補助実績 

 

 

図表 3-2-6 安来市生ごみ堆肥化装置設置費補助事業の概要 

補助対象 補助率   

1.市内に住所を有する世帯であること 

2.市内の販売店で購入した装置であること 

3.電源を必要とするものについては、過去 5 年以内に
補助金の交付を受けていないこと 

4.電源を必要とするものについては、過去 5 年以内に
補助金の交付を受けた機器を故障で買い替えるとき 

5.電源を必要としないものについては、過去 3 年以内
に 2基までの補助金の交付を受けていないこと 

装置の種類 補助率 補助限度額 

電源を必要と 

しない装置 

購入金額の 

１/２ 
5 千円 

電源を必要と 

する装置 

購入金額の 

１/３ 
2 万 5 千円 

 

 

（２）集団回収による再資源化 

平成１６年度の合併以前には市民が行う集団回収に対する助成金制度を設けていたが、現在

では助成金制度はとりやめている。そのため、集団回収の実態は把握できていない。 

 

（３）店頭回収による再資源化 

本市管内に所在する事業者のうち、島根県が実施する「しまねエコショップ」制度の認定店

やごみ問題に関心の高い優良な事業者では、食品トレイや牛乳パックの店頭回収が行われてお

り、事業者が独自にリサイクルルートの確立に努めている。 

 

 

  

H17 H18 H19 H20 H21 H22

非電気式 22 31 37 32 15 22

電気式 74 29 37 36 34 18

計 96 60 74 68 49 40

H23 H24 H25 H26 H27 累計

非電気式 27 14 12 12 11 235

電気式 18 16 8 13 7 290

計 45 30 20 25 18 525
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市民の声（アンケート調査結果：平成 28年 11月実施／200 件配布・回収率 76.5％） 

３Ｒについて 

 

ごみの減量やリサイクルへの関心 

 

可燃ごみ１回に出す平均袋数 

 

ごみ減量のために家庭で実践していること 

 

生ごみ堆肥化装置について 

 

生ごみ堆肥化装置設置費補助金制度について 

 

今後の生ごみ堆肥化装置の購入について 

 

プラスチック類の収集回数変更について 

 

 

66%

29%

5%

0% 知っている

聞いたことが

ある

知らない

無回答

 

24%

68%

8%

0%0% 非常に関心が

ある

やや関心があ

る

あまり関心がな

い

まったく関心が

ない

無回答

 

78%

17%

1% 1% 1% 2% １袋

２袋

３袋

４袋

５袋

無回答

 

55 

17 

32 

77 

2 

1 

台所の生ごみの水きり

生ごみ堆肥化

無駄な食品を購入しない

マイバック使っている

なにもしていない

無回答

0 20 40 60 80 100(%)

 

18%

74%

6% 2%
使っている

使っていない

知らない

無回答

 

33%

3%

13%

50%

1% 知っている

制度を活用して

いる

制度を活用して

いない

知らない

無回答

 3%

10%

82%

5% 購入を検討して

いる

迷っている

購入は考えて

いない

無回答

 

67%

4%

26%

3% よかった

わるかった

とくになにも思

わない

無回答
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４．ごみ処理システム 

４－１ ごみの排出形態と分別区分 

（１）分別区分 

本市の分別区分及び対象品目例は図表３－２－７、排出方法は図表３－２－８に示すとおり

となっている。 

本市では、平成１６年度の合併に伴い、旧市町村ごとに違っていた分別区分を平成１８年４

月に１６種分別に統一し、現在もその体制を継続している。 

 

図表 3-2-7 本市の分別区分（家庭系） 

ごみ分別区分 対象品目例 具体例 

燃やすごみ ・生ごみ類 

・皮革・繊維類 

・リサイクルできない

紙類 

・草・木類 

・その他 

食べ残し、調理くず、果実の皮、魚のあら、貝殻、鳥の骨 など 

鞄、靴、帽子、シーツ、ぬいぐるみ、古着にならない衣類 など 

防水加工してある紙、銀紙、感熱紙、紙とビニールの混合物、酒パッ

ク、紙パック（500ｍｌ未満）、臭いの強い紙 など 

落ち葉、刈り草、選定枝、木くず など 

汚れたプラスチック、紙おむつ、固めた天ぷら油 など 

資

源

ご

み 

その他の紙類 ・雑がみ 書類、包装紙、封筒、紙箱(縦横 30ｃｍ未満)、紙袋 など 

缶類(飲料用) ・スチール缶 

・アルミ缶 

スチール缶 

アルミ缶、ボトル缶 

金属類 ・金属が多く含まれる

物 

・金属とプラスチック

の混合物 

・電気製品類 

・刃物類 

・電池類 

缶詰など金属製の缶や容器、時計、鍋、工具、カセットコンロのガス

缶 など 

おもちゃ、電卓、フロッピーディスク、ライター、ビデオテープ など 

 

収集袋に入る電気製品 

包丁、カッター、はさみ、針、釣針 など 

乾電池、充電式電池、ボタン電池 など 

ペットボトル ・飲料用ボトル ジュース、コーヒーお茶などの飲料用ボトル 

プラスチック類 ・プラマークがある物 

・プラスチックだけで

できている物 

お菓子の袋、ボトルラベル、調味料や食品容器、洗剤容器 など 

バケツ、ポリタンク、卵パック、キャップ、ＣＤ、発砲トレイ など 

ビン類（飲食用） ・飲食用ビン ジュース、インスタントコーヒー、海苔、調味料、飲み薬 などのビン 

新聞・新聞チラシ ・新聞紙 

・新聞紙と一緒に届

いた折込チラシ 

新聞紙 

新聞の折り込みチラシ 

書籍・雑誌・冊子 ・書籍・雑誌・冊子 本、漫画、週刊誌、辞典、パンフレット など 

ダンボール ・ダンボール ダンボール、紙箱 

牛乳パック ・紙パック 牛乳、乳飲料、ジュースなどの紙パック 

衣類 ・衣類 シャツ、ズボン、スカート、セーター、着物 など 

蛍光管・体温計 ・蛍光管・電球 

・体温計 

直管型、丸型の蛍光管、電球(球の直径が 3ｃｍ以上) 

水銀を使用している体温計、温度計、湿度計、血圧計 

板ガラス ・板ガラス 枠の付いていない板状のガラス 

埋立ごみ ・陶器・ガラス製品 

・その他 

陶器やガラス製の食器類、花瓶、割れたガラス、割れビン など 

食用品以外のビン（化粧品のビンなど）、鏡、ホース など 

粗大ごみ ・粗大ごみ 自転車、扇風機、ストーブ、机、ベビーカー、布団 など 
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図表 3-2-8 ごみ出しの注意事項と排出方法（家庭系） 

ごみ分別区分 ごみ出しの注意事項 排出方法 

燃やすごみ 生ごみは水切りをする 

シーツや衣類は縦横 30㎝以下に切る 

金属はできるだけ取り除く 

剪定枝は、枝の直径 1ｃｍ以下、長さ 30ｃｍ以下 

木くずは、厚さ 1㎝以下、縦横 30㎝以下 

指定袋（黄色） 

資

源

ご

み 

その他の紙類 ビニール、テープや取手など紙以外の物は取り除く 指定袋（無色透明） 

自治会名、氏名を記入 缶類(飲料用) ボトル缶のキャップは取り除く「キャップは金属類」 

たばこの吸殻など、中に物が入っている物は出せない 

金属類 ガス缶などは必ず穴をあけ、ライターは必ず使い切る 

家電リサイクル対象品、パソコンは出せない 

刃物は紙箱か厚紙などに包み、収集袋に「刃物あり」と記入 

電池類はできるだけ別の袋に小分けしてから収集袋に入れる 

ペットボトル キャップとラベル、取手付きのペットボトルは、プラスチック類 

プラスチック類 シャンプーなどのポンプアップノズルは「金属類」 

少しでも金属製品があれば「金属類」 

ビニール紐など長さが長い物は 30ｃｍ程度に切る 

ビン類（飲食用） 金属キャップは「金属類」 

割れた物は「埋立ごみ」 

新聞・新聞チラシ 新聞紙と折込チラシは一緒に束ねる 

折込チラシ以外のチラシは「その他の紙類」 

市販の紙ひもで束ねる 

自治会名、氏名を記入 

書籍・雑誌・冊子 ビニールなど紙以外のケースやカバーは必ず取り除く 

ホッチキスなどで綴じていない物は「その他の紙類」 

ダンボール ガムテープ、金具、伝票はできるだけ取り除く 

金や銀が吹付けてある物は、「燃やすごみ」 

縦横 30ｃｍ未満の紙箱などは、「その他の紙類」 

牛乳パック 洗って、乾かしてから出す 

500ｍｌ未満の紙パック、酒パックなど内面がアルミコートされてい

る物は「燃やすごみ」 

衣類 下着、靴下、マフラー、スカーフ、ネクタイ、帽子や汚れた衣類は

「燃やすごみ」 

（ﾘｻｲｸﾙｽﾃｰｼｮﾝ） 

蛍光管・体温計 電球の直径が 3ｃｍ未満の物、ＬＥＤタイプは「埋立ごみ」 

保護紙は付けず、割れた物は中の見える袋に入れて出す 

水銀を使用している物は温度等の表示部分が銀色です 

電子体温計、電子温度計などは「金属類」 

温度表示部分が赤いアルコール式の温度計は「埋立ごみ」 

板ガラス 網ガラス、ガラスにアルミや木の枠がついている物は出せない 

適度な紙箱に入れ、ひもで結んで出す 

（ﾘｻｲｸﾙｽﾃｰｼｮﾝ） 

埋立ごみ 割れている物はできるだけ紙箱などに入れ、指定袋に「割れガラ

スあり」などと記入 

ホースなど長さが長い物は、概ね 30ｃｍ以下に切る 

指定袋(無色透明) 

自治会名、氏名を記入 

粗大ごみ 部品などの分解を行わず、そのままの状態で出す 

ストーブなど燃料を使用するものは必ず燃料を抜く 

布団など大きさのある物は丸めて 2～3か所をひもで結ぶ 

次の 4点は自己搬入 

・成人男性が一人で運べないもの  ・長さ 2ｍを超えるもの 

・ガラスなど割れ物が使われているもの  ・衛生用品 

収集券を貼る 

申込による戸別収集 

または施設搬入 
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排出方法については、燃やすごみ、埋立ごみ及び資源ごみのうちその他の紙類、缶類、金属

類、ペットボトル、プラスチック類、ビン類には指定袋制度を導入しているほか、粗大ごみは

申込制による戸別収集を行っており、排出の際は収集券を購入し貼ることとしている。 

また、衣類、蛍光管・体温計、板ガラスについては、市内２５箇所に設置しているリサイク

ルステーションに排出することとしている。 

 

図表 3-2-9 ごみの搬入ができる本市施設と搬入方法 

分別区分 出し方 清瀬クリーン

センター 

高尾クリーン

センター 

広瀬一般廃棄物最終処分場 

伯太一般廃棄物最終処分場 

燃やすごみ 中の見える袋 ○   

その他の紙類 ○   

缶類（飲料用）  ○ ○ 

金属類  ○ ○ 

ペットボトル  ○ ○ 

プラスチック類  ○ ○ 

ビン類（飲食用）  ○ ○ 

新聞・新聞チラシ 紙ひも  ○  

書籍・雑誌・冊子  ○  

ダンボール  ○  

牛乳パック  ○  

衣類 中の見える袋  ○  

蛍光管・体温計 そのまま  ○ ○ 

板ガラス  ○ ○ 

埋立ごみ 中の見える袋  ○ ○ 

粗大ごみ そのまま  ○ ○ 

畳  ○  

剪定枝 ※1  ○  

木くず ※2  ○  

ペットなどの小動物 ※3 ○   

※1 直径 1 ㎝を超える枝は全て切り落とす。長さ 2ｍ以内、直径 50㎝以内に束ねる。 
※2 長さを概ね 60㎝以下にする。太さ厚さは制限ない。 
※3 ペットが亡くなった場合は、原則として飼い主で対応、市に処理を委託した場合遺骨の受け取り

などは不可。 
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（２）収集頻度 

収集頻度は図表３－２－１０に示すとおりであり、資源ごみのうち衣類、蛍光管・体温計、

板ガラスについてはリサイクルステーションに随時排出可能としているほか、粗大ごみは申込

制の戸別収集を行っている。 

図表 3-2-10 ごみの収集頻度 

ごみ分別区分 収集頻度 曜日等 

Ａ地区 Ｂ地区 

燃やすごみ  週 2回 月木 火金 

資源ごみ プラスチック類 週 1回 水 

その他の紙類 月 2回 第 1･3水 第 2･4水 

ダンボール 月 1回 第 3火 第 1木 

缶類（飲料用） 

ビン類（飲食用） 第 1火 第 3木 

ペットボトル 

新聞・新聞チラシ 第 2火 第 4木 

金属類 第 4火 第 2木 

書籍・雑誌・冊子 

牛乳パック 

衣類 随時（ﾘｻｲｸﾙｽﾃｰｼｮﾝ）   

蛍光管・体温計 

板ガラス 

埋立ごみ  月 1回 第 2火 第 4木 

粗大ごみ  申し込みによる戸別収集 

収集は 1 世帯年 2回まで 1 回 3 個まで 

※事業系ごみの収集を依頼するには、市に申請の上「事業系ごみ収集券」の購入が必要。 

 

（３）処理手数料等 

本市では、指定袋制度及び収集券を導入しており、施設搬入手数料とあわせて図表３－２－

１１及び３－２－１２に示すとおり市民にごみ処理費用の一部負担をお願いしている。 

 

図表 3-2-11 収集指定袋・粗大ごみ収集券価格 

分別区分 色 種類 1 枚あたり価格（税抜） 

燃やすごみ 
黄色半透明 

（青文字） 

大 45ℓ 43 円 

中 30ℓ 34 円 

小 15ℓ 24 円 

資源ごみ 

埋め立て 

無色透明 

（青文字） 

大 45ℓ 34 円 

中 30ℓ 29 円 

小 15ℓ 24 円 

粗大ごみ  収集券 477円 

事業系ごみ 水色 収集券 95 円 

 

図表 3-2-12 市の施設への搬入手数料 

 搬入手数料(税抜) 

区分 100ｋｇまで 100ｋｇを超える物 

家庭系ごみ 381円 +50ｋｇごとに 191 円加算 

事業系ごみ 1,524 円 +50ｋｇごとに 762 円加算 
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４－２ ごみの中間処理と処分 

（１）ごみ処理の流れ 

本市におけるごみ処理フローについては、図３－２－１３に示すとおりである。 

燃やすごみについては、民間業者への委託処理を行っており、清瀬クリーンセンターを中継

積替施設としている。燃やすごみの処理残渣として発生する焼却灰及びばいじんについては、

セメント原料化による資源化が行われている。 

燃やすごみ以外のごみについては、粗大ごみ及び金属類を高尾クリーンセンターにて破砕選

別処理を行い、回収した資源物は民間業者へ引き渡し、残渣は広瀬一般廃棄物最終処分場に埋

立処分している。また、ビン類は高尾クリーンセンターにおいて色選別を行い、缶類は広瀬一

般廃棄物最終処分場の前処理施設にて選別圧縮処理を行っている。 

埋立ごみは、破砕処理等の中間処理を行うことなく、直接最終処分場への埋立処分を行って

いる。その他のごみについては、直接資源化または各施設で一時保管後に資源化を行っている。 

 

図表 3-2-13(1) ごみ処理の流れ 
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図表 3-2-13(2) ごみ処理の流れ 
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（２）処理施設の概要 

① 中間処理施設 

本市が管理する中間処理施設の概要は図表３－２－１４に示すとおりである。 

本市では平成１９年度から燃やすごみの処理は民間業者に委託しており、それまで処理を行

っていた清瀬クリーンセンターは運転を休止している。 

資源ごみ及び粗大ごみは、高尾クリーンセンター、広瀬一般廃棄物最終処分場（前処理施設）

及び伯太一般廃棄物最終処分場（前処理施設）の３つの施設で処理を行っている。高尾クリー

ンセンターでは金属類及び粗大ごみの破砕選別処理とビン類の色選別を行っている。また、広

瀬一般廃棄物最終処分場（前処理施設）では缶類の選別圧縮処理を行っている。 

 

図表 3-2-14 中間処理施設の概要 

施設名 清瀬クリーンセンター【休止】 高尾クリーンセンター 

所在地 清瀬町 10-1 清瀬町高尾 497-3 

竣工 平成６年７月 平成５年３月 

処理対象 （燃やすごみ） 金属類、粗大ごみ、ビン類 

処理能力 52t/日（26t/16h×2炉） 20ｔ/日（5h） 

処理方式 准連続燃焼式流動床炉 破砕，選別（磁力選別，トロンメル，風

力選別，アルミ選別），減容固化 

施設名 広瀬一般廃棄物最終処分場（前処理施設） 伯太一般廃棄物最終処分場（前処理施設） 

所在地 広瀬町下山佐 1473-3 伯太町東母里 2387-6 

竣工 平成３年３月 平成３年３月 

処理対象 缶類 缶類 

処理能力 4.5ｔ/日 6.9ｔ/日 

処理方式 選別，圧縮 選別，圧縮 

 

② 積替え施設 

燃やすごみ処理の民間委託に伴い、本市では収集した燃やすごみを大型運搬車（１０ｔパッ

カー車）に積み替え、委託先まで移送するための中継施設を整備している。 

中継施設は清瀬クリーンセンター内に整備し、概要は図表３－２－１５に示すとおりである。 

 

図表 3-2-15 積替え施設の概要 

施設名 清瀬クリーンセンター 

所在地 清瀬町 10-1 

敷地面積 約 4,300ｍ2 

竣工 平成 19年３月 

対象 燃やすごみ 

排出能力 １m3/分 

排出方式 回転式排出ゲート＋排出コンベア 
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③ 最終処分場 

本市では一般廃棄物の最終処分を担う施設として、広瀬一般廃棄物最終処分場、伯太一般廃

棄物最終処分場及びクリーンセンター穂日島の３つを管理運営しており、概要は図表３－２－

１６に示すとおりである。 

広瀬一般廃棄物最終処分場では、埋立ごみの分別区分で収集したごみ及び高尾クリーンセン

ターで発生する中間処理残渣を埋立している。伯太一般廃棄物最終処分場では、現在は資源化

しているその他の色のビン類を平成２７年度末まで埋立していた。また、伯太一般廃棄物最終

処分場、クリーンセンター穂日島は、残余容量が残っているものの現在ごみの搬入は行ってい

ない。埋立場の状況等を鑑み計画のとおり順次埋立処分を行う。 

 

図表 3-2-16 最終処分場の概要 

施設名 広瀬一般廃棄物最終処分場 伯太一般廃棄物最終処分場 クリーンセンター穂日島 

所在地 広瀬町下山佐 1473-3 伯太町東母里 2387-6 穂日島町 491 

竣工 平成３年３月 昭和 61年２月 平成５年３月 

埋立対象 焼却灰、埋立ごみ、不燃物 焼却灰、埋立ごみ、不燃物 焼却灰、埋立ごみ、不燃物 

埋立面積  4,100 m2  9,979 m2 19,000 m2 

埋立容量 25,157 m3 21,032 m3 53,115 m3 

残余容量  7,526 m3  5,438 m3 38,436 m3 

※残余容量はいずれも平成 27年度末時点の容量 
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図表 3-2-17 施設の位置 
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５．ごみの減量・再資源化・最終処分のまとめ 

これまでに示した各々の施策等によるごみ減量・資源化量について、ごみの発生・排出、収集・

運搬、中間処理、最終処分の段階別に示すと、図表３－２－１８のとおり整理することができる。 

これによると、平成２７年度における本市のリサイクル率は約２２．７％、減量化率は約７３．

６％である。また、最終処分率は約３．７％であり、中間処理の推進および資源化の促進により、

最終処分率は低く抑えられている。 

 

図表 3-2-18 ごみ減量・再資源化・最終処分のまとめ（平成 27年度） 

 

※資源化量には焼却灰を含む。最終処分量は覆土を除く 
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６．ごみ処理行財政の実績 

６－１ 環境行政の組織 

廃棄物処理事業に係る本市の執行機関及び担当課である環境政策課の事務分掌については、

図表３－２－１９に示すとおりである。 

 

図表 3-2-19 廃棄物処理事業に係る執行機関と事務分掌（平成 28年 4月 1日現在） 

【廃棄物処理事業に係る執行機関】 

 

 

【環境政策課の事務分掌】 

環境対策 

(1) 環境保全の推進に関すること。 

(2) 地域の温暖化対策の推進に関すること。 

(3) 水質対策改善事業に関すること。 

(4) 公害防止対策に関すること。 

(5) 小動物の保護及び管理に関すること。 

(6) 畜犬登録及び狂犬病予防対策に関すること。 

(7) そ族昆虫の駆除に関すること。 

(8) 墓地の許認可に関すること。 

(9) 浄化槽に関すること。 

廃棄物対策 

(1) ごみ減量化の推進に関すること。 

(2) 分別収集の啓発推進に関すること。 

(3) 廃棄物の処理及び清掃に関すること。 

(4) 資源化物の再生。 

 

(5) 可燃ごみ積替え施設の管理運営に関すること。 

(6) 中間処理施設の管理運営に関すること。 

(7) 最終処分場の管理運営に関すること。 

(8) 汚泥再生処理センターの管理運営に関すること。 

施設整備 

(1) 一般廃棄物処理施設の整備事業計画に関すること。 

(2) 一般廃棄物処理施設の整備工事に関すること。 
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６－２ ごみ処理経費 

ごみ処理に係る年間経費は、概ね５～６億円の範囲で概ね横ばいで推移しており、平成２７

年度の経費は約５．４億円となっている。 

ごみ１ｔあたりの処理及び維持管理費をみると、５万円／ｔ下回る程度で推移しており、市

民１人あたりの年間処理及び維持管理費では概ね１３，３００円／人となっている。 

 

図表 3-2-20 ごみ処理に要する経費等の推移 

 

 

 

 資料：一般廃棄物処理事業実態調査票 

 

  

 H23 H24 H25 H26 H27

建設改良費 工事費 千円/年 420 0 0 0 0

調査費 千円/年 0 0 0 0 0

千円/年 420 0 0 0 0

処理及び 人件費 千円/年 55,637 51,374 22,223 23,139 23,052

維持管理費 処理費 千円/年 22,733 59,852 25,946 41,161 50,539

車両等購入費 千円/年 0 0 0 0 0

委託費 千円/年 464,458 449,285 437,147 468,827 463,227

調査研究費 千円/年 3,597 0 0 0 0

千円/年 546,425 560,511 485,316 533,127 536,818

合計 千円/年 546,845 560,511 485,316 533,127 536,818

ごみ1ｔあたり処理及び維持管理費 円/ｔ 48,700 48,900 42,000 47,900 48,900

市民1人あたり処理及び維持管理費 円/人 12,900 13,400 11,700 13,000 13,300
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６－３ ごみ処理の評価 

本市のごみ処理について、平成２６年度実績を基に４つの指標（排出量、再資源化率、最終

処分率、ごみ処理経費）について、全国平均、島根県平均と比較して評価した。具体的には、

全国平均値あるいは島根県平均値を１００として本市値を指数化し、レーダーチャート図とし

て示した。なお、レーダーチャートに示される四角形が大きいほど良好な状況にあることを示

す。 

本市の評価は、４つの指標のうち全国平均、島根県平均を下回るものがなく、非常に良好な

ごみ処理が行われている。 

 

図表 3-2-21 ごみ処理の評価 

 

 

※指数は、以下の算定式による。 
ごみ排出量、最終処分率、ごみ処理経費 
 指数＝（1－（実績値－全国平均または県平均）/全国平均または県平均）×100 
リサイクル率 

 指数＝（1＋（実績値－全国平均または県平均）/全国平均または県平均）×100 

※ごみ処理経費は、建設改良費、処理及び維持管理費、その他のうち、毎年のごみ処理経
費として継続して必要と判断される処理及び維持管理費とした。 

資料：一般廃棄物処理実態調査票 

 

  

 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

１人あたりごみ排出量

リサイクル率

最終処分率

１人あたりごみ処理経費

対島根県

対国

指標値 指数

本市 島根県 全　国 対島根県 対国

1人当たりごみ排出量 ｇ/日 746 960 947 122 121

リサイクル率 ％ 24.1 24.1 20.6 100 117
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１．関係法令等の動向 

国においては、循環型社会形成推進基本法（以下「循環基本法」という。）を平成１２年６月に

制定した。循環基本法において廃棄物の処理に関しては、第一に発生抑制、第二に再使用、第三

に再生利用、第四に熱回収、最後に適正処理を行うとする優先順位が示されており、ごみの減量

が最も重要視されている。また、循環基本法と一体的に廃棄物処理法についても改正が行われ、

さらに、リサイクル関連個別法も公布・施行されている。 

近年においては、東日本大震災における災害廃棄物問題を契機に、廃棄物処理法が改正され、

非常災害時における廃棄物の適正な処理に関する事項が追加されている。 

 

図表 3-3-1 循環型社会形成推進のための法体系 

 

（環境省）

1991年制定

(経済産業省など)

循環型社会形成推進のための法体系

環境基本法

環境基本計画

○環境の保全について基本理念を規定

1967年　公害対策基本法

1994年　制定
2012年　改正

1993年　制定

○基本原則、○国、地方公共団体、事業者、国民の責務、○国の施策

循環型社会形成推進基本法（基本的枠組み）

2000年制定

○循環型社会の形成に関する基本原理を規定

社会の物質循環の確保

天然資源の消費の抑制

環境負荷の低減

循環型社会形成推進基本計画 2003年　制定
2013年　改正

廃棄物処理法

①廃棄物の適正処理

②廃棄物処理施設の設置規制

③廃棄物処理業者に対する規制

④廃棄物処理基準の設定等

資源有効利用促進法

容器包装リサイクル法

家電リサイクル法

建設リサイクル法

食品リサイクル法

自動車リサイクル法

小型家電リサイクル法

○容器包装の市町村による収集

○容器包装の製造・利用業者による再資源化

○廃家電を小売店が消費者より引取

○製造業者等による再商品化

○消費者がリサイクル費用を負担

○工事の受注者が建築物の分別解体

○工事の受注者が建設資材廃棄物等の再資源化

○食品の製造・加工・販売業者が食品廃棄物の再資源化

○使用済自動車の再資源化

○新車販売時にリサイクル料金を支払う

○使用済小型家電電子機器の回収

○使用済小型家電機器の適正なりリサイクル

1995年制定

(環境省、経済産業省など)

1998年制定

(環境省、経済産業省)

2000年制定

(国土交通省、環境省)

2000年制定

(農林水産省、環境省)

2002年制定

(経済産業省、環境省、国土交通省)

2012年制定

(経済産業省、環境省)

○事業者による製品の回収・リサイクルの実
施などリサイクル対策を強化し、製品の省
資源化・長寿命化等による廃棄物の発生抑

制(リデュース)対策や、回収した製品から部
品等の再使用（リユース）対策など再生資

源の利用を促進するための処置等を規定

○家庭系パソコンのリサイクル推進

国等による環境物品等の調達の推進等

に関する法律（グリーン購入法）
2000年制定

(環境省)

国等による環境物品等の調達の推進

（環境省）

1970年制定

2015年改正(環境省)

第３節 関係法令の動向と上位計画 
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２．上位計画 

２－１ 廃棄物処理法に基づく基本方針 

廃棄物処理法に基づき平成１３年５月に「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策

の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針」（以下「基本方針」という。）が策定さ

れた。 

その後「基本方針」は平成１７年５月に一部改正、平成２２年１２月、平成２８年１月に変

更がなされ、平成３２年度を目標年度とする廃棄物の減量化、資源化および最終処分目標量に

ついて示されている。なお、一般廃棄物に係る数値目標については、図表３－３－２に示すと

おりであり、平成２４年度ごみ排出量に対し、平成３２年度に約１２％削減、再生利用量を２

７％に増加したうえで、最終処分量を平成２４年度から約１４％削減する。また、1 人 1 日当

たりの家庭系ごみ排出量を５００グラムとすることを目標としている。 

 

図表 3-3-2 基本的な方針に基づく減量化・再生利用・最終処分量目標(概要) 

一般廃棄物の減量化の目標量 「第３次循環型社会形成推進基本計画」に目標等を踏まえ、 

平成 32年度を目標年度として進めていく。 

一般廃棄物については、現状（平成 24年度）に対し、平成 32年度において、排出量を約 12％削

減し、再生利用率を約 21％から約 27％に増加させるとともに、最終処分量を約 14％削減する。 

 

 

Ｈ24年度 

（基準年） 

Ｈ32年度 

（目標値） 

排出量 4,523万トン 
約 12％削減（対Ｈ24比） 
（約 4,000万トン） 

再生利用 約 21％ 約 27％ 

最終処分 465万トン 
約 14％削減（対Ｈ24比） 

（約 400万トン） 

家庭系ごみ排出量 

（1人 1日あたり） 
 500グラム 
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２－２ 循環基本法に基づく循環型社会形成推進基本計画 

平成１２年６月に「循環型社会形成推進基本法」が公布され、平成１３年１月に完全施行さ

れた。国においては、同法第１５条に基づき、循環型社会の形成に関する基本的な計画として、

平成１５年３月に「循環型社会形成推進基本計画」（以下「循環基本計画」という。）を策定。

なお、平成２０年３月には第２次計画、平成２５年３月には第３次計画を策定し、新たな取組

目標が示された。 

この循環基本計画では、ごみを減らすための具体的な取組の目標として、一人一日当たりの

ごみ排出量を２５％削減していくことを掲げている。 

 

図表 3-3-3 循環型社会形成推進基本法における取組指標 

(循環型社会形成推進基本計画第３章第２節「取組指標」より抜粋) 

 

（２）一般廃棄物の減量化（目標を設定する指標） 

リサイクルするものも含めて一般廃棄物の排出抑制の進展度合いを総体的に測る指標とし

て、１人１日当たりのごみ排出量（計画収集量、直接搬入量、集団回収量を加えた事業系を

含む一般廃棄物の排出量）を平成 12年度比で約 25％減（約 890グラム）とすることを目標

とする。 

【参考】平成 12年度 約 1,185グラム、平成 22年度 約 976グラム 

 

① １人１日当たりの家庭系ごみ排出量 

国民のごみ減量化への努力や分別収集の努力をあらわす代表的な指標として、集団回収

量、資源ごみ等を除いた、家庭からの１人１日当たりごみ排出量を平成 32年度において、

平成 12年度比で約 25％減（約 500グラム）とすることを目標とする。 

【参考】平成 12年度 約 660グラム、平成 22年度 約 540グラム 

 

② 事業系ごみ排出量 

事業者の一般廃棄物の減量化への努力や分別収集の努力をあらわす代表的な指標とし

て、事業系ごみの「総量」について平成 32年度において、平成 12年度比で約 35％減（約

1,170万トン）とすることを目標とする。 

【参考】平成 12年度 約 1,799万トン、平成 22年度 約 1,297万トン 

 ※ 事業系ごみについては、事業所数の変動が大きいこと、事業所規模によってごみの排出量

に顕著な差が見られることなどから、１事業所当たりではなく、事業系ごみの「総量」に

ついて指標として設定する。 
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２－３ 第３期しまね循環型社会推進計画 

島根県では、平成２８年３月に新たな循環型社会推進計画「第３期しまね循環型社会推進計

画（平成２８～３２年度）」の策定を行っている。 

第３期しまね循環型社会推進計画の概要は、以下のとおりである。 

 

図表 3-3-4 第３期しまね循環型社会推進計画 

 

■重点施策 

次世代を担う子どもへの環境

教育 

子どもが幼少期から日常の基本的生活習慣を身につける

中で、ごみの分別や「物を大切に使う習慣」を具体的な行動

を通じてみにつけ、家庭、地域、学校で日常生活における環

境配慮行動を実践できるような環境教育や環境学習の場を

提供していきます。 

リサイクル商品の研究開発、販

路の拡大 

排出事業者の施設整備や資源循環型の技術開発、再生資源

の利用の拡大に関する研究などを支援し、産業廃棄物の発生

抑制、減量化、リサイクル促進や循環産業の育成・創出を図

ります。 

省資源・省エネ行動による２Ｒ

（リデュース・リユース）の促

進強化 

循環型社会を構築するための、省資源・省エネ・３Ｒ推進

の普及啓発の推進に向けた県民一人一人の意識の高揚とラ

イフスタイルの転換を目指して、２Ｒの推進強化に取り組み

ます。 

 

■目標値（一般廃棄物）の見直し 

 

 

基準年 
25 年度 

目標年 
32 年度 

目標内容 

年間排出量（千 t） 
247 

【100％】 
235 

【95％】 
平成 32年度の排出量を基準年に 
対して 5％以上削減する。 

リサイクル率（％） 25 25 
平成 32年度の再生利用率 
25％以上を維持する。 

年間最終処分量（千 t） 
22 

【100％】 
20 

【88％】 
平成 32年度の最終処分量を基準年
に対して 12％以上削減する。 

 

■市町村の役割～一般廃棄物処理の責任を担います～ 

市町村は、区域内の一般廃棄物について廃棄物処理法に基づく責任を担うことから、一

般廃棄物処理計画を策定し、廃棄物の減量化を推進し、適正処理に必要な措置を講じる責

務があります。 

その際、市町村は、住民と直接相対する地方行政の現場において、社会的合意を得、説

明責任を果たしながら、その地域にふさわしい廃棄物に係る行政サービスを推進していく

必要があります。また、市町村は循環型社会形成のための様々な取組について、島根県と

連携を図りながら住民や事業者に対してその規範となるように率先して行動を展開し、住

民や事業者をけん引していく必要があります。 

資料:島根県ホームページ 
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２－４ 第２次安来市総合計画 

本市では、新たな課題・ニーズに的確に対応しながら、長期的な展望の下で総合的かつ計画

的なまちづくりを進めるための指針として、平成１８年３月に『安来市総合計画』を策定して

いる。 

平成２８年３月で『安来市総合計画』の終期を迎えたことから、新たな１０年間の道しるべ

となる『第２次安来市総合計画』を平成２８年３月に策定している。 

 

図表 3-3-5 第２次安来市総合計画の概要 

 

■安来市の将来像 

人が集い 未来を拓く 

ものづくりと文化のまち 
 

■総合計画の期間 

 

    ※安来市まち・ひと・しごと創生総合戦略との整合性を図るため、前期計画を 4年間としている 

■総合計画の基本理念 

【 活  力 】 活動的でいきいきしているまち 

【 快  適 】 便利で住みよいまち 

   【 らしさ 】 地域らしさがあり、独自性のあるまち 

【つながり】 立場をこえて支えあっているまち 

【 安  心 】 不安なく暮らせるまち 

 

■ごみ処理に関する指標 

☆印…総合計画アンケート 
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島根県内（隠岐島嶼部を除く）の可燃ごみ処理は、多くが複数の市町村が共同で処理を行う広

域処理によって行われており、単独市町村で処理を行っているのは松江市及び奥出雲町である。 

一方、資源ごみや不燃系ごみの処理は単独で処理を行っている市町村が多く、広域処理は雲南

市・飯南町事務組合（雲南市、飯南町）、邑智郡総合事務組合（川本町、美郷町、邑南町）及び鹿

足郡不燃物処理組合（吉賀町、津和野町）のみとなっている。 

 

図表 3-4-1 可燃ごみ処理体制の状況（平成 27年度） 

自  治  体 処理体制 施設状況 

松 江 市 単独（溶融） 
エコクリーン松江：255t/日 

（H22） 

安 来 市 民間委託（焼却） 
安来市清瀬クリーンセンター：52t/日 

H19より休止 

奥 出 雲 町 単独（焼却） 
仁多可燃物処理センター：20t/日 

（S56） 

雲

南

市 

大東・加茂・ 

木次・三刀屋 

雲南市・飯南町事務組合 

（ごみ燃料化） 

雲南エネルギーセンター：30t/日 

（H11） 

掛 合 ・ 吉 田 
雲南市・飯南町事務組合 

(中継施設方式で出雲市へ委託処理) 

いいしクリーンセンター：15t/日 

（H15） 
飯 南 町 

出 雲 市 共同（溶融） 
出雲エネルギーセンター：218t/日 

（H15） 

大 田 市 中間処理後、出雲市へ委託処理 
大田可燃物中間処理施設：45t/日 

（H14） 

川 本 町 

邑智郡総合事務組合（焼却） 
邑智クリーンセンター：12t/日 

（H10） 
美 郷 町 

邑 南 町 

江 津 市 
浜田地区広域行政組合（溶融） 

エコクリーンセンター：98t/日 

（H18） 
浜 田 市 

益 田 市 

益田地区広域市町村圏事務組合 

（焼却） 

益田地区広域クリーンセンター：62t/

日 

（H19） 

吉 賀 町 

津 和 野 町 

 

  

第４節 周辺市町村の状況 
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図表 3-4-2 資源ごみ・不燃ごみ・粗大ごみの処理体制の状況（平成 27年度） 

自  治  体 処理体制 施設状況 

松 江 市 単独 

西持田リサイクルプラザ:16t/日（H10） 

川向リサイクルプラザ：64t/日（H14） 

エコステーション松江：59t/日（H14） 

姫津クリーンセンター：11t/日（H10）休止(H23) 

安 来 市 単独 

安来市高尾クリーンセンター：20t/日（H5） 

安来市広瀬一般廃棄物前処理施設：4t/日（H3） 

安来市伯太農産廃棄物処理施設：6.9t/日（H3） 

奥 出 雲 町 単独 仁多クリーンセンター：7t/日（H11） 

雲

南

市 

大東・加茂・ 

木次・三刀屋 

雲南市・飯南町事務組合 

リサイクルプラザ：12.5t/日（H16） 

掛 合 ・ 吉 田 
いいしクリーンセンター：2.4t/日（H15） 

飯 南 町 

出 雲 市 単独 

平田不燃物処理センター：20t/日（S63） 

佐田クリーンセンター：3t/日（H6） 

出雲クリーンセンター：50t/日（H7） 

出雲リサイクルセンター：72t/日（H8） 

斐川クリーンステーション：13t/日（H8） 

大 田 市 単独 

大田不燃物処理場：25t/日（S59） 

大田リサイクルセンター：4t/日（H13） 

温泉津一般廃棄物処分場：3t/日（H5） 

仁摩一般廃棄物処分場：4t/日（H10） 

大田市容器包装リサイクルセンター：2t/日（H23） 

川 本 町 

邑智郡総合事務組合 

邑智クリーンセンター 

リサイクルプラザ：5t/日（H11） 

リサイクルセンター：1.7 t/日（H16） 

美 郷 町 

邑 南 町 

江 津 市 単独 
島の星クリーンセンター：14t/日（H7） 

江の川リサイクルセンター：2.8t/日（H14） 

浜 田 市 単独 
浜田市不燃ごみ処理場：20t/日（H4） 

民間処理施設 

益 田 市 単独 益田市リサイクルプラザ：16t/日（H15） 

吉 賀 町 

鹿足郡不燃物処理組合 
鹿足郡不燃物処理組合 

リサイクルプラザ：6.1t/日（H16） 
津 和 野 町 
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本市のごみ処理の現状における課題・問題点を以下のとおり抽出した。 

 

ごみの発生抑制とリサイクル意識向上  

・ごみの市民１人１日平均排出量は、島根県内の市では２番目に少なく、島根県平均を２割以上下

回っており、これまでの取組によりごみの排出抑制は進んでいる。一方で、平成２２年度以降は

増加傾向を示していることから、ごみの排出抑制により一層努める必要がある。 

・本市のリサイクル率は、平成２１年度をピークに低下傾向が続いていることから、広報等によっ

て市民及び事業者のリサイクル意識の高揚を図る事が必要である。 

燃やすごみ処理体制の検討  

・現在、燃やすごみは民間事業者に全量処理委託している。処理責任の観点からも燃やすごみ

の安定的な処理体制の構築は必要であり、中長期的な視点に立って、施設整備等について調

査・検討を行うことが必要である。 

市民の利便性に配慮した既存処理施設の利活用  

・本市内には平成１６年度合併前の旧市町村から引き継いだ複数の処理施設が存在しており、

ごみの直接持込の受付や一時保管、一部種類のごみ処理等を行っている。本市が展開するご

み処理施策において有効に利用できるよう、市民の利便性に配慮したうえで総合的な施設の

利活用方法を検討する必要がある。 

最終処分体制の再構築  

・本市が所有する最終処分場は、合併により３施設を管理していることから、現有施設の効率

的な運用計画等を見直し、最終処分の管理・運営を検討する必要がある。 

新たな法制度への対応  

・「水銀による環境の汚染の防止に関する法律」が平成２７年６月に公布され、水銀に関する

水俣条約の発効日に施行されることとなっている。これを受けて、廃棄物処理法施行令等、

大気汚染防止法等が順次改正される見通しとなったことから、家庭等に保管されている水銀

使用製品（退蔵品）について回収を進めるなど、適正な分別収集について進めることが必要

である。 

 

 

第５節 ごみ処理の課題 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 ４ 章 

ごみ処理基本計画  
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１．基本理念 

本計画におけるごみ処理の基本理念は以下のとおりとする。 

 

市民・事業者・行政 みんなで構築する循環型社会 

 

 

２．基本方針 

ごみ処理における本市の基本方針は、既定計画を継承し以下のとおりとする。 

 

 

■ 環境教育の推進 

環境問題に対する市民の意識向上を図り、ごみ問題に積極的に取り組んでいただく

よう、生涯学習の一環として、環境学習を推進する。 

 

■ ３Ｒの推進 

３Ｒ運動(リデュース：発生抑制，リユース：再使用，リサイクル：再生利用)を推

進することで、処理処分量を最小化する。 

 

■ 適正処理の推進 

環境負荷の少ない適正処理を推進するとともに、災害廃棄物や在宅医療系廃棄物の

処理体制の構築を図る。 

 

 

 

  

第１節 ごみ処理の目標 
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３．既定計画における目標値とその進捗 

既定計画では、排出量、再生利用量、最終処分量について図表４－１－１に示すとおり目標値

を設定し、それに対する実績の推移はグラフに示すとおりである。 

最終処分量においては概ね目標を達成する見込みと言えるが、一方で、排出量（ごみ排出原単

位）は平成２３年度以降上振れ、再生使用量（リサイクル率）は平成２４年度以降下振れしてお

り、目標値の達成は困難な状況にある。 

 

図表 4-1-1 既定計画の数値目標と実績値の比較 

排出量 

 

平成２８年度のごみ排出原単位（１人１日平均排出量）を 

基準年[平成２０年度]から５％以上削減すること。 

 

再生使用量 

 

平成２８年度の再生利用率を２８％以上とすること。 

 

最終処分量 

 

平成２８年度の最終処分量を 

基準年[平成２２年度]から２２％以上削減すること。 
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４．ごみの将来見込み量 

現状の排出状況を前提にごみの将来見込みを行った場合（以下「単純推計」という。）、ごみ排

出原単位は微増するものの、人口の減少に伴って年間排出量は減少していくものと予測される。 

 

図表 4-1-2 ごみ及び行政区域内人口の将来見込み（単純推計） 

【年間排出量及び行政区域内人口】 

 

【ごみ排出原単位（1人 1日平均排出量）】 
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５．目標値の設定 

５－１ 目標値の設定方針 

本市のごみ排出原単位は全国平均及び島根県平均を大きく下回っており、これまでのごみ発生

抑制・減量の取組の効果が現れていると考えられる。国や島根県など上位計画においては、ごみ

排出量を大きく削減する目標となっており、本市の現状に当てはめると非常に厳しい目標設定と

言える。一方で、本市のごみ排出原単位は近年増加する傾向にあることもうかがえている。 

以上の状況を踏まえ、本計画における目標値の設定は、上位計画に一定の配慮をしつつ本市の

現状を踏まえたうえで、「ごみ排出削減」と「分別徹底による資源物増加」の２つの視点から、数

値目標年度にて達成することを前提に設定するものとした。 

計画目標年度における目標値は、５年後を目途とした本計画改定の際に、進捗状況を検証した

うえで必要に応じて見直すものとする。 

 

５－２ 目標値 

（１）排出削減目標 

 削減対象  

本市管内で排出されるごみのうち、燃やすごみ（可燃ごみ）はごみ排出量全体の約８０％を

占めており、ごみの大部分を占めている。また、近年増加傾向となっているのは主に燃やすご

みであることから、排出削減の対象は燃やすごみとする。 

なお、燃やすごみの排出形態のうち、家庭から清瀬クリーンセンターへの直接搬入されるご

みは量がわずかであるため、具体的には家庭系の収集ごみ、事業系の許可搬入ごみ及び直接搬

入ごみに排出削減目標を設定する。 

 

 

 

 目標量  

排出削減の目標量は次のとおりとする。 

 

図表 4-1-3 排出削減の目標量 

 【現 状】 

平成 27年度 

【数値目標年度】

平成 33年度 

【計画目標年度】

平成 38年度 

家庭系収集ごみ 
（1人 1日平均排出量） 

423.2グラム 400.0グラム （386.8 グラム） 

事業系許可業者搬入ごみ 
（1日平均排出量） 

4.84トン 4.25トン （3.98トン） 

事業系直接搬入ごみ 
（1日平均排出量） 

1.27トン 1.15トン （1.08トン） 

燃やすごみ

家庭系　収集ごみ

家庭系　直接搬入ごみ

事業系　許可業者搬入ごみ

事業系　直接搬入ごみ

排出削減
対象
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排出削減の目標量設定 

■家庭系収集燃やすごみ 

家庭系収集燃やすごみについては、生ごみ（ちゅう芥類）を対象として削減を図るもの

とする。具体的には「手つかず食品」と「調理くず・食べ残し」を対象とし、それぞれに

目標量を設定する。燃やすごみに含まれている生ごみの量は、燃やすごみの組成調査結果

平成 26～27年度平均（P17図表 3-2-3参照）を前提とすると次のとおりである。 

 

燃やすごみ中の手つかず食品、調理くず・食べ残しの量に、それぞれ目標とする削減率

を乗じることで目標量を算定する。 
 

手つかず食品 

 

手つかず食品はエコ・クッキングの啓発な

どで削減を図る。無駄な食材を買わないな

ど取組が容易なため 60％の削減を目指す。 

調理くず・食べ残し（食物残渣） 

調理くず・食べ残しは生ごみ堆肥化容器等

の普及・活用やエコ・クッキングの啓発な

どで削減を図る。手つかず食品と比べ、調

理くずなど一定量の発生は避けられないこ

とから 20％の削減を目指す。 

 

■事業系許可業者搬入燃やすごみ・自己搬入燃やすごみ 

事業系燃やすごみについては、1日平均排出量の実績をみると、許可業者搬入ごみは平成

22年度、自己搬入ごみは平成 25年度を下限としてそれを境に増加に転じている。排出削減

の目標量は、それぞれ排出量が下限となった実績の量程度とする。 
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（２）分別徹底による資源物増加 

 分別対象  

家庭から排出される燃やすごみの中には、生ごみの他に紙類、木、布類、革、プラスチック、

ゴムなど様々なものが含まれている。この中には、資源ごみとして排出できるものも一定量含

まれている。そこで、家庭系収集燃やすごみに排出されているごみのうち、紙類（古紙・その

他の紙類）及びプラスチック類を対象として分別の徹底を推進し、燃やすごみではなく資源ご

みへ排出することに目標を設定する。 

 

 目標量  

分別徹底による資源物増加（資源ごみの増加）の目標量は次のとおりとする。 

 

図表 4-1-4 分別徹底による資源物増加の目標量 

 【数値目標年度】 

平成 33年度 

【計画目標年度】

平成 38年度 

紙類（古紙・その他の紙類） 
（1人 1 日平均排出量） 

＋15.0グラム （＋22.5グラム） 

プラスチック 
（1人 1 日平均排出量） 

＋5.0グラム （＋7.5グラム） 

 

分別徹底による資源物増加の目標量設定 

■紙類（古紙・その他の紙類） 

本市の紙類資源化量は、島根県内の市

部の中では少ない方であり、島根県平均

も下回っている。資源化量の多い市部

（80g/人・日以上）の平均は 89gとなる

が、古紙類は新聞雑誌の発行部数減少等

により、今後大きな増加を見込むことは

難しいため、島根県平均程度まで増加（+15.0g/人・日）するよう分別の徹底を目指す。 

■プラスチック 

本市のプラスチックの資源化量は、島

根県内の自治体の中では比較的多い方

である。一方で、本市よりも資源化量の

多い自治体も複数存在することから、プ

ラスチックの資源化量が 5g 増加するよ

う分別の徹底を目指す。 
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５－３ 数値目標のまとめ 

本計画における数値目標は、排出抑制、リサイクル、最終処分について、以下のとおりとする。 

本計画の数値目標年度（平成３３年度）において、排出抑制目標はごみ排出原単位：７０９グ

ラム、再生利用目標はリサイクル率：２５．５％、最終処分目標は最終処分量：３９４トンを

目指すものとする。 

図表 4-1-5 本計画の数値目標 

 指標 現 状 

平成 27年度 

数値目標年度 

平成 33年度 

計画目標年度 

平成 38年度 

排出抑制 ごみ排出原単位 744グラム 709グラム （693グラム） 

再生利用 リサイクル率 22.7％ 25.5％ （27.1％） 

最終処分 最終処分量 406トン 394トン （377トン） 

 

図表 4-1-6 ごみの将来見込み（目標達成時） 

【年間排出量】 

 

【ごみ排出原単位（1人 1日平均排出量）】 
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本市管内から排出されるごみについて、排出から処理・処分に至る工程ごとの主体について明

確化する。 

 

■排出段階 

排出段階におけるごみ発生抑制、再資源化については、ごみの排出者である市民・事業者が主

体として行うものとする。適正処理の観点からもごみの発生抑制を推進する必要があることから、

本市は排出者の取組に必要となる支援等を行い、協働してごみの発生抑制を行うものとする。 

 

■収集・運搬 

排出から収集段階までは市民との接点ともなるため、家庭系ごみについては現状どおり本市が

主体となって行うものとする。 

事業系ごみについては、原則として事業者が主体となり、自らの責任により行うものとする。 

 

■処理・処分 

ごみの中間処理及び最終処分は、本市（本市が処理を委託する民間業者も含む）が主体となっ

て行うものとする。 

ただし、本市が取り扱わないとしている処理困難物や特別管理一般廃棄物については、製造責

任者または排出者の責任において処理・処分を行うものとする。 

 

排出者 排出抑制 収集運搬 中間処理 最終処分 
再資源化 

排出段階 処理段階 

【家庭系ごみ】 

市 民 
市 民 本 市 本 市 本 市 市 民 本 市 

【事業系ごみ】 

事業者 
事業者 

事業者 

（本 市） 

事業者 

本 市 

事業者 

本 市 
事業者 

事業者 

本 市 

※委託処理の場合も本市の処理主体として含む。 

 

  

第２節 ごみ処理の主体 
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数値目標を達成するため、優先的に取り組むべきはごみの発生・排出抑制である。また、３Ｒ

による資源循環の推進も循環型社会の構築には欠かせないものである。 

排出抑制・３Ｒの推進には、市民や事業者のごみ問題等への正しい理解や環境意識の向上とい

った人づくりが重要となる。さらに、市民や事業者が主体的に排出抑制・３Ｒの取組を実践する

ことが必要である。 

本市においては、市民、事業者、行政が協働して排出抑制・３Ｒの推進に取り組むこととして、

以下に示す施策を重点的に展開していくものとする。 

 

 

  

１．環境教育の推進

（市民・事業者に対する広報・啓発活動）

施策１　環境意識向上のための啓発

施策２　環境学習プログラム等の活用

施策３　環境家計簿活用の推進

施策４　タウンミーティングの開催

施策５　表彰制度の導入

施策６　出前講座の推進

施策７　ごみ処理施設の見学受入

施策８　環境美化の推進

施策９　グリーンコンシューマーの育成

施策10　環境イベントを通じた啓発

施策11　３Ｒについての啓発

施策13　レジ袋の削減・マイバッグ持参の推進

施策14　簡易包装の推進

施策15　食品ロス削減の推進

施策16　学校給食の生ごみ減量化・資源化

施策17　生ごみ堆肥化の推進

施策18　長期使用に対する取組支援

施策19　エコ・マネー制度の推進

施策20　排出事業者への抑制指導強化

施策21　フリーマーケット開催への支援

施策22　公共施設でのデポジット商品の販売促進

施策23　店頭回収の推進

施策24　しまねエコショップ認定制度の推進

施策25　分別に関する説明会の開催

施策26　グリーン購入の実践・促進

施策27　新たなリサイクルの検討

施策28　焼却灰の有効利用促進

施策29　不燃物残渣の有効利用検討

２．３Ｒの推進

Reduce（リデュース）

発生抑制

Reuse（リユース）

再使用

Recycle（リサイクル）

再生利用

排出抑制・３Ｒの推進に関する施策の体系

施策12　リユース食器の普及・啓発の推進

第３節 排出抑制・３Ｒの推進計画 
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１．環境教育の推進（市民・事業者に対する広報・啓発活動） 

 

◆ 施策１  環境意識向上のための啓発 

学校においては、社会科・理科・家庭科・総合的な学習の時間などでの環境学習により、子供

の頃から環境に対する意識の向上を図っている。また、地域の自治会や公民館活動では、住民を

対象とした環境学習、実践活動が行われている。 

これらの環境保全活動、勉強会等において、環境関連の啓発資料の提供・貸出や情報提供など

の支援を行う。また、専門的な知識や経験談が必要な場合には（しまね環境アドバイザー制度を

活用した）講師の斡旋などの支援も行う。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

地域での勉強会、環境をテーマにした催しへ積極的に参加する。また、環境アドバイザー等を

活用する。 

【行政】 

地域での勉強会、環境関連の地域での取組事例等の情報を提供し、環境意識の向上を図る。 

 

 

◆ 施策２  環境学習プログラム等の活用 

学校教育などにおける教材として、島根県における「島根県環境学習プログラム」、「学校版エ

コライフチャレンジしまね」や、環境省が後援する「こどもエコクラブ」など様々な教材・プロ

グラムが存在する。環境学習の際に、教材としてこれら既存のプログラム等の活用を推進する。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

「こどもエコクラブ」など、子供を中心とした環境保全に関する活動に積極的に参加する。 

【行政】 

幼児から中学生を対象に島根県が策定した「環境学習プログラム」を活用するとともに、こど

もエコクラブ等地域活動での活用を推進する。 

 

 

◆ 施策３  環境家計簿活用の推進 

環境家計簿をつけることで、消費者自らが環境についての意識を持ち、生活行動の点検、見直

しを継続的に行うことが期待できる。これによって、市民の環境問題に対する意識向上、併せて

ごみ問題に対する意識向上を図ることができるため、市民に環境家計簿の活用を呼びかけるなど

推進を行う。 

 

 

 

 
※環境家計簿とは、特に決まった形式は無いが、毎月使用する電気、ガス、ガソリン、燃えるごみの量など

に二酸化炭素（ＣＯ２）を出す係数を掛けてその家庭でのＣＯ２排出量を計算する形式のものが多い。 
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各
主
体
の
役
割 

【市民】 

環境家計簿を活用し、生活行動の点検、見直しを継続的に行いながら環境やごみ問題について

の意識を持つ。 

【行政】 

各家庭で環境家計簿を活用するよう呼びかける。 

 

 

◆ 施策４  タウンミーティングの開催 

ごみの排出者かつ排出抑制・３Ｒの取組の主体である市民及び事業者と行政との意見・情報交

換の場としてタウンミーティングを開催する。タウンミーティングにおいて、それぞれの立場か

らごみ排出抑制・３Ｒ等に関する課題点、不明点などを確認、解消する。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】【事業者】 

市民または事業者は、積極的にタウンミーティングに参加し、意見・情報の交換を行う。 

【行政】 

市民・事業者との意見・情報交換の場としてタウンミーティングを開催する。市民・事業者か

ら得られた課題、情報等については、本市の施策にフィードバックする。 

 

 

◆ 施策５  表彰制度の導入 

ごみの減量やリサイクル活動に積極的に取り組む市民または事業者を表彰し、公表を行うこと

で、新たにごみの減量やリサイクル活動に取り組む意欲を啓発する。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】【事業者】 

表彰されるように意欲的にごみの減量やリサイクル活動に取り組む。 

【行政】 

ごみの減量化活動やリサイクル活動に積極的に取り組んでいる市民または事業者に対して、表

彰を行うとともに、広く公表する。 

 

 

◆ 施策６  出前講座の推進 

市民及び事業者の環境意識の向上を図るため、本市では平成２８年度に『安来市のごみ量とそ

の行方』『環境教室～地球温暖化について考えてみよう～』の２つの出前講座を実施した。これら

の講座では申込者の希望に沿った柔軟な内容を提供している。今後も出前講座を継続して行う。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】【事業者】 

環境学習の教材として出前講座を活用する。 

【行政】 

学校向け、社会人向けに環境・ごみ問題に関する出前講座を実施する。 
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◆ 施策７  ごみ処理施設の見学受入 

自らが出したごみの行方や処理状況、ごみの分別の重要性などを理解してもらうことを目的に、

市民や事業者からなる団体を対象に、本市のごみ処理施設への見学を受け入れる。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】【事業者】 

環境学習の教材としてごみ処理施設の見学を活用する。 

【行政】 

学校学習、市民及び事業者からのごみ処理施設見学を受け入れる。 

 

 

◆ 施策８  環境美化の推進 

環境活動に取り組む市民団体等との連携強化及び協働体制の整備を行うとともに、地域清掃や

ポイ捨て防止キャンペーン等、地域の環境美化活動を支援する。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

地域清掃、環境美化活動に積極的に参加する。 

【行政】 

地域清掃支援やポイ捨て防止キャンペーン等の取組を推進する。 

 

 

◆ 施策９  グリーンコンシューマーの育成 

商品の購入や材料の調達において、リサイクル製品など環

境負荷ができるだけ小さいものが優先的に選ばれ、グリーン

調達、グリーン購入が積極的に行われるように、環境に配慮

した製品の紹介や勉強会等を実施し、自然環境保全意識の高

い消費者の育成を行う。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

勉強会に参加し、環境に配慮した製品についての知識を得る。地産地消商品を購入する。 

【事業者】 

環境報告書を作成する。環境マネージメントシステムを導入する。地産地消商品を販売する。 

【行政】 

勉強会等の実施により、自然環境保全意識の高い消費者の育成を図り、グリーン調達の促進を

図る。 

 

  

※グリーンコンシューマーとは 

商品を購入する際、できるだけ環境に

配慮した製品を選ぶことで社会を変

えていこうとする消費者。 

一例として、地産地消は、遠距離輸送

する際にかかる大量の燃料・エネルギ

ーを削減することができ、ＣＯ２の排

出を抑制することができることから、

グリーン購入といえる。 
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◆ 施策１０  環境イベントを通じた啓発 

ごみや地球温暖化、水環境など様々な環境問題に対する総合的な学習の場として、参加体験型

のイベントを実施し、市民及び事業者の環境意識の啓発を行う。 

本市では毎年９月に様々なテーマのもと、『やすぎ環境フェア』を開催している。 

 

『やすぎ環境フェア』の主な内容 

・市内小学生による環境学習発表 

・レジ袋販売収益金贈呈式 

・環境イラストコンテスト表彰式 

・環境○×クイズ 

・フリーマーケット 

・事業者等の環境関連コンテンツの出展 

・地元食材、リユース食器を使った食の出店 

・体験工作 

・講演会  など 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

環境イベントに積極的に参加し、体験を通じてごみ問題や３Ｒについて学習する。 

【事業者】 

環境イベントへ協賛したり、コンテンツを出展するなどイベントの開催を支援する。 

【行政】 

参加者に分かりやすく魅力のあるイベント内容とし、参加者が増えるよう開催情報などの広報

を行う。 

 

 

◆ 施策１１  ３Ｒについての啓発 

３Ｒというキーワードについて、その意味や取組の意義、重要性などについて、パンフレット、

冊子、ポスター、ホームページなど様々な媒体を通じて広く市民及び事業者に周知し、自ら積極

的に取り組んでもらえるよう啓発を行う。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

パンフレット、冊子、ポスター等を活用し、３Ｒに関する情報を得る。 

【行政】 

３Ｒに関して、パンフレット、冊子、ポスター等の作成・配布による啓発活動を強化する。 
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２．３Ｒの推進 

２－１ Ｒeduce（リデュース）：発生抑制 

国においては、循環型社会形成推進基本法（以下「循環基本法」という。）を平成１２年６月

に制定した。循環基本法において廃棄物の処理に関しては、第一に発生抑制、第二に再使用、

第三に再生利用、第四に熱回収、最後に適正処理を行うとする優先順位が示されており、ごみ

の減量が最も重要視されている。 

 

 

◆ 施策１２  リユース食器の普及・啓発の推進 

 イベント等で使用する食器を、使い捨ての食器から繰り返し使えるリユース食器への利用促進

を図り、市民への意識啓発を図るとともに、ごみの減量化を推進する。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】【事業者】 

イベント等で積極的にリユース食器を利用するとともに、リユース食器の利用に協力し、ごみ

の減量化を図る。 

【行政】 

行政が主体となって開催するイベント等で積極的にリユース食器を利用するとともに、その他

のイベント等での利用促進を図る。 

 

 

◆ 施策１３  レジ袋の削減・マイバッグ持参の推進 

本市では、「ごみの減量化」「資源節約」「温室効果ガスの削減」を目的に、協定を結んだ事業者

の本市内店舗（平成２８年度末現在：市内１７事業者２１店舗）にて平成２３年９月からレジ袋

の無料配布を取り止めており、レジ袋の有料販売で得た収益金については、地域の団体等に寄付

するものとしている。 

引き続き、販売店等の事業者と市民との協力を図りながらレジ袋無料配布中止を継続し、協力

店舗の拡大及び市民と事業者の取組促進を図る。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

買物の際はマイバックを持参し、レジ袋は断る。 

【事業者】 

レジ袋の無料配布を中止し、顧客にマイバックの持

参を呼び掛ける。 

【行政】 

レジ袋無料配布の中止を推進する。 

 

 

 

 

 

マイバッグ持参率の推移 

 

45.6%

90.8%

20%

40%

60%

80%

100%

平成23年8月無料配布中止

平成28年9月現在

無料配布中止前
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◆ 施策１４  簡易包装の推進 

ごみの減量に非常に効果的である商品の簡易包装化を推進する。この推進には販売店など事業

者の協力が不可欠であるため、量り売りやばら売りなど簡易包装実施の呼びかけや協力を得られ

る事業者の募集などを行う。また、市民に対しては、量り売り、ばら売り商品を優先的に購入す

るよう啓発を行う。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

詰め替え商品を購入する。量り売り、ばら売り商品を購入する。 

【事業者】 

量り売り、バラ売りを導入する。 

【行政】 

市民・事業者に対して、簡易包装化を呼びかける。 

 

 

◆ 施策１５  食品ロス削減の推進 

近年、食品の無駄な廃棄が増え、ごみ処理や資源循環の観点からも社会問題となっていること

から、事業者に対して食品ロス削減の協力を呼びかけるほか、市民に対して食べ残し削減やエコ・

クッキングに取り組むよう啓発を行う。また、エコ・クッキングの具体的な取組事例等を紹介す

る。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

食べきれないほどの食材を買わない、食べきれないほどの料理を作らない、残った食材はべつ

の料理に使うなど、エコ・クッキングを実践する。 

外食時の注文の際には、料理の量を事前に確認したり、小盛メニューの利用、食べられない物

があれば予め抜いてもらうなど、食べ残しが出ないよう心がける。 

【事業者】 

飲食店ではハーフサイズや小盛などのメニュー、持ち帰り可能なメニューを設定する。 

小売店では食材を使い切るレシピの提案や、野菜のばら売りなどを行う。 

【行政】 

食べ残しや未利用食品の廃棄が発生しないよう、ライフスタイルの見直しを促す。 

 

 

◆ 施策１６  学校給食の生ごみ減量化・資源化 

本市内の中学校等に給食を配食している給食センター「ハッピークック」において、発生する

調理くずと給食残飯を、ハッピークック内に整備した生ごみ堆肥化装置にて減量化する。 

減量化した後の堆肥は、民間業者に引き渡して肥料とし、各中学校の花壇等で使用する。 

 
各
主
体
の
役
割 

【市民】 

給食を残さず食べ、生ごみを出さないよう心がける。 

【行政】 

堆肥化装置の適正な維持管理と肥料の利用先確保に努める。 
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◆ 施策１７  生ごみ堆肥化の推進 

本市では、家庭から出る生ごみの堆肥化容器を購入する世帯に対し、補助金を交付する制度を

設けている。補助制度は平成２９年度まで継続し、その後は生ごみ堆肥化容器等の正しい使い方

や堆肥の利用方法といった活用方法を広報するなど、生ごみ堆肥化容器等の普及啓発と継続利用

を推進する。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

生ごみ堆肥化容器を積極的に活用し、生ごみの減量に努める。 

【行政】 

市民が生ごみ堆肥化容器等を購入する際に、購入費用の一部補助を行う（平成２９年度まで）。

また、市民に生ごみ堆肥化容器等の活用方法などについてＰＲする。 

◇生ごみ処理機等の種類（日本電気工業会ＨＰ等より） 

乾燥式 バイオ式 ハイブリッド式 
生ごみ堆肥化容器 

（コンポスト、ボカシ） 

ヒーター等の熱源や風で

生ごみの水分を物理的に

蒸発させて乾燥し減量・

減容させる 

基材と生ごみを混ぜて

微生物の働きで分解を

促進させる。 

微生物の働きで生ごみ

を水と炭酸ガスに分解

し、減量・減容させる。 

送風乾燥して生ごみの表

面の水分をゆっくりと除

去し、微生物が働き易い

水分を維持する。 

その後微生物を利用して

生ごみを分解し、減量・

減容させる。 

筒状のプラスチック容器な

どを庭に埋め込んで生ごみ

を入れ、電気を使わず微生

物の働きで生ごみを分解、

減量・減容させる。 

   

 

 

 

◆ 施策１８  長期使用に対する取組支援 

使用製品を長期使用できる環境づくりのため、市内の修理店舗の情報を広く市民に提供したり、

壊れてしまった物の新たな活用方法等の情報提供を行う。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】【事業者】 

修理のきく物は、修理して使うなど、長期使用に努める。 

【行政】 

使用製品を長期間使用できるよう、市内の修理店等の情報を提供したり、活用法を指導する取

組を促進する。 

 

土
生ごみ
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◆ 施策１９  エコ・マネー制度の推進 

レジ袋の拒否、トレイ等の持参により得られるポイントを集め、特典が得られるエコ・マネー

制度の導入を推進する。 

エコ・マネー制度の導入によって、市民はごみの減量やリサイクル活動に対しインセンティブ

を得ることができ、３Ｒの取組が意欲的に行われることが期待できるが、これを推進するために

は、販売店など事業者の協力が不可欠である。そのため、エコ・マネー制度導入への呼びかけや

協力を得られる事業者の募集などを行う。また、市民に対しては、エコ・マネー制度導入店舗を

周知とエコ・マネー制度利用の呼びかけを行う。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

エコ・マネー制度導入店舗を積極的に活用する。 

【事業者】 

エコ・マネー制度を導入する。 

【行政】 

エコ・マネー制度導入への協力を事業者に呼びかけるとともに、市民に対してエコ・マネー制

度の周知と利用を推進する。 

 

 

◆ 施策２０  排出事業者への抑制指導強化 

一定規模以上のごみを排出する事業者に対して、廃棄物管理責任者の選任やごみ減量等に関す

る計画書の作成・届出など求めたりするなど、ごみの排出抑制を指導し、事業系ごみの削減を図

る。 

 

各
主
体
の
役
割 

【事業者】 

ワンベスト運動の実施など、目標を定めてごみの排出抑制に努める。 

※ワンベスト運動とは、A4・B5判 1枚に必要事項を要約し無駄な紙の抑制を図ること。 

【行政】 

排出事業者への抑制指導を強化する。 
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２－２ Ｒeuse（リユース）：再使用 

Ｒeuse（リユース）：再使用は、循環基本法において２番目に重要とされている取組である。 

市民または事業者に対し、発生してしまった不用品の再使用方法等の情報提供を行い、再使用

を啓発する。 

 

 

◆ 施策２１  フリーマーケット開催への支援 

フリーマーケットは不用品の再利用に非常に有効な手段であることから、フリーマーケットが

企画される場合は、開催場所の提供や開催情報の広報を行うなど、開催に向けた支援を行う。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

フリーマーケットを活用する。 

【事業者】 

フリーマーケットの開催企画や開催場所の提供を行う。 

【行政】 

フリーマーケットへの支援として、場所の提供、広報等による市民への情報提供等を行う。 

 

 

◆ 施策２２  公共施設でのデポジット商品の販売促進 

公共施設で商品販売を行う場合は、できる限りデポジット制度を利用したリターナブルビン等

の再利用可能商品の販売を推進する。 

また、市民に対してはリターナブルビン等やビンの回収について周知を図るとともに、事業者

に対しても市民へリターナブルビン等についての情報提供などを行うよう協力を依頼する。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

リターナブルビン等を利用した飲料などを購入した際は、容器の回収に協力する。 

【事業者】 

デポジット制度による再利用可能商品の取り扱いをするとともに、市民に対して制度等につい

ての情報提供を行う。 

【行政】 

公共施設での商品の販売は、リターナブルビン等の再利用可能商品の販売を促進する。 

市民に対してリターナブルビン等の回収について周知を図る。 

 

 

 

  



60 

２－３ Ｒecycle（リサイクル）：再生利用 

Ｒecycle（リサイクル）：再生利用は、循環基本法において３番目に重要とされている取組であ

る。再生利用するためには、ごみの中から資源化できるものを選別する必要があるため、排出段

階での、市民または事業者の分別の徹底が必要不可欠である。 

市民または事業者に対し、再生利用を行うための分別徹底を啓発する。 

 

 

◆ 施策２３  店頭回収の推進 

２００６年の容器包装リサイクル法改正の際には、多様な回収ルートが確保されるよう店頭回

収や集団回収を促進すべきとの指針が示されており、販売店等で実施されている食品トレイや牛

乳パックなどの店頭回収を推進する。 

事業者に対しては店頭回収の開始や実施店舗、回収品目の拡大などについて協力を依頼する。

市民に対しては、店頭回収への協力を呼びかける。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

店頭回収に協力する。 

【事業者】 

店頭回収を実施する。 

【行政】 

販売店等への店頭回収への協力を呼びかける。 

販売店での店頭回収事業について、市民に協力を呼びかける。 

 

 

◆ 施策２４  しまねエコショップ認定制度の推進 

島根県が行っている「しまねエコショップ認定制度」の存在を事業者に対して啓蒙するととも

に、活用を要請する。また、市民に対してエコショップ認定店舗の優先利用を啓発する。 

 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

しまねエコショップ認定事業者を優先的に利用する。 

【事業者】 

しまねエコショップ認定制度を活用する。 

【行政】 

販売店に対して、しまねエコショップ認定制度の存在を啓蒙するとともに、活用を要請する。 

 

 

※エコショップとは、「余分な包装をしない」「使った容器を回収する」「再生商品の販売」

等５項目のうち３項目以上を積極的に取り組む店舗を県が認定する制度です。 

５項目のうち４項目以上を満たすと、ゴールドエコショップとして認定されます。 
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◆ 施策２５  分別に関する説明会の開催 

ごみのリサイクルには、適正な分別排出が不可欠である。また、異物の混入により処理施設で

トラブルが発生するなど、リサイクルに限らず適正処理の観点からも分別ルールの遵守は重要で

ある。そのため、市民または事業者に対し、分別の目的、方法等について地区単位で説明会を実

施し、分別排出・分別ルール遵守の徹底を啓発する。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】【事業者】 

説明会に参加し、正しい理解のもと分別ルールを守ってごみの分別排出に努める。 

【行政】 

分別排出が徹底されるよう、分別の目的、方法等について地区単位で説明会を実施する。 

 

 

◆ 施策２６  グリーン購入の実践・促進 

リサイクルが促進に繋がるように、市民または事業者に対しグリーン購入・調達の啓発に努め

るとともに、庁内で使用する事務用品などの調達について、本市が率先してグリーン購入の実践

に努める。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】【事業者】 

グリーン購入・調達を実践する。 

【行政】 

市民、事業者へのグリーン購入・調達の啓発を進めるにあたって、庁内で使用する事務用品等

について再生商品の率先利用に努める。 

 

 

◆ 施策２７  新たなリサイクルの検討 

これまでリサイクルを行ってきた品目とは別に、新たなリサイクルについて検討を行う。 

具体的には、事業所から排出される生ごみを対象に、堆肥としてのリサイクルの可能性につい

て施設整備を含めて検討していくものとする。また、その他のリサイクルの可能性についても検

討していくものとする。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

新たなリサイクルが始まった際には、分別排出やリサイクル品の利用などに協力する。 

【行政】 

生ごみの堆肥化等について実施可能性を検討する。 
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◆ 施策２８  焼却灰の有効利用促進 

ごみの焼却処理の結果発生する焼却灰は、セメント原料や路盤材としてリサイクルすることで

最終処分量の削減とリサイクルの推進に大きく貢献することができる。現状において、本市管内

から排出される燃やすごみは民間業者に処理を委託しているが、委託先の処理施設ではセメント

原料化等により資源化を行っている。焼却灰については、引き続き委託処理することをもってリ

サイクルを継続するものとする。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

処理施設の安定稼働のため、燃やすごみに異物を混ぜないよう分別を徹底する。 

【行政】 

焼却処理により発生する焼却灰を、セメント原料や路盤材等としてリサイクルする。 

 

 

◆ 施策２９  不燃物残渣の有効利用検討 

焼却灰同様に、中間処理後の不燃物残渣についても有効活用を検討する。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

処理施設の安定稼働や有効利用物の品質のため、ごみに異物を混ぜないよう分別を徹底する。 

【行政】 

中間処理残渣の有効活用を検討する。 
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１．分別収集の基本方針 

本市のごみ分別収集における基本方針は、以下のとおりとする。 

 

分別収集によりマテリアルリサイクルと適正処理の推進を図る 

 

２．分別収集の区分 

本市の現状の分別区分は１６種分別としており、容器包装廃棄物の分別収集は全て実施してい

る。また、古紙類、金属類、衣類、板ガラスなどリサイクルを前提とした分別区分を設定してい

るほか、水銀使用製品である蛍光管や体温計・温度計等も別途分別区分を設定している。 

分別区分については、引き続き現状の１６種分別を維持していくものとする。 

 

図表 4-4-1 ごみ分別収集の区分（家庭系） 

ごみ分別区分 対象品目例 

燃やすごみ 生ごみ、皮革・繊維類、リサイクルできない紙類、草・木、その他 

資

源

ご

み 

その他の紙類 雑がみ 

缶類(飲料用) スチール缶、アルミ缶 

金属類 刃物類、金属が多く含まれる物、金属とプラスチックの混合物、 

電気製品類、刃物類、電池類（乾電池、充電式電池、ボタン電池） 

ペットボトル 飲料用ボトル 

プラスチック類 プラマークがある物、プラスチックだけでできている物 

ビン類（飲食用） 飲食用ビン 

新聞・新聞チラシ 新聞紙、新聞紙と一緒に届いた折込チラシ 

書籍・雑誌・冊子 書籍・雑誌・冊子 

ダンボール ダンボール 

牛乳パック 紙パック 

衣類 衣類 

蛍光管・体温計 蛍光管・電球、体温計（水銀使用の体温計、温度計、湿度計、血圧計） 

板ガラス 板ガラス 

埋立ごみ 陶器・ガラス製品、その他 

粗大ごみ 粗大ごみ 

 

 

  

第４節 分別収集計画 
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３．その他分別収集の検討項目 

（１）小型家電 

国においては、循環型社会形成の推進を目的として、平成２４年８月３日に「使用済小型電

子機器再資源化促進法」（以下「小型家電リサイクル法」という。）を成立させ、平成２５年４

月に施行している。 

小型家電リサイクル法は、携帯電話、デジタルカメラ、ゲーム機、ビデオカメラ、電話機な

どを対象（家電４品目は対象外）とし、先行的に取り組まれているシステムを活かし、それが

安定的・継続的に行われるよう制度的に担保することを狙いとしている。そのため、リサイク

ル料金を消費者から徴収せず、関係者が協力して自発的に回収方法やリサイクル実施方法を工

夫して、それぞれの実情に合わせた形で参加するといった「促進型」の制度となっている。 

本市の分別区分では、小型家電は「金属類」でその他の金属類と一緒に分別収集されており、

小型家電だけの分別収集はしていないが、他自治体の先行事例における小型家電の回収方法と

しては、分別収集以外にもボックス回収（拠点回収）、ピックアップ回収など地域の実情に合わ

せて様々な方法が導入されている。 

本市において、小型家電は一部を民間業者に引き渡しているが、現時点では認定事業者は県

外事業者（中国地方では広島県、岡山県）のみである。法に基づく引き渡し（再資源化）は行

っていない。なお、今後については、現在小型家電回収の認定事業者において島根県が登録さ

れているため、処理方法を含めて検討を行うものとする。 

 

（２）ボタン電池及び乾電池 

今後施行される「水銀による環境の汚染の防止に関する法律」（以下「水銀汚染防止法」に基

づき、水銀の使用用途等が制限されることから、水銀使用製品の多くがごみとして排出される

ことが予想されている。国においても「家庭から排出される水銀使用廃製品の分別回収ガイド

ライン（平成２７年１２月）」を策定、公表しており、蛍光管、ボタン電池、水銀体温計、水銀

温度計、水銀血圧計を主な対象として水銀使用廃製品の適正回収を推進している。 

水銀汚染防止法では、第１７条において「市町村は、その区域の経済的社会的諸条件に応じ

て、その区域内における廃棄された水銀使用製品を適正に回収するために必要な措置を講ずる

よう努めなければならない」と市町村の責務を規定している。 

本市の分別区分では、水銀体温計、水銀温度計、水銀血圧計は「蛍光管・体温計」の分別区

分で既に分別回収している。 

ボタン電池は「金属類」の分別区分で乾電池や小型家電、その他の金属類と一緒に分別収集

して単独での分別収集はせず、処理施設で手選別をしたうえで資源化業者に引き渡している。

ボタン電池については、業界団体による自主回収対象になっており、市町村の分別収集以外に

も回収ルートが存在するため、ごみとしての排出状況を踏まえながら必要に応じて分別収集を

検討するものとする。 

また、乾電池についても、古い乾電池や海外製の乾電池にも水銀が使用された製品が存在し

ており、水銀が使用されていない乾電池との区別が難しいことから、水銀の使用、不使用にか

かわらずできるだけ「乾電池」という区分でまとめて分別回収することが望ましいとされてい

る。そのため、ボタン電池と併せて検討を行うものとする。  
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１．収集区域の範囲 

計画収集区域は、引き続き本市行政区域の全域とする。 

 

２．収集運搬体制 

本市では、家庭系ごみは全て委託業者による収集運搬としている。燃やすごみについては、清

瀬クリーンセンターの積替え施設で大型車両に積み替えた後に民間業者の施設へ運搬し、委託に

よる処理を行っているが、大型車両による中継運搬についても委託している。 

収集運搬体制については、分別区分ごとの収集頻度等も含め、今後も現状の体制を継続するも

のとする。 

 

図表 4-5-1 ごみ分別区分ごとの収集頻度等（家庭系） 

ごみ分別区分 指定袋等 収集頻度 曜日等 収集運搬 

形態 Ａ地区 Ｂ地区 

燃やすごみ 指定袋（黄） 週 2回 月木 火金 委託 

資源 

ごみ 

プラスチック類 指定袋（無色） 週 1回 水 委託 

その他の紙類  月 2回 第 1･3水 第 2･4水 委託 

ダンボール  月 1回 第 3火 第 1木 委託 

缶類（飲料用） 指定袋（無色） 

ビン類（飲食用） 指定袋（無色） 第 1火 第 3木  

ペットボトル 指定袋（無色） 委託 

新聞・チラシ  第 2火 第 4木 委託 

金属類 指定袋（無色） 第 4火 第 2木 委託 

書籍・雑誌・冊子  

牛乳パック  

衣類  随時 

（ﾘｻｲｸﾙｽﾃｰｼｮﾝ） 

 

 

委託 

蛍光管・体温計 

板ガラス 

埋立ごみ 指定袋（無色） 月 1回 第 2火 第 4木 委託 

粗大ごみ 収集券の貼付 申込制戸別収集 

（1世帯年 2 回/1回 3 個まで） 

委託 

 

 

３．収集運搬の量 

収集運搬量の見込みは図表４－５－２に示すとおりである。 

 

 

  

第５節 収集運搬計画 
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図表 4-5-2 収集運搬量の見込み量 

 

 

 

 

４．収集運搬に関する施策 

 

 

 

◆ 施策１  ごみ集積場における鳥獣対策 

燃やすごみの収集については、犬、猫、カラス等の鳥獣による集積場の散乱が懸念される。

ごみ収集はできるだけ早期に完了するよう努めるものとする。また、自治会等と連携し、ごみ

の時間外排出の抑制やネット等を用いた対策の実施などについても強化を図るものとする。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

夜間からの排出や収集後の排出は行わない。 

【行政】 

ごみ収集は早急に行い、集積場にごみが堆積する時間をできる限り短くする。 

実績値 推計値

現状
計画
初年度

数値
目標年度

計画
目標年度

年度 H27 H29 H33 H38

収集運搬量 [ｔ/年] 8,241 7,946 7,234 6,621

8,241 7,946
7,234

6,621
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（t/年）

収集運搬量

施策１　ごみ集積場における鳥獣対策

施策２　ふれあい収集事業

施策３　廃棄物集積場設置整備費補助事業

施策４　インターネットを活用した粗大ごみ回収申込受付

施策５　一般廃棄物処理業（収集運搬業）許可方針

施策６　ごみ処理有料化の検討

収集運搬に関する施策の体系
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◆ 施策２  ふれあい収集事業 

介護が必要な高齢者や身体障がい者など、ごみ出しが困難な市民にとって集積場によるごみ

の収集は負担が大きい方式である。また今後は、高齢化の進行等によりこうした市民の増加が

予想されるため、ごみ出しが困難な市民への支援制度の整備に努める。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

ごみ出しが困難な市民に対しては、地域住民で相互に協力しごみ出しに協力する。 

【行政】 

介護が必要な市民や障害を持つ市民、高齢者のごみ出しへの支援方法について調査する。 

 

 

◆ 施策３  廃棄物集積場設置整備費補助事業 

家庭から排出される廃棄物を各自治会で適正に管理し、分別収集によるごみの再資源化の促

進と収集業務の円滑化及び環境美化を図ることを目的として、地区内でごみ集積場を設置また

は整備する場合、その経費の１／２を補助する制度を設けている。 

補助金の交付要件は次のとおりとしており、今後も制度を継続する。 

 

廃棄物集積場設置整備補助金の交付要件 

①自治会内で原則として隣接する５世帯以上の集合体ごとに１施設 

②ごみの収集車の通行及び積載作業が容易にできる場所に設置され、ごみ収集作業の効
率化に資するもの 

③構造が屋根付きで、かつ、網などにより周囲が囲まれているもので、その１辺が開閉
になっており、耐久性があるもの 

④設置費用の合計額が１万円以上のもの 

※交付限度額は、最高 15万円として集積場を利用する世帯数により変動する。 

 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

環境美化および収集作業の効率化に資するため、集積場の適切な維持管理に努める。 

【行政】 

ごみ収集の効率化や環境美化の推進のため、今後も制度を維持する。 

 

 

◆ 施策４  インターネットを活用した粗大ごみ回収申込受付 

市民の利便性を考慮し、粗大ごみの回収申込についてはホームページから申込を受け付けて

いる。引き続きインターネットを利用した申込受付制度を継続する。 
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◆ 施策５  一般廃棄物処理業（収集運搬業）許可方針 

一般廃棄物処理業（収集運搬業）に関する許可は、ごみの排出状況と現状における収集運搬

許可業者の収集運搬状況を勘案して行うものである。今後も本計画をもって、引き続きごみの

減量化に取り組んでいくため、一般廃棄物処理業（収集運搬業）に関する許可については、原

則として現状を維持し新たな許可は行わないものとする。 

ただし、個別の事情により、再資源化を目的とした一般廃棄物や本市において処理すること

が困難な一般廃棄物が発生する場合においては、一定の基準に基づき、収集運搬できる品目を

限定した許可に限って、その可否を決定する。同様に、一般廃棄物の処理業に関することにつ

いてもその可否を検討することとする。 

 

 

◆ 施策６  ごみ処理有料化の検討 

本市が、燃やすごみ、資源ごみの一部品目、埋立ごみの排出に導入している指定袋制では、

袋の料金はごみ処理費用の一部を料金に含んでいる。 

今後は、市民のごみ処理に対する意識向上やごみ減量効果など経済性を含めたごみ処理手数

料の改定について検討の可否を行っていくものとする。 
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１．中間処理体制 

（１）可燃ごみ処理 

燃やすごみについては、平成１８年度までは本市が管理している清瀬クリーンセンターにお

いて焼却処理を行っていたが、平成１９年度以降は、清瀬クリーンセンターでの処理は老朽化

対策費用がかさむことから、費用対効果の検証を経たうえで広域化処理の条件整備までの暫定

措置として民間業者への委託による処理を選択している。委託処理の開始にあたって、清瀬ク

リーンセンターに積替え施設を整備し、委託先の処理施設までは大型車による運搬を行ってい

る。 

今後の可燃ごみ処理の検討を進めるにあたり、可燃ごみの適正処理は、安全で安定的な運営

が何よりも重要であり、慎重に進めていく必要があることから、引き続き、市民の利益を最優

先に考え、処理経費及び長期的な安定処理の観点から、調査・検討を行うものとする。 

 

（２）資源ごみ・粗大ごみ処理 

資源ごみ及び粗大ごみについては、高尾クリーンセンターにて粗大ごみ及び金属類の破砕選

別処理及びビン類の選別処理、広瀬一般廃棄物最終処分場（前処理施設）にて缶類の選別圧縮

処理を行っている。これらの施設はいずれも建設から２０年以上経過しており、効率的な施設

運用の観点からは、耐用年数や立地を考慮したうえで集約化することが望ましいと考えられる。 

一方で、資源ごみ・粗大ごみの中間処理を行っている施設に伯太一般廃棄物最終処分場を加

えた３つの施設では、一部のごみを除き市民のごみ直接搬入の受入施設となっているほか、一

部の資源ごみについて資源化業者に引き渡しを行うまでの保管施設として稼働している。 

施設集約によって維持管理の面では効率化が図れると考えられるが、市民の利便性が損なわ

れること等を考慮し、資源ごみ・粗大ごみの処理体制は、引き続き現状の体制を維持するもの

とする。 

 

 

  

第６節 中間処理計画 
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２．中間処理の量 

中間処理量の見込みは図表４－６－１に示すとおりである。 

 

図表 4-6-1 中間処理量の見込み 

 

 

 

 

３．中間処理に関する施策 

 

 

 

  

実績値 推計値

現状
計画
初年度

数値
目標年度

計画
目標年度

年度 H27 H29 H33 H38

燃やすごみ [ｔ/年] 8,563 8,291 7,317 6,605

資源ごみ [ｔ/年] 434 406 372 342

粗大ごみ [ｔ/年] 380 402 413 416

中間処理量 [ｔ/年] 9,377 9,099 8,102 7,363
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施策１　燃やすごみの委託処理

施策２　伯太ストックヤードの活用

施策３　処理施設の適正管理

施策４　新たなリサイクルのための施設整備検討

中間処理に関する施策の体系
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◆ 施策１  燃やすごみの委託処理 

燃やすごみは、現在、民間業者への委託によって焼却処理し、衛生的に減容化を図るととも

に処理残渣となる主灰や飛灰についてはセメント原料等として再資源化している。 

引き続き、民間業者への委託による処理を行い、減容化、再資源化を図っていくものとする。 

 

各
主
体
の

役
割 

【行政】 

適正な処理、資源化が行われるように委託業者の受入基準を遵守する。 

 

 

◆ 施策２  伯太ストックヤードの活用 

広瀬一般廃棄物最終処分場は残余容量が少なくなっており、埋立完了の時期が近づいている。

埋立完了によって、広瀬一般廃棄物最終処分場では埋立処分を行うことができなくなり、不燃

ごみ等の直接持込やその他のごみも含めた受入体制等に見直しが必要となる。 

これを受け、広瀬一般廃棄物最終処分場の機能の一部移転措置として、伯太一般廃棄物最終

処分場にストックヤードを整備し、埋立物や資源物の保管において活用を図るものとする。 

なお、ストックヤードの整備は約９０m2の規模で平成２９年度に行う計画としている。 

 

各
主
体
の

役
割 

【行政】 

ストックヤードの活用が効率的に実施できる運用体制とする。 

 

 

◆ 施策３  処理施設の適正管理 

粗大ごみや缶類、ビン類などの資源ごみは処理施設で破砕や選別、圧縮などの処理をしたう

えで資源物の回収等を行っている。 

安定した資源物の回収を行うため異物が混入しないよう分別徹底の推進に努めるとともに、

施設での設備トラブル等を防ぐため計画的な施設の保守管理を行う。また、燃やすごみについ

ても、委託先の処理施設において安定した処理が行えるように、異物の混入をできるだけ減ら

し、分別徹底の推進に努めるものとする。 

 

 

 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

処理施設の安定稼働や有効利用物の品質のため、ごみに異物を混ぜないよう分別を徹底する。 

【行政】 

施設の適正管理及び分別徹底の推進に努める 
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◆ 施策４  新たなリサイクルのための施設整備検討 

本市では、古紙類、缶類、ビン類、金属類、容器包装プラスチック、ペットボトル、衣類の

ほか、古紙類以外のざつ紙類や容器包装プラスチック以外のプラスチック、板ガラスなど様々

なごみを資源物として回収している。 

現状においても多くのリサイクルに取り組んでいるが、今後、資源循環をより一層推進する

ため、新たなリサイクルとして、生ごみなどを対象としたリサイクルの実施について検討する。 

 

生ごみ 

生ごみは燃やすごみ中の１５％程度を占めている。生ごみは水分を多く含む

ごみであり、水分は焼却処理において余分なエネルギーを必要とする要因と

なる。一方で、分別して堆肥化することで、ごみ排出量削減、焼却効率の向

上、堆肥としての活用が可能である。 
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１．最終処分体制 

本市が管理・運営している最終処分場は、広瀬一般廃棄物最終処分場、伯太一般廃棄物最終処

分場、クリーンセンター穂日島の３施設である。クリーンセンター穂日島には現在ごみの搬入は

行っておらず、また、伯太一般廃棄物最終処分場は直接搬入された不燃ごみなど一部のごみの埋

立に止まっており、現状における主な最終処分施設は広瀬一般廃棄物最終処分場である。 

最終処分場は容量に限りのある施設であり、新たな施設整備にも時間を要するため、長く使っ

ていく必要がある一方で、埋立完了後の跡地利用も期待できる施設である。また、広大な最終処

分場は維持管理に労力や費用を要するため、埋立が完了しないまま３つの最終処分場を長期間に

渡り維持管理することは非効率的な体制であると言える。 

広瀬一般廃棄物最終処分場は３施設の中では最も規模が小さいことから、維持管理の観点から

も優先的に埋立を完了させる施設とし、今後の最終処分体制としては現状の広瀬一般廃棄物最終

処分場への集中的な埋立を継続する。また、広瀬一般廃棄物最終処分場の埋立完了後は、次に施

設規模の小さい伯太一般廃棄物最終処分場を優先的に埋め立てるものとする。 

 

２．最終処分の量 

最終処分量の見込みは図表４－７－１に示すとおりである。 

これまでの取組によって本市管内から排出されたごみの最終処分量は大きく削減されており、

今後は横ばいで推移する見込みである。 

 

図表 4-7-1 最終処分量の見込み 

 

 

実績値 推計値

現状
計画
初年度

数値
目標年度

計画
目標年度

年度 H27 H29 H33 H38

直接埋立 [ｔ/年] 206 233 219 204

処理残渣埋立 [ｔ/年] 200 173 175 173

最終処分量 [ｔ/年] 406 406 394 377
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第７節 最終処分計画 
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３．最終処分に関する施策 

 

 

 

 

◆ 施策１  埋立対象物の削減 

本市では１６種分別の導入及び燃やすごみ委託処理業者による焼却残渣の資源化（セメント

原料化等）により、最終処分場への埋立対象量を大きく削減している。 

しかしながら、最終処分場の容量は有限であり、有効に使用していく必要があることから、

引き続き燃やすごみの委託処理による資源化を行うとともに、ごみの排出抑制や分別徹底、リ

サイクルの啓発に努め、埋立対象物の最小化を推進していくものとする。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】【事業者】 

積極的なごみの減量や分別徹底を行い、最終処分場の延命化に協力する。 

【行政】 

市民、事業者の処分場延命化に対する意識啓発・協力を推進するため、最終処分場の役割や現

状などについて情報発信する。 

 

 

◆ 施策２  最終処分場の適正管理 

最終処分場は廃棄物処理法に基づいた適正な維持管理が必要であり、埋立終了後も浸出水や

埋立物の状態が廃棄物処理法に基づく廃止基準に適合するまで維持管理が必要となる。 

よって、引き続き、廃棄物処理法に基づく適正な維持管理を行い、周辺地域の環境保全に努

めるものとする。 

 

各
主
体
の

役
割 

【行政】 

廃棄物処理法に基づく適正な維持管理を行い、施設周辺地域の環境保全に努める。 

 

 

  

施策１　埋立対象物の削減

施策２　最終処分場の適正管理

最終処分に関する施策の体系
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１．適正処理に関する施策 

 

◆ 施策１  不法投棄対策 

不法投棄は、環境美化や有害物質の拡散防止の側面からも防止することが重要である。不法

投棄に対しては、配布用の啓発看板を作成して市民や自治会に活用してもらうほか、市民を主

体とした日常的な監視パトロールを実施するなど、市民と連携した「ごみを投棄しにくい環境

作り」を進める。また、本市においても、監視カメラや防止看板の設置、パンフレットの配付

による啓発を行う。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】【事業者】 

ごみは分別ルールに従い決められた場所に排出し、ポイ捨て・不法投棄をしない。 

また、不法投棄を発見した場合は、本市や警察に通報する。 

【行政】 

監視パトロールの実施や監視カメラの設置、通報体制の整備等、監視体制を強化するとともに、

警察等の地域に根ざした諸団体と連携した監視体制の仕組みづくりについても検討を行う。 

 

  

１．適正処理に関する施策

施策１　不法投棄対策

施策２　在宅医療廃棄物対策

施策３　周辺環境のモニタリング結果等の公表

施策４　水銀使用製品の適正排出の啓発

その他の計画及び施策の体系

２．その他の施策

施策５　災害廃棄物対策

施策６　ボランティア清掃ごみ回収支援

施策７　地球温暖化防止対策

施策８　廃棄物処理施設整備基金

第８節 その他の計画及び施策 
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◆ 施策２  在宅医療廃棄物対策 

高齢化社会の進行に伴って、近年では国においても在宅医療の推進が行われ、一般家庭から

も医療廃棄物が発生する状況が生まれている。在宅医療廃棄物の中には注射針など危険なごみ

も含まれており、他の自治体では注射針がごみ分別作業者に刺さる事故の事例もあるなど、適

正な処理が必要とされている。 

本市では、在宅医療廃棄物の取り扱いは次のとおりとする。また、医師や医療機関と連携を

図り、安全な排出方法を指導してもらうなど適正処理を推進する。 

①注射針等鋭利なもの及び血液が付着したもの 

感染の危険があることから、医療機関等を通じて専門業者による回収・処理とする。 

②上記以外のもの（鋭利でないもの、非感染性のもの） 

一般廃棄物として本市が処理を行う。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

安全上特に問題のある在宅医療廃棄物は、医療機関を通じて専門業者に引き渡す。 

【事業者】 

医療機関や薬局等の医療関係事業者は、医療処置を行う市民に対し、安全かつ適切に廃棄物の

排出を行うことができるように必要な情報提供や指導を行う。 

【行政】 

市民が在宅医療廃棄物について適切な処理を行えるように、情報提供・意識啓発を行う。 

 

 

◆ 施策３  周辺環境のモニタリング結果等の公表 

本市の一般廃棄物処理施設維持管理状況については、本市ＨＰより閲覧が可能である。また、

維持管理記録簿は毎月更新している。今後も継続し、広く市民に公表する。 

 

 

◆ 施策４  水銀使用製品の適正排出の啓発 

水俣病で知られる水銀汚染は、我が国にとどまらず途上国においても大きな問題となっている

ことを背景に、国連環境計画（ＵＮＥＰ）では国際的な水銀の管理に関して法的拘束力のある文

書を制定するため「水銀に関する水俣条約」（Minamata Convention on Mercury）が合意された。 

我が国においても、水銀に関する水俣条約を締結したことを受け、水銀汚染防止法が公布され、

これに合わせて、廃棄物処理法や大気汚染防止法も順次改正されることとなっている。 

水銀汚染防止法では、市町村に対して水銀使用製品の適正回収を責務として規定しており、本

市においても対応が必要となる。 

主要な水銀使用製品としては、蛍光管、ボタン電池、水銀体温計・温度計・血圧計が挙げられ

ているが、本市においてこれらは基本的に資源ごみとして主にステーション収集している。しかし
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ながら、ごみ排出時に破損があった場合は水銀の飛散へと繋がる。また、市民等が使用もせず廃棄も

せずに保持されているもの（退蔵品）の存在が想定される。さらに、水銀使用製品が可燃ごみ等に混

入してしまうことで、焼却施設の排ガスから水銀が飛散することとなる。 

従って、分別の徹底と排出時の取扱の周知徹底を推進するとともに、法規制について住民周知を図

り、退蔵品等の適正な回収を行うことが必要である。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

タンスや倉庫に眠る退蔵品を改めて確認し、燃やすごみや埋立ごみに混入することがないよう

適切に分別排出する。 

【行政】 

法規制について周知を図り、家庭や事業所の退蔵品が適切に分別排出されるよう啓発を行う。 

 

◇水銀使用製品（使用せずに保持しているもの（退蔵品）も含む）の分別 

品目 概要 分別区分 

電 池 ・ボタン電池は、アルカリボタン電池など無水銀化されているが、空気亜鉛電
池はほぼすべて水銀が使用されている。 

⇒家庭、事業所からの廃棄に対する回収、さらに退蔵品の回収が必要 

資源ごみ（金属
類）として分別
収集している。 

蛍光管 ・蛍光管１本あたり６㎎の水銀が使用されている。 
⇒家庭、事業所からの廃棄に対し、確実な回収を進めることが必要 

資源ごみ（蛍光
管・体温計）とし
て分別収集して
いる。 

水 銀 
体温計 

・１本あたり約 1.2ｇ程度の水銀が使用され、蛍光管約 200本分に相当する。 
⇒家庭における退蔵品の回収を進めることが必要 

水 銀 
温度計 

・１本あたり約 3.7ｇ程度の水銀が使用され、蛍光管約 620本分に相当する。 
⇒農業者における退蔵品の回収を進めることが必要 

水 銀 
血圧計 

・１台あたり約 48ｇの金属水銀が使用され、蛍光管約 8,000本分に相当する 
⇒主に医療系であるが、家庭での使用も懸念され、退蔵品の回収が必要 

資料：環境省「家庭から排出される水銀使用廃製品の分別回収ガイドライン（H27.12） 

 

 

２．その他の施策 

 

◆ 施策５  災害廃棄物対策 

災害時に発生する一般廃棄物は、大量にかつ多種・多様にわたることが多いため、環境衛生

上できるだけ速やかな回収が必要である。また、状況に応じて県、近隣市町、関係業者へも応

援依頼が必要となるため、関係機関との連携体制を構築していくことが必要となる。 

本市においては、平成２８年５月に「安来市地域防災計画」を策定しており、災害発生時に

はその計画に基づいてごみの処理体制を構築するものとする。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】【事業者】 

災害時はごみの速やかな回収のため本市等が行う収集運搬や適正処理に協力する。 

【行政】 

災害廃棄物を安全かつ迅速に収集し、処理するための体制を構築する。 

 



78 

 

◆ 施策６  ボランティア清掃ごみ回収支援 

市内の環境美化のため、市民団体や自治会等で道路や河川など公共の場所をボランティアで

清掃した場合に、集めたごみの回収支援を行う。 

 

各
主
体
の
役
割 

【市民】 

市民団体や自治会等が行うボランティア清掃に積極的に参加する。 

【行政】 

市民のボランティア清掃ごみの回収を行う。また、ボランティア清掃が実施しやすいよう回収

支援について周知を図る。 

 

 

◆ 施策７  地球温暖化防止対策 

ごみ処理施設の稼働や収集運搬車両の運行など、廃棄物処理分野においても燃料や電力の使

用に起因して温室効果ガスが排出されている。 

持続可能な社会を構築していくうえでは、ごみ処理を行う過程においても何らかの対策を講

じていく必要がある。そのため、以下に示す施策の実施等を通じ、地球温暖化の防止を推進し

ていくものとする。 

①マイバッグ持参・レジ袋削減 

原料が石油製品であるレジ袋を削減することで、石油消費量の削減が可能であるため、マ

イバッグ持参運動を推進する。 

②生ごみの減量・水切り 

燃やすごみの水分が多い場合、施設での処理時に水分蒸発のために助燃剤が必要になる。

そのため、生ごみの水切りや、堆肥化等による燃やすごみへの混入量低減などを推進する。 

 

 

◆ 施策８  廃棄物処理施設整備基金 

廃棄物処理施設の建設、改修及び解体費用に充てるため、基金の積み立てを行うものとする。

本市では条例（平成２１年１２月２２日 条例第３４号）により安来市廃棄物処理施設整備基金

を設置している。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 ５ 章 

生活排水処理基本計画  
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１．水環境 

本市は、北部が全国５位の広さを持つ汽水湖である中海と接している。中海は島根県と鳥取県

にまたがって位置し、漁場や渡り鳥の飛来地になっているほか、観光資源やレクリエーション等

の憩いの場としても重要な役割を担っている。 

本市を流れる主要な河川としては、斐伊川水系に属する飯梨川、伯太川、吉田川が挙げられ、

飯梨川上流には布部ダム、山佐ダムが存在する。これらの主要河川は市域を南北に流下し、中海

に直接流入している。また、これらの河川以外にも複数の小河川が中海に流下している。 

 

２．水質保全の状況 

河川、湖沼、港湾、沿岸海域、その他公共の用に供される水域やこれに接続する公共溝渠、か

んがい用水路等の公共の用に供される水路は公共用水域と呼ばれ、水質等の保全に向けた施策を

実施していくための目標値として環境基準が定められている。 

生活環境の保全に関する環境基準では、河川、湖沼及び海域について、基準値とその適用を受

ける水域のあてはめが類型指定によってなされており、本市管内では河川の類型指定を受ける水

域は無く、隣接する中海に湖沼の類型「Ａ」及び「Ⅲ」が指定されている。 

 

本市では、水質保全の状況確認として、定期的に市内の複数河川で水質測定を実施している。

このうち、河川の水質汚濁の主な指標であるＢＯＤは、河川Ａ類型の環境基準（参考）と比較し

て同等程度の水質を維持している。一方で、中海の環境基準は達成されていない状況にある。 

 

 

  

第１節 水環境、水質保全に関する状況 
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１．生活排水処理の流れ 

本市におけるし尿・生活雑排水の処理・処分体系は図表５－２－１に示すとおりである。 

合併処理浄化槽を設置している世帯または公共下水道、農業集落排水及びその他の集合処理施

設に接続している世帯ではし尿と合わせて生活雑排水が処理されている。また、本市にはくみ取

り便槽または単独処理浄化槽の世帯も存在しており、これらの世帯ではし尿のみが処理され、生

活雑排水については未処理のまま公共用水域に放流されている。 

公共下水道は本市内に３処理区を整備しており、安来処理区及び広瀬処理区は島根県が管理す

る宍道湖東部浄化センター、吉佐処理区は米子市が管理する内浜処理場に接続しており、し尿及

び生活雑排水は接続先の施設で適正に処理されている。 

くみ取り便槽の世帯等から発生するし尿及び単独・合併処理浄化槽で発生する汚泥は、本市が

管理・運営している汚泥再生処理センター「対仙浄園」で適正に処理している。 

 

 

図表 5-2-1 生活排水処理の流れ 

 

 

生活雑排水

し　　尿

○ 公共下水道 ○ 合併処理浄化槽

○ 農業集落排水施設

○ コミュニティ・プラント

○ 簡易排水施設

○ 小規模集合排水処理施設

○ くみ取り ○ 単独処理浄化槽

宍道湖東部浄化センター
（島根県）

汚泥再生処理センター
対仙浄園

公　　共　　用　　水　　域

【資源化】
助燃剤

【資源化】
コンポスト

脱水
汚泥

脱水
汚泥

汚泥

汚泥

【資源化】
セメント原料
肥料原料

処理水

処理水

処理水

処理水

未処理水

脱水
汚泥

吉佐処理区
安来処理区

広瀬処理区

内浜処理場
（米子市）

処理水

【資源化】
セメント原料
肥料原料
炭化製品

脱水
汚泥

第２節 生活排水処理の現状と課題 
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２．生活排水処理施設整備の状況 

本市においては、公共下水道、農業集落排水施設、コミュニティ・プラント、小規模集合排水

処理施設、簡易排水施設による集合処理及び合併処理浄化槽による個別処理によって生活排水の

処理を行っており、その施設整備の概要は次に示すとおりである。 

 

（１）公共下水道 

公共下水道については、３つの処理区にて整備を行っている。このうち、吉佐処理区及び広

瀬処理区は平成２７年度末までに整備を終了しており、継続して整備を行うのは安来処理区で

ある。 

 

図表 5-2-2 公共下水道整備事業の概要（平成 27年度末時点） 

処理区 安来 

（流域関連） 

吉佐 

（単独） 

広瀬 

（特定環境保全） 

計画処理人口 19,800 人 250 人 3,500 人 

全体計画 745.0 ha 25.3 ha 131.5 ha 

認可計画 600.3 ha 24.0 ha 131.5 ha 

整備済面積 463.4 ha 16.6 ha 118.9 ha 

事業状況 継続 整備終了 整備終了 

 

 

（２）農業集落排水施設 

農業集落排水施設については、１２地区において事業を実施しており、施設整備は全て完了

している。 

 

図表 5-2-3 農業集落排水施設の概要（平成 27年度末時点） 

地区 井尻 赤屋 横屋 峠之内 母里･古市 安田 

事業状況 整備完了 整備完了 整備完了 整備完了 整備完了 整備完了 

地区 布部 宇賀荘 大塚 能義 吉田 西比田 

事業状況 整備完了 整備完了 整備完了 整備完了 整備完了 整備完了 

 

 

（３）コミュニティ・プラント 

コミュニティ・プラントについては、１地区において事業を実施しており、施設整備は全て

完了している。 

 

図表 5-2-4 コミュニティ・プラントの概要（平成 27年度末時点） 

地区 福頼団地 

事業状況 整備完了 
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（４）小規模集合排水処理施設 

小規模集合排水処理施設については、３地区において事業を実施しており、施設整備は全て

完了している。 

 

図表 5-2-5 小規模集合排水処理施設の概要（平成 27年度末時点） 

地区 日次 布部中学校周辺 西谷 

事業状況 整備完了 整備完了 整備完了 

 

 

（５）簡易排水施設 

簡易排水施設については、５地区において事業を実施しており、施設整備は全て完了してい

る。 

 

図表 5-2-6 簡易排水施設の概要（平成 27年度末時点） 

地区 仲村 寸次 与一畑 守合 粕原 

事業状況 整備完了 整備完了 整備完了 整備完了 整備完了 

 

 

（６）合併処理浄化槽 

合併処理浄化槽については、合併以前の平成８年から設置整備を行っている。近年では毎年

４０基程度の整備を行っており、これまでの累計整備基数は８７１基となっている。 

 

図表 5-2-7 合併処理浄化槽の整備計画の概要 

 

 

  

年度 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

各年度整備基数 （基） 1 9 9 0 13 0 24 109 117 80

累計整備基数 （基） 0 10 19 19 32 32 56 165 282 362

年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

各年度整備基数 （基） 69 69 61 52 52 28 47 50 46 35

累計整備基数 （基） 431 500 561 613 665 693 740 790 836 871
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３．処理形態別人口 

本市における過去 5年間の処理形態別人口の推移は図表５－２－８に示すとおりである。 

平成２７年度においては、計画処理区域内人口４０，４８６人のうち、公共下水道による処理

人口は１６，９６１人で概ね４０％を占めている。また、農業集落排水及び合併処理浄化槽によ

る処理人口が共に６，５００人程度となっているほか、コミュニティ・プラントやその他の集合

処理施設による処理人口もわずかにあり、平成２７年度における生活排水処理率は７５．２％と

なっている。 

一方、残りの概ね２５％となる１０，０２２人が単独浄化槽またはし尿収集による処理であり、

風呂、台所、洗濯等の生活雑排水が適正に処理されていない状況となっている。 

 

図表 5-2-8 処理形態別人口の推移 

 

 
 

  

年度 H23 H24 H25 H26 H27

行政区域内人口 [人] 42,317 41,823 41,333 40,892 40,486

計画処理区域内人口 [人] 42,317 41,823 41,333 40,892 40,486

非水洗化人口 [人] 9,853 9,369 8,660 8,131 7,637

し尿収集人口 [人] 9,853 9,369 8,660 8,131 7,637

自家処理人口 [人]

水洗化人口 [人] 32,464 32,454 32,673 32,761 32,849

公共下水道人口 ◆ [人] 15,708 15,936 16,391 16,607 16,961

浄化槽人口 [人] 16,756 16,518 16,282 16,154 15,888

合併処理人口 [人] 13,627 13,704 13,607 13,615 13,503

合併浄化槽人口 ◆ [人] 6,746 6,768 6,614 6,582 6,567

コミュニティ・プラント人口 ◆ [人] 37 90 91

農業集落排水人口 ◆ [人] 6,640 6,702 6,722 6,713 6,619

その他集合処理人口 ◆ [人] 241 234 234 230 226

単独浄化槽人口 [人] 3,129 2,814 2,675 2,539 2,385

生活排水処理人口 [人] 29,335 29,640 29,998 30,222 30,464

生活排水処理率 69.3% 70.9% 72.6% 73.9% 75.2%

69.3%
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73.9%
75.2%
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４．収集運搬の状況 

 

（１）収集運搬体制 

し尿及び浄化槽汚泥の収集運搬は、し尿は許可業者３者、浄化槽汚泥は許可業者３者による

体制で行っている。なお、浄化槽清掃については、浄化槽汚泥の収集運搬許可業者が併せて実

施している。 

 

図表 5-2-9 し尿及び浄化槽汚泥の収集運搬体制 

 し  尿 浄化槽汚泥 

収集運搬形態 許可業者（３者） 許可業者（３者） 

収集運搬車両 バキューム車８台 バキューム車８台 

 

 

（２）収集実績 

本市におけるし尿及び浄化槽汚泥の収集実績は、図表５－２－１０に示すとおりである。 

全体の収集量は、公共下水道の普及により減少傾向となっている。浄化槽汚泥は下水道処理

区域外への合併浄化槽設置もあるため概ね横ばいとなっているが、し尿の収集量は大きく減少

している。 

 

図表 5-2-10 し尿及び浄化槽汚泥収集量の推移 

 

 

 

 

年度 H23 H24 H25 H26 H27

年間排出量  [kL/年] 5,468 4,933 4,798 4,557 4,327

一日排出量    [kL/日] 14.98 13.49 13.16 12.52 11.84

年間排出量  [kL/年] 7,064 7,366 7,356 7,299 7,214

一日排出量    [kL/日] 19.32 20.22 20.17 20.01 19.74

年間排出量  [kL/年] 12,532 12,299 12,154 11,856 11,541

一日排出量    [kL/日] 34.30 33.71 33.33 32.53 31.58
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５．中間処理・資源化・最終処分の状況 

（１）中間処理の状況 

し尿及び浄化槽汚泥は、前項に示した収集運搬体制により収集し、安来市対仙浄園汚泥再生

処理センター（以下「対仙浄園」という。）にて適正に中間処理している。また、農業集落排水

施設やその他の集合処理施設で発生している汚泥の一部についても対仙浄園に搬入し中間処理

を行っている。 

対仙浄園は平成元年８月にし尿処理施設として整備した施設であるが、施設の老朽化や処理

対象物の量や性状の変化などに対応するため、平成２４年度に汚泥再生処理センターとしてリ

ニューアルしている。 

 

図表 5-2-11 し尿及び浄化槽汚泥の中間処理施設概要 

施設名称 安来市対仙浄園汚泥再生処理センター 

所 在 地 安来市東赤江町 871番地 

処理方式 浄化槽汚泥対応型膜分離高負荷脱窒素処理方式 

処理能力 36 kL/日 （し尿：12.9 kL/日 浄化槽汚泥：23.1 kL/日） 

竣  工 平成 25年３月 

 

 

（２）中間処理量の実績 

対仙浄園での中間処理量の実績は図表５－２－１２に示すとおりである。 

各世帯等から収集したし尿及び浄化槽汚泥に加え、対仙浄園が汚泥再生処理センターに転換

した平成２５年度からは、農業集落排水施設の一部の汚泥を受け入れて併せて処理している。 

施設処理能力３６ kL/日に対し、実績では概ね３２ kL/日で処理を行っており、施設稼働率

は約９０％となっている。 
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図表 5-2-12 し尿等の中間処理量の実績 

 

 

 

（２）資源化・最終処分の状況 

対仙浄園の処理工程から発生する汚泥は、脱水して助燃剤として有効利用しており、し渣と

併せてごみ焼却施設に搬入している。 

また、農業集落排水施設の汚泥については、施設に付設する脱水機または移動脱水車にて脱

水汚泥としたのちに資源化業者に引き渡し、コンポストとして有効利用している。 

なお、公共下水道による処理工程で発生する汚泥については、島根県においてセメント原料、

肥料原料、炭化製品など様々な資源化が実施されている。 

  

年度 H23 H24 H25 H26 H27

し尿    [kL/日] 14.98 13.49 13.16 12.52 11.84

浄化槽汚泥    [kL/日] 19.32 20.22 20.17 20.01 19.74

合計    [kL/日] 34.30 33.71 33.33 32.53 31.58

し尿 43.7% 40.0% 39.5% 38.5% 37.5%

浄化槽汚泥 56.3% 60.0% 60.5% 61.5% 62.5%

年間受入量  [kL/年] － － 43.00 43.00 43.00

一日あたり受入量    [kL/日] － － 0.12 0.12 0.12

農集等汚泥
受入量

処理量

割  合

36

56.3%

60.0%

60.5% 61.5% 62.5%

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

H23 H24 H25 H26 H27

（kL/日）

（年度）

浄化槽汚泥処理量

し尿処理量

施設処理能力

浄化槽汚泥割合



87 

 

図表 5-2-13 資源化量・最終処分量の実績 

 

 

図表 5-2-14 農業集落排水施設及びその他の集合処理施設から発生する汚泥処理の流れ 

 

 

  

年度 H23 H24 H25 H26 H27

処理残渣搬出量    [ｔ/日] 147 363 229 230 241

資源化量    [ｔ/日] 5 52 229 300 241

【処理残渣の処理内訳】

施設内焼却量    [ｔ/日] 211

施設内焼却の残渣埋立量   [ｔ/日] 34

焼却施設搬入量    [ｔ/日] 113 7 28 30 30

その他の処理量    [ｔ/日] 356 201 200 211

安来地区  [kL/年] 713.50 802.50 928.00 984.30 1,132.50

広瀬地区  [kL/年] 176.50 154.00 293.20 343.80 354.20

伯太地区  [kL/年] 3,226.49 2,825.29 3,512.98 3,640.32 3,411.86

合計  [kL/年] 4,116.49 3,781.79 4,734.18 4,968.42 4,898.56

農集汚泥
処理量

（脱水処理）
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仲村
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６．し尿等の処理に係る経費 

本市におけるし尿等の処理経費の実績は図表５－２－１５に示すとおりである。 

し尿等１ｋＬあたりの処理及び維持管理費は、平成２７年度において７，９００円／ｋＬとな

っている。平成２３年度及び平成２４年度の建設改良費は、対仙浄園の汚泥再生処理センター化

に係るものである。また、平成２４年度の処理及び維持管理費のうち処理費については、建設改

良費のうち工事費に含まれている。 

 

図表 5-2-15 し尿等の処理経費の実績 

 

 

 

  

H23 H24 H25 H26 H27

建設改良費 工事費 千円/年 126,609 839,601 0 6,642 18,252

調査費 千円/年 0 0 0 0 0

千円/年 126,609 839,601 0 6,642 18,252

処理及び 人件費 千円/年 34,091 35,255 4,598 23,139 15,368

維持管理費 処理費 千円/年 31,730 0 33,313 35,581 33,306

車両等購入費 千円/年 0 0 0 0 0

委託費 千円/年 7,949 16,221 41,805 43,154 43,326

調査研究費 千円/年 1,289 0 0 0 0

千円/年 75,059 51,476 79,716 101,874 92,000

合計 千円/年 201,668 891,077 79,716 108,516 110,252

し尿等1kLあたり処理及び維持管理費 円/kL 6,000 4,200 6,500 8,600 7,900

市民1人あたり処理及び維持管理費 円/人 1,800 1,200 1,900 2,500 2,300
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７．生活排水処理に関する課題 

本市の生活排水処理の現状における課題・問題点を以下のとおり抽出した。 

 

（１）生活排水処理の推進 

市内の水環境の保全に努めるとともに、水質汚濁源の一因となっている生活排水をより一層

適正に処理していく必要がある。 

 

（２）生活排水集合処理施設への接続及び合併処理浄化槽への転換 

公共下水道及び農業集落排水施設などの集合処理施設を整備した地域において、未接続世帯

などに対して速やかに接続を促す必要がある。 

また、集合処理施設の整備地域外におけるくみ取り便槽、単独処理浄化槽を設置している世

帯等に対して、生活雑排水の適正処理のため合併処理浄化槽への転換を推進する必要がある。 

 

（３）し尿収集量への対応 

今後、公共下水道等の集合処理施設の整備や接続、合併処理浄化槽の整備・普及を背景に、

し尿及び浄化槽汚泥の発生量が減少することによって、特にし尿の収集運搬の非効率化が予想

される。し尿及び浄化槽汚泥発生量に注視し、状況によっては収集運搬体制の見直し等を検討

するなどの対応が必要である。 

 

（４）処理施設の安定稼働の維持 

本市が運営・管理するし尿及び浄化槽汚泥の中間処理施設である対仙浄園は、平成２４年度

に汚泥再生処理センター化したところであるが、今後も汚泥再生処理センターとして安定稼働

を続けるため、処理対象物の搬入量や性状の変化を見極め、適正な維持管理を行う必要がある。 
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１．基本理念 

水は、人の日常生活から産業分野に至るまで、広くあらゆる場面で使用される今日の社会を支

える必要不可欠な要素の一つである。しかしながら、社会経済の発展に伴って生活水準が向上し

たことで、同時に水環境は悪化する結果となっている。 

現在では産業分野の排水対策が十分に進み、水質汚濁の主因は家庭から出る生活排水へと変化

していることから、一般家庭から排出される生活排水対策の必要性や緊急性は、新たな環境問題

として社会的に深く認識される状況を迎えている。 

こうした状況を踏まえ、生活排水処理計画における基本理念は、生活排水の適正処理を行い、

身近な公共用水域や下流中海水域の水質改善及び保全を推進し、地域住民の理解と協力のもと、

自然と共生した快適で豊かな水環境を得ることとする。 

 

２．基本方針 

水の適正利用に関する生活排水の発生源対策を普及啓発するほか、生活排水の処理施設を逐次

整備することとし、これに係わる基本方針を次に示すとおりとする。 

 

 

①都市計画区域を含む市街地は、流域関連公共下水道の整備促進を図り、接続供用

を促す。 

②農業振興地域は、農業用水の水質改善や再利用のために、早期に接続供用を促す。 

③公共下水道や農業集落排水等の集合処理区域外については、合併処理浄化槽の普

及及びコミュニティ・プラントの整備を推進する。 

④し尿の処理については、浄化槽汚泥・農業集落排水汚泥の処理を含めてし尿処理

施設の整備を行う。 

⑤水環境の保全や家庭における生活排水対策の普及啓発活動を推進する。 

 

 

  

第３節 生活排水処理計画 
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３．生活排水処理の目標 

本市における諸政策に基づき、基本理念及び基本方針に沿って、各地域の実情を勘案したうえ

で、できるだけ多くの生活排水を公共下水道、農業集落排水施設、合併処理浄化槽で処理する体

制を構築するものとし、生活排水処理に関しては生活排水処理率を指標として次に示す数値を目

標とする。 

 

 

◎ 生活排水処理の目標 

 
平成 27年度 

【現状】 

平成 33年度 

【数値目標年度】 

平成 38年度 

【計画目標年度】 

生活排水処理率 75.2％ 83.6％ 90.1％ 

 

 

４．生活排水の処理主体 

本市における生活排水の処理主体は、図表５－３－１に示すとおりとする。 

 

図表 5-3-1 生活排水の処理主体 

処理施設の種類 対象となる生活排水等の種類 処理主体 

公共下水道 し尿及び生活雑排水 島根県 

農業集落排水施設 し尿及び生活雑排水 本 市 

コミュニティ・プラント し尿及び生活雑排水 本 市 

小規模集合排水処理施設 し尿及び生活雑排水 本 市 

簡易排水施設 し尿及び生活雑排水 本 市 

合併処理浄化槽 し尿及び生活雑排水 本市及び個人等 

単独処理浄化槽 し尿 個人等 

汚泥再生処理センター 

（し尿処理施設） 

し尿及び浄化槽汚泥 

（一部の集落排水汚泥を含む） 
本市 

 

 

５．生活排水を処理する区域及び人口 

生活排水の計画処理区域は本市の行政区域全域とする。そのうち、集落や人口密集地は公共下

水道、農業集落排水施設及びその他の集合処理施設による集合処理を行う。集合処理を行う区域

以外での区域では、合併処理浄化槽の整備を推進し個別処理を行うものとする。 

生活排水処理形態別人口の将来推計結果は図表５－３－２に示すとおりである。また、処理区

域については図表５－３－３に示すとおりである。 
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図表 5-3-2 処理形態別人口の推移 

 

 

 

  

実績値 推計値

【現状】 【計画初年度】 【数値目標年度】 【計画目標年度】

年度 H27 H29 H33 H38

行政区域内人口 [人] 40,486 39,604 37,898 35,868

計画処理区域内人口 [人] 40,486 39,604 37,898 35,868

非水洗化人口 [人] 7,637 6,654 4,741 2,698

し尿収集人口 [人] 7,637 6,654 4,741 2,698

自家処理人口 [人]

水洗化人口 [人] 32,849 32,950 33,157 33,170

公共下水道人口 ◆ [人] 16,961 17,232 17,776 18,456

浄化槽人口 [人] 15,888 15,718 15,381 14,714

合併処理人口 [人] 13,503 13,640 13,900 13,872

合併浄化槽人口 ◆ [人] 6,567 6,605 6,665 6,740

コミュニティ・プラント人口 ◆ [人] 91 88 84 79

農業集落排水人口 ◆ [人] 6,619 6,726 6,938 6,850

その他集合処理人口 ◆ [人] 226 221 213 203

単独浄化槽人口 [人] 2,385 2,078 1,481 842

生活排水処理人口 [人] 30,464 30,872 31,676 32,328

生活排水処理率 75.2% 78.0% 83.6% 90.1%

75.2% 78.0%

83.6%

90.1%
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図表 5-3-3 生活排水処理区域 

 

  

公共下水道区域

農業集落排水区域

簡易排水区域

小規模集合排水区域

安来（流域）処理区

吉佐（単独）処理区

宇賀荘地区

大塚地区

粕原地区
広瀬（特環）処理区

井尻地区

母里・古市地区

守合地区

与一畑地区
日次地区

峠之内地区
寸次地区

赤屋地区

西谷地区

布部地区

西比田地区

安来市下水道処理区域図

能義地区

吉田地区

横屋地区

布部中学校周辺地区

仲村地区

個別 浄化槽区域無着色

福頼地区

ｺ ﾐｭﾆﾃｨ・ﾌﾟﾗﾝﾄ区域

安田地区
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６．生活排水処理施設整備事業方針 

本市における今後の生活排水処理施設の整備に関する方針は図表５－３－４に示すとおりであ

る。 

 

図表 5-3-4 生活排水処理施設の整備事業方針 

 新規整備 継続整備 整備済施設の維持 

公共下水道 － ○ ○ 

農業集落排水施設 － － ○ 

コミュニティ・プラント （○） － ○ 

小規模集合排水処理施設 － － ○ 

簡易排水施設 － － ○ 

合併処理浄化槽 ○ ○ 

 

（１）公共下水道 

公共下水道については、３つの処理区のうち整備が完了していない安来処理区の整備を引き

続き行うものとする。安来処理区は現状の認可計画について平成３５年度まで整備を行う計画

としており、次期計画への着手については未定である。 

今後、全体計画の見直し等によって整備が完了しない区域または整備完了まで長期間を要す

る区域がある場合は、合併処理浄化槽の整備を行うものとする。 

 

（２）農業集落排水施設 

農業集落排水施設については、既に整備が完了している１２地区の施設を維持し、新たな施

設整備は計画しないものとする。 

 

（３）コミュニティ・プラント 

コミュニティ・プラントについては、既に整備が完了している１地区の施設を維持し、新た

な施設整備は計画しないものとするが、公共下水道の処理区外に新たな宅地開発等が行われた

場合は、開発規模に応じて施設整備を検討するものとする。 

 

（４）小規模集合排水処理施設 

小規模集合排水処理施設については、既に整備が完了している３地区の施設を維持し、新た

な施設整備は計画しないものとする。 

 

（５）簡易排水施設 

簡易排水施設については、既に整備が完了している５地区の施設を維持し、新たな施設整備

は計画しないものとする。 

 

（６）合併処理浄化槽 

合併処理浄化槽については、環境省の「循環型社会形成推進交付金」を活用し、市町村設置
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型及び個人設置型の整備を行うものとする。また、整備する地域は公共下水道や農業集落排水

施設等の集合処理施設整備区域外とし、公共下水道の整備計画等に合わせて見直しを図るもの

とする。 

 

図表 5-3-5 合併処理浄化槽の整備計画の概要 

年  度 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 

市町村設置型 35 35 35 35 35 35 35 35 35 35 

個人設置型 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 

合   計 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 

 

 

 

７．生活排水の適正処理推進施策 

本市管内において排出される生活排水の適正処理を推進するため、以下の施策を実施していく

ものとする。 

 

（１）水に優しい家庭生活の推進 

公共用水域の環境保全と併せて生活排水対策の必要性、重要性や、家庭でも実践可能な水質

汚濁物質排出抑制の取組などの情報を市広報やホームページなどで広く市民に提供する。 

また、学校や地域での環境学習の場においても水に優しい家庭生活について啓発を図る。 

 

（２）処理施設への接続・合併処理浄化槽設置の推進 

公共下水道や農業集落排水施設の整備が完了している地域においてはできるだけ早期に接続

するよう市民に呼びかけを行う。また、それ以外の地域においては、合併処理浄化槽の設置を

推進するとともに、単独処理浄化槽を設置している個人に対しては合併処理浄化槽への転換を

呼びかける。 

 

（３）浄化槽の適正管理推進 

浄化槽の処理機能が安定して維持されるように、市民に対して浄化槽の適正な保守点検や清

掃を行うよう周知を図る。また、保守点検や清掃を行う許可業者に対し、市民への啓発に協力

してもらうよう要請するとともに浄化槽の適正な管理について指導を行う。 
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出典：環境省「生活排水読本」 
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１．排出抑制・再資源化計画 

 

（１）浄化槽清掃の適正化 

浄化槽は定期的な清掃を行い、清掃時に汚泥の引き抜きを行うことが必要である。一方で、

必要以上に汚泥を引き抜いたり、引き抜き（清掃）頻度が過剰であったりすると、浄化槽汚泥

排出量の変動や排出原単位の増加へ繋がる。そのため、無意味な汚泥排出を抑制し、適正な排

出量が維持されるよう、清掃を行う許可業者に対して指導を行う。また、市民に対して所有し

ている浄化槽の適正管理について周知を図る。 

 

（２）脱水汚泥の利活用 

現在、本市が所有する生活排水処理施設の処理工程で発生する汚泥は、脱水後に資源化業者

においてコンポストとして有効利用されている。また、一部の汚泥は対仙浄園に搬入し、し尿

及び浄化槽汚泥とともに処理を行い、発生する汚泥を脱水し、ごみ焼却施設の助燃剤として有

効利用を行っている。今後も現状の汚泥利活用を継続して行うものとする。 

 

 

２．収集運搬計画 

（１）収集運搬体制 

し尿及び浄化槽汚泥の収集運搬を行う範囲は本市全域とする。当面の間、収集運搬体制は現

状を維持し、許可業者による収集運搬を行うものとする。 

今後はし尿及び浄化槽汚泥発生量の減少が見込まれるが、質的及び量的に大きな変動は処理

施設での安定処理に影響を及ぼすことが懸念されるため、し尿及び浄化槽汚泥発生量に対して

安定した収集運搬が実施できない可能性が予見された場合は、収集運搬体制の見直し等を検討

する。 

 

図表 5-4-1 し尿及び浄化槽汚泥の収集運搬体制 

 し  尿 浄化槽汚泥 

収集運搬形態 許可業者（３者） 許可業者（３者） 

収集運搬車両 バキューム車８台 バキューム車８台 

 

  

第４節 し尿及び浄化槽汚泥の処理計画 
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（２）収集運搬の量 

し尿及び浄化槽汚泥の収集運搬量の将来推計結果は図表５－４－２に示すとおりである。 

し尿、浄化槽汚泥ともに今後の収集量は減少すると見込まれる。特に、し尿は公共下水道の

普及や合併処理浄化槽の設置整備により減少し、目標を達成した場合は年間１，６００ ｋＬ程

度になると見込まれる。 

 

図表 5-4-2 し尿及び浄化槽汚泥の収集運搬量の見込み 

 

 

 

 

 

  

実績値 推計値

【現状】 【計画初年度】 【数値目標年度】 【計画目標年度】

年度 H27 H29 H33 H38

年間排出/収集運搬量  [kL/年] 4,327 3,862 2,821 1,646

一日排出/収集運搬量    [kL/日] 11.84 10.58 7.73 4.51

年間排出/収集運搬量  [kL/年] 7,214 7,055 6,720 6,315

一日排出/収集運搬量    [kL/日] 19.74 19.33 18.41 17.30

年間排出/収集運搬量  [kL/年] 11,541 10,917 9,541 7,961

一日排出/収集運搬量    [kL/日] 31.58 29.91 26.14 21.81

し尿

浄化槽汚泥

合計

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38

（kL/年）

（年度）

浄化槽汚泥

し尿
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３．中間処理計画・最終処分計画 

（１）中間処理・最終処分の体制 

中間処理を行う施設は現状を維持し対仙浄園にて行うものとする。また、中間処理を行う対象

は、本市管内で排出され収集したくみ取りし尿と浄化槽汚泥とし、農業集落排水施設等の汚泥に

ついても一部対象とする。 

 

（２）中間処理・最終処分の量 

中間処理量は収集したし尿及び浄化槽汚泥全量とする。また、農業集落排水施設等の汚泥につ

いては、当面、現状と同程度の量を処理するものとする。 

なお、今後のし尿及び浄化槽汚泥排出量の減少に伴い、対仙浄園は処理能力の余力が増加する

と見込まれる。目標を達成した場合、計画目標年度には単純試算で年間５,０００ｋＬを処理でき

る余力が生まれる。これは、農業集落排水施設等の汚泥発生量全量を上回るが、し尿と汚泥の比

率の大きな変化が処理能力にも影響することや、対仙浄園に搬入していない農業集落排水施設の

汚泥等は現状においても資源化していることなどから、実際に汚泥の受入量を増やす場合はこれ

らの状況を総合的に検討したうえで実施するものとする。 
 

図表 5-4-3 し尿及び浄化槽汚泥の中間処理量の見込み 

 

 

実績値 推計値

【現状】 【計画初年度】 【数値目標年度】 【計画目標年度】

年度 H27 H29 H33 H38

し尿    [kL/日] 11.84 10.58 7.73 4.51

浄化槽汚泥    [kL/日] 19.74 19.33 18.41 17.30

合計    [kL/日] 31.58 29.91 26.14 21.81

し尿 37.5% 35.4% 29.6% 20.7%

浄化槽汚泥 62.5% 64.6% 70.4% 79.3%

年間量  [kL/年] 43.00 43.00 43.00 43.00

一日あたり    [kL/日] 0.12 0.12 0.12 0.12

年間量  [kL/年] 1,569.50 2,179.05 3,555.10 5,135.55

一日あたり    [kL/日] 4.30 5.97 9.74 14.07

受入
量

余力
量

割  合
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１．災害廃棄物処理 

災害時に発生するし尿や、使用不能となったくみ取り便槽、浄化槽に貯まっているし尿及び浄

化槽汚泥は、災害地域の衛生確保及び防疫の観点から早急な収集運搬が必要となる。本市におい

ては、平成２８年５月に「安来市地域防災計画」を策定しており、災害発生時にはその計画に基

づいてし尿等の処理体制を構築するものとする。 
 

２．その他諸計画との整合 

公共下水道計画やその他に関連する諸計画との整合を図り、これらの計画に見直しがあった際

には、本計画への影響を整理・検討し、必要に応じて本計画の見直しや対策を講じていくものと

する。 
 

 

 

第５節 その他の事項 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 ６ 章 

計画の進行管理  
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本計画を確実に実施していくためには、取組の状況や目標値の達成状況などを定期的にチェッ

ク・評価し、もって必要な追加施策等を講じていくことが必要である。 

計画の進行管理については、廃棄物処理事業の執行機関及び担当課である安来市市民生活部環

境政策課において、Plan（計画）、Do（施策の実行）、Check（評価）、Act（改善・処置）のＰＤＣ

Ａサイクルに基づき、継続的に管理していくものとする。 

 

図表 6-1-1 計画の進行管理手法 

 

 

 

本計画に記載した施策、事業を着実に実施・推進するため、毎年度、廃棄物の処理状況を取り

まとめる。なお、計画の進行管理のための指標は、以下のとおりとする。 

 

図表 6-2-1 計画の進行管理指標 

 進行管理指標 算出式など 

ごみ 

人口一人一日当たりごみ総排出量 年間ごみ総排出量÷365日÷行政区域内人口 

リサイクル率 リサイクル量÷年間ごみ総発生量 

廃棄物のうち最終処分される割合 最終処分量÷ごみ総排出量 

人口一人当たり年間処理経費 年間処理経費÷総人口 

生活排水 
生活排水処理率 生活排水処理人口÷行政区域内人口 

人口一人当たり年間処理経費 年間処理経費÷総人口 

 

Plan（計画）

何をどのように実施する
かを計画する

Check（評価）

計画の達成度合いを評価
し、その要因を分析する

Do（施策の実施）

計画に従って実行する

Act（改善・措置）

計画の継続・変更について
検討する

ＰＤＣＡ

サイクル

ＰＤＣＡ

サイクル

第１節 計画進行管理手法 

 

第２節 計画進行管理指標 
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検討資料-1 

 
 

１．将来見込みの算出手順 

本計画における人口及びごみ排出量の将来見込みは、図表１－１に示す手順で算出した。 

 

◆図表１－１ ごみ排出量等の推計手順 

 

 

 

行政区域内人口の推計（人）
（計画収集人口）

市民１人１日平均排出量の推計（g/人・日）
（ごみ種類別）

【トレンド法等による】

家庭系ごみ排出量の推計（ｔ/年）

１日平均排出量の推計（ｔ/年）
（ごみ種類別）

【トレンド法等による】

事業系ごみ排出量の推計（ｔ/年）

【家庭系ごみ】 【事業系ごみ】

ごみ排出量の推計（ｔ/年）
（現状推移時（単純推計））

ごみ排出量の推計（ｔ/年）
（現状推移時（単純推計））

ごみ発生・排出抑制目標

（Ａ）

（Ｃ）

（Ｄ）

（Ｅ）

（Ｂ）

（Ｆ）

(Ａ)×(Ｂ)×365日×10-6 (Ｄ)×365日

(Ｃ)＋(Ｅ)

検討資料１ 人口及びごみ排出量等の将来推計 
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２．行政区域内人口の推計 

(１)安来市人口ビジョンの将来人口 

日本国内の人口減少によって消費・経済力の低下が懸念されることを背景として、平成２６年

１１月に「まち・ひと・しごと創生法」が施行され、同１２月には人口の現状と将来の展望を提

示する「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」（国の長期ビジョン）及び、今後５か年の政府

の施策の方向を提示する「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（国の総合戦略）が閣議決定され

た。これを受け、地方公共団体においては、国の長期ビジョンおよび総合戦略を勘案し、「地方

人口ビジョン」及び「地方版総合戦略」の策定に努めることとなっている。 

本市においても、今後目指すべき将来の方向と展望を示す「安来市人口ビジョン」（以下「人

口ビジョン」という。）を平成２７年１０月に策定し、これを基にした「安来市まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」も策定している。 

人口ビジョンにおける将来人口は、平成７２年度（目標年度）において３０，４４２人とし、

３万人の維持を目標としている。この人口は、国立社会保障・人口問題研究所の推計を基に、出

生率の回復やＵＩターン施策、転出者抑制施策などの実施を考慮した推計人口である。 

 

(２)総合計画の将来人口 

本市では「第２次安来市総合計画」（以下「総合計画」という。）を平成２８年３月に策定し

ている。総合計画において、将来人口は人口ビジョンを前提とした人口としており、総合計画の

基本構想目標年度である平成３２年度及び平成３７年度では、それぞれ約３．８万人、約３．７

万人としている。 

 

(３)本計画における将来人口 

本計画は、ごみの適正処理を推進するための基本方針を定めるものであることから、実態に近

く、また進捗管理が容易な人口とすることが必要である。 

そのため、本計画における将来人口は、住民基本台帳１０月１日付人口（外国人を含む）を基

にトレンド法により推計するものとした。 

 

【採用理由】 

○環境省が毎年度実施している調査である一般廃棄物処理実態調査票では、外国人を含む１

０月１日現在の人口が採用されている。一般廃棄物処理実態調査票の人口データと同一と

することで、出典の一元化及び他自治体との比較が容易になる。 

○総合計画／人口ビジョンの人口は、政策目標として掲げられた人口であり、比較的近い将

来において推計値と実績値の乖離を生じる可能性があると判断した。 

○近年の実績値の傾向を踏まえた推計値となり、計画目標年度までの将来推計値として妥当

性が高い。 
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◆図表１－２ 総合計画・その他計画による将来人口と本計画における将来人口 
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３．ごみ排出量の将来推計（単純推計） 

(１) 単純推計方法 

家庭系ごみ及び集団回収量については、ごみ種類別の１人１日平均排出量を原単位とし、これ

を将来推計したうえで、行政区域内人口の将来推計結果を乗じることにより、収集ごみ排出量及

び集団回収量の将来推計値（単純推計）とした。 

また、事業系ごみは、１日平均排出量を原単位とし、これを将来推計することによりごみ排出

量の将来推計値（単純推計）とした。 

なお、将来推計は、過去の実績値の推移を勘案して、適宜、適切な方法を選択した。 

 

 家庭系ごみ・集団資源回収  

 原単位＝１人１日当たりごみ排出量(g/人･日) 

    ＝年間排出量(t/年)÷計画収集人口(人)÷３６５(日)×１０6 

 

 事業系ごみ  

 原単位＝１日平均排出量(t/日) 

    ＝年間排出量(t/年)÷３６５(日) 

 

 

 

(２) 処理内訳等の設定 

ごみの排出量に対して、ごみ種類別の量や施設での処理量、処理の内訳などの比率を乗じて資

源化量や埋立量等を算出する。ごみ処理内訳等については、平成２７年度実績を基に以下のとお

り設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

●清瀬クリーンセンターでの可燃ごみの選別
H27 内訳 処理方法

可燃ごみ（清瀬クリーンセンター） 8,565 - -
中継運搬量 8,563 99.98% 焼却
紙類 2 0.02% 資源化

●可燃ごみの処理残渣
H27 内訳 処理方法

焼却処理量 8,563 - -
焼却残渣【主灰】 450 5.3% 資源化
焼却残渣【飛灰】 24 0.3% 資源化
（減量化） 8,089 94.5% -

●資源ごみの中間処理施設搬入割合
H27 内訳

資源ごみ 1,837 -
高尾クリーンセンター 401 21.8%
広瀬一般廃棄物最終処分場 33 1.8%
直接資源化 1,403 76.4%
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【高尾クリーンセンターでの処理内訳等】 

 

高尾クリーンセンターにおける資源ごみの搬入量と搬出量（資源化量）実績値には、資源物等の搬出

時期の違い等による乖離が大きいため、資源ごみの種類組成の内訳は搬入量の実績により算出した。 

 

 

 

 

 

【広瀬一般廃棄物最終処分場での処理内訳等】 

 

 

 

  

●資源ごみの種類組成
H27 内訳

資源ごみ搬入量 392 -
びん類 198 50.4%
金属類 170 43.4%
紙類 14 3.6%
プラスチック類 10 2.6%

●びん類の処理内訳
H27 内訳 処理方法

びん類 175 - -
白色びん 51 29.1% 資源化
茶色びん 49 28.0% 資源化
残渣その他 75 42.9% 埋立

●金属類の処理内訳
H27 内訳 処理方法

金属類 191 - -
鉄類 155 81.1% 資源化
銅・アルミ他 20 10.5% 資源化
乾電池 8 4.2% 資源化
小型家電その他 8 4.2% 資源化

●粗大ごみの処理内訳
H27 内訳 処理方法

粗大ごみ 380 - -
木製品 121 31.8% 資源化
布団類 69 18.2% 資源化
畳 19 5.0% 資源化
その他 48 12.6% 資源化
処理残渣 123 32.4% 埋立

●資源ごみの種類組成
H27 内訳

資源ごみ搬入量 33 -
缶類 30 90.9%
プラスチック類 3 9.1%

●金属類の処理内訳
H27 内訳 処理方法

缶類の処理内訳 30 - -
スチール缶 7 23.3% 資源化
アルミ缶 23 76.7% 資源化
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【直接資源化物の種類組成】 

 

一般廃棄物処理実態調査票（Ｈ２７）において、直接資源化量は蛍光管・体温計及び板ガラスを含ま

ずに１，４０３ｔとなっている。蛍光管・体温計については中間処理後資源化量の項に含まれている

が、実際には直接資源化物と同様の取扱がなされているため、直接資源化量の内訳に含めて整理した。

また、板ガラスについては、市民から排出されており、施設への搬入量にも実績があるが、平成２７

年度は搬出を行っておらず資源化量の実績に挙がっていないことから、搬入量を前提に直接資源化量

の内訳に含めて整理した。 

 

 

 

単純推計に基づくごみの将来見込みは、図表１－４及び図表１－５に示すとおりである。 

 

●直接資源化物の種類組成
H27 内訳 処理方法

直接資源化量 1,415 - -
紙類 727 51.3% 資源化
段ボール 149 10.5% 資源化
紙パック 4 0.3% 資源化
ペットボトル 38 2.7% 資源化
プラスチック類 423 29.9% 資源化
衣類 62 4.4% 資源化
蛍光管・体温計 7 0.5% 資源化
板ガラス 5 0.4% 資源化
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◆図表１－３ 採用する推計方法の考え方 

推計方法 考え方 

最小二乗法 

等差級数法 

等比級数法 

 増加や減少が安定した傾向を示し、

推計対象物の性格や他事例から今

後もこの傾向が続くと考えられる

場合に採用。 

 過大過小とならないよう、３方法の

中位を採用。 
 

対 数 回 帰 法  増加や減少傾向が徐々に緩和され

る傾向を示し、今後もこの傾向が続

くと判断できる場合に採用。 

 前出の推計は、直線的に増減するた

め、長期的にみると過大となった

り、減少傾向の場合にゼロとなった

りする場合があるが、こうしたこと

は起こり得ないと判断できる場合

等に採用。  

平 均  長期的には横ばい傾向で、各年では

増減を繰り返しているような場合

で、最小二乗法では実績値を反映し

た推計が困難と判断される場合に

採用。 

 最新年のデータが増加している場

合に増加傾向を示す推計となり、長

期的に不合理となる場合がある。  

指 定 年  過去の実績値がない、あるいは分別

区分の変更等により、将来推計を行

ううえで参考とならないと判断さ

れる場合に最新年をもって将来推

計値とする場合等に採用。 
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数値目標年度 計画目標年度

← 実績 推計 → ▼ ▼

年度 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38

[人] 43,729 43,729 43,255 42,822 42,317 41,823 41,333 40,892 40,486 40,043 39,604 39,171 38,742 38,317 37,898 37,483 37,072 36,666 36,265 35,868

[人] 43,729 43,729 43,255 42,822 42,317 41,823 41,333 40,892 40,486 40,043 39,604 39,171 38,742 38,317 37,898 37,483 37,072 36,666 36,265 35,868

 年間ごみ量 6,143 6,103 6,130 5,959 6,124 6,154 6,142 6,267 6,254 6,231 6,201 6,165 6,125 6,081 6,037 5,993 5,946 5,898 5,847 5,796

燃やすごみ  一日ごみ量 16.83 16.72 16.80 16.33 16.78 16.86 16.83 17.17 17.13 17.07 16.99 16.89 16.78 16.66 16.54 16.42 16.29 16.16 16.02 15.88

（可燃ごみ）  原  単  位 384.9 382.4 388.3 381.3 396.5 403.1 407.1 419.9 423.2 426.3 428.9 431.1 433.1 434.9 436.5 438.0 439.3 440.6 441.7 442.8

 年間ごみ量 219 222 212 210 100 224 236 200 168 164 164 161 157 157 153 150 150 146 146 142

埋立ごみ  一日ごみ量 0.60 0.61 0.58 0.57 0.28 0.61 0.64 0.55 0.46 0.45 0.45 0.44 0.43 0.43 0.42 0.41 0.41 0.40 0.40 0.39

（不燃ごみ）  原  単  位 13.7 13.9 13.4 13.4 6.5 14.7 15.6 13.4 11.4 11.3 11.3 11.2 11.2 11.1 11.1 11.0 11.0 10.9 10.9 10.8

 年間ごみ量 2,845 2,670 2,436 2,303 2,304 2,263 2,295 1,909 1,807 1,741 1,686 1,643 1,602 1,570 1,537 1,507 1,478 1,453 1,427 1,405

資源ごみ  一日ごみ量 7.79 7.32 6.67 6.31 6.31 6.20 6.29 5.23 4.95 4.77 4.62 4.50 4.39 4.30 4.21 4.13 4.05 3.98 3.91 3.85

 原  単  位 178.2 167.3 154.3 147.3 149.2 148.2 152.1 127.9 122.3 119.0 116.7 114.9 113.4 112.2 111.1 110.1 109.3 108.5 107.8 107.2

 年間ごみ量 20 18 17 12 13 13 13 12 12 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11

粗大ごみ  一日ごみ量 0.06 0.05 0.05 0.03 0.03 0.04 0.04 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03

 原  単  位 1.3 1.1 1.1 0.8 0.8 0.9 0.9 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8

 年間ごみ量 9,227 9,013 8,795 8,484 8,541 8,654 8,686 8,388 8,241 8,147 8,062 7,980 7,895 7,819 7,738 7,661 7,585 7,508 7,431 7,354

収集ごみ計  一日ごみ量 25.28 24.70 24.10 23.24 23.40 23.71 23.80 22.98 22.57 22.32 22.09 21.86 21.63 21.42 21.20 20.99 20.78 20.57 20.36 20.15

 原  単  位 578.1 564.7 557.1 542.8 553.0 566.9 575.7 562.0 557.7 557.4 557.7 558.1 558.3 559.1 559.4 560.0 560.6 561.0 561.4 561.7

 年間ごみ量 25 26 27 33 40 55 50 62 80 80 84 88 88 91 91 91 91 91 91 91

燃やすごみ  一日ごみ量 0.07 0.07 0.07 0.09 0.11 0.15 0.14 0.17 0.22 0.22 0.23 0.24 0.24 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25

（可燃ごみ）  原  単  位 1.6 1.6 1.7 2.1 2.6 3.6 3.3 4.2 5.4 5.6 5.9 6.0 6.2 6.4 6.5 6.6 6.7 6.9 7.0 7.1

 年間ごみ量 25 27 103 72 28 155 271 69 37 69 69 69 69 66 66 66 66 66 62 62

埋立ごみ  一日ごみ量 0.07 0.07 0.28 0.20 0.08 0.43 0.74 0.19 0.10 0.19 0.19 0.19 0.19 0.18 0.18 0.18 0.18 0.18 0.17 0.17

（不燃ごみ）  原  単  位 1.6 1.7 6.5 4.6 1.8 10.2 18.0 4.6 2.5 4.8 4.8 4.8 4.8 4.8 4.8 4.8 4.8 4.8 4.8 4.8

 年間ごみ量 175 109 118 87 64 36 24 26 27 29 29 29 33 33 33 33 33 37 33 37

資源ごみ  一日ごみ量 0.48 0.30 0.32 0.24 0.17 0.10 0.07 0.07 0.07 0.08 0.08 0.08 0.09 0.09 0.09 0.09 0.09 0.10 0.09 0.10

 原  単  位 11.0 6.8 7.5 5.6 4.1 2.4 1.6 1.7 1.8 1.9 2.0 2.1 2.2 2.3 2.3 2.4 2.5 2.6 2.6 2.7

 年間ごみ量 196 247 208 192 278 342 272 309 336 339 347 350 354 358 358 361 361 361 361 361

粗大ごみ  一日ごみ量 0.54 0.68 0.57 0.53 0.76 0.94 0.74 0.85 0.92 0.93 0.95 0.96 0.97 0.98 0.98 0.99 0.99 0.99 0.99 0.99

 原  単  位 12.3 15.5 13.2 12.3 18.0 22.4 18.0 20.7 22.7 23.2 23.9 24.5 25.0 25.5 25.9 26.3 26.7 27.0 27.3 27.7

 年間ごみ量 421 409 456 384 410 588 617 466 480 517 529 536 544 548 548 551 551 555 547 551

直接搬入ごみ計  一日ごみ量 1.16 1.12 1.24 1.06 1.12 1.62 1.69 1.28 1.31 1.42 1.45 1.47 1.49 1.50 1.50 1.51 1.51 1.52 1.50 1.51

 原  単  位 26.4 25.6 28.9 24.6 26.5 38.5 40.9 31.2 32.5 35.4 36.6 37.5 38.5 39.2 39.6 40.3 40.7 41.5 41.3 42.1

 年間ごみ量 9,648 9,422 9,251 8,868 8,951 9,242 9,303 8,854 8,721 8,664 8,591 8,516 8,439 8,367 8,286 8,212 8,136 8,063 7,978 7,905

 一日ごみ量 26.44 25.82 25.34 24.30 24.52 25.33 25.49 24.26 23.88 23.74 23.54 23.33 23.12 22.92 22.70 22.50 22.29 22.09 21.86 21.66

 原  単  位 604.5 590.3 585.9 567.4 579.5 605.4 616.6 593.2 590.2 592.8 594.3 595.6 596.8 598.3 599.0 600.2 601.3 602.5 602.7 603.8

燃やすごみ  年間ごみ量 1,842 1,676 1,564 1,547 1,657 1,715 1,799 1,782 1,767 1,759 1,752 1,748 1,741 1,737 1,734 1,734 1,730 1,726 1,723 1,723

（可燃ごみ）  一日ごみ量 5.05 4.59 4.28 4.24 4.54 4.70 4.93 4.88 4.84 4.82 4.80 4.79 4.77 4.76 4.75 4.75 4.74 4.73 4.72 4.72

収集ごみ計  年間ごみ量 1,842 1,676 1,564 1,547 1,657 1,715 1,799 1,782 1,767 1,759 1,752 1,748 1,741 1,737 1,734 1,734 1,730 1,726 1,723 1,723

 一日ごみ量 5.05 4.59 4.28 4.24 4.54 4.70 4.93 4.88 4.84 4.82 4.80 4.79 4.77 4.76 4.75 4.75 4.74 4.73 4.72 4.72

燃やすごみ  年間ごみ量 450 496 518 485 482 461 425 435 464 475 482 489 493 500 504 507 511 511 515 518

（可燃ごみ）  一日ごみ量 1.23 1.36 1.42 1.33 1.32 1.26 1.16 1.19 1.27 1.30 1.32 1.34 1.35 1.37 1.38 1.39 1.40 1.40 1.41 1.42

埋立ごみ  年間ごみ量 5 3 1 1 1

（不燃ごみ）  一日ごみ量 0.01 0.01

資源ごみ  年間ごみ量 14 16 29 39 69 35 20 4 3 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

 一日ごみ量 0.04 0.04 0.08 0.11 0.19 0.10 0.05 0.01 0.01 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02

粗大ごみ  年間ごみ量 28 39 68 56 32 44 44 44 44 44 44 44 44 44 44 44

 一日ごみ量 0.08 0.11 0.19 0.15 0.09 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12

直接搬入ごみ計  年間ごみ量 464 512 580 566 620 496 445 496 500 526 533 540 544 551 555 558 562 562 566 569

 一日ごみ量 1.27 1.40 1.59 1.56 1.70 1.36 1.21 1.35 1.37 1.44 1.46 1.48 1.49 1.51 1.52 1.53 1.54 1.54 1.55 1.56

 年間ごみ量 2,306 2,188 2,144 2,113 2,277 2,211 2,244 2,278 2,267 2,285 2,285 2,288 2,285 2,288 2,289 2,292 2,292 2,288 2,289 2,292

 一日ごみ量 6.32 5.99 5.87 5.80 6.24 6.06 6.14 6.23 6.21 6.26 6.26 6.27 6.26 6.27 6.27 6.28 6.28 6.27 6.27 6.28

 年間ごみ量 8,460 8,301 8,239 8,024 8,303 8,385 8,416 8,546 8,565 8,545 8,519 8,490 8,447 8,409 8,366 8,325 8,278 8,226 8,176 8,128

 一日ごみ量 23.18 22.74 22.57 21.99 22.75 22.97 23.06 23.41 23.46 23.41 23.34 23.26 23.14 23.04 22.92 22.81 22.68 22.54 22.40 22.27

 年間ごみ量 244 249 320 285 129 379 507 270 206 233 233 230 226 223 219 216 216 212 208 204

 一日ごみ量 0.67 0.68 0.87 0.78 0.36 1.04 1.38 0.74 0.56 0.64 0.64 0.63 0.62 0.61 0.60 0.59 0.59 0.58 0.57 0.56

 年間ごみ量 3,034 2,795 2,583 2,429 2,437 2,334 2,339 1,939 1,837 1,777 1,722 1,679 1,642 1,610 1,577 1,547 1,518 1,497 1,467 1,449

 一日ごみ量 8.31 7.66 7.07 6.66 6.67 6.40 6.41 5.31 5.03 4.87 4.72 4.60 4.50 4.41 4.32 4.24 4.16 4.10 4.02 3.97

 年間ごみ量 216 265 253 243 359 355 285 377 380 394 402 405 409 413 413 416 416 416 416 416

 一日ごみ量 0.60 0.73 0.70 0.67 0.98 0.98 0.78 1.03 1.04 1.08 1.10 1.11 1.12 1.13 1.13 1.14 1.14 1.14 1.14 1.14

 年間ごみ量 12,839 11,610 11,395 10,981 11,228 11,453 11,547 11,132 10,988 10,949 10,876 10,804 10,724 10,655 10,575 10,504 10,428 10,351 10,267 10,197

 一日ごみ量 35.18 31.81 31.21 30.10 30.76 31.39 31.63 30.49 30.09 30.00 29.80 29.60 29.38 29.19 28.97 28.78 28.57 28.36 28.13 27.94

 原  単  位 804.4 727.4 721.7 702.6 726.9 750.3 765.4 745.8 743.6 749.1 752.4 755.7 758.4 761.8 764.5 767.8 770.7 773.4 775.6 778.9

◆図表１－４　ごみ排出量の推計結果（単純推計）

排

出

量
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   [t/日]

   [t/日]
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 [t/年]
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   [t/日]（不燃ごみ）
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事業系ごみ合計

   [t/日]

許

可

業

者

搬

入

ご

み

家

庭

系

ご

み
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[g/人/日]

注）　端数処理のため若干の誤差を含む。

資源ごみ

粗大ごみ

排出量計

[g/人/日]

行政区域内人口

計画処理区域内人口（計画収集人口）

家庭系ごみ合計

 [t/年]

   [t/日]

[g/人/日]

 [t/年]
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[g/人/日]
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口
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家庭系収集ごみ( 家庭系収集可燃ごみ )　1人1日当たりごみ排出量の実績

（ｇ／人・日）

年　度 18 19 20 21 22

実績値 397.5 384.9 382.4 388.3 381.3

前年差 - -12.6 -2.5 5.9 -7.0

前年比 - 0.96830 0.99350 1.01543 0.98197

採用データ 不採用 不採用 不採用 不採用 不採用

年　度 23 24 25 26 27

実績値 396.5 403.1 407.1 419.9 423.2

前年差 15.2 6.6 4.0 12.8 3.3

前年比 1.03986 1.01665 1.00992 1.03144 1.00786

採用データ ○ ○ ○ ○ ○

推計式及び推計結果

（ｇ／人・日）

推計方法 H.42 採用 相関係数

- - -

- - -

- - -

対数回帰法 444.3 ○ 0.9470130

- - -

- - -

補　正　式 446.6 ◎ -

家庭系収集ごみ( 家庭系収集可燃ごみ )　1人1日当たりごみ排出量の推計結果

推計式

                 -

                 -

                 -

Ｙ＝393.84＋16.83×Ｌｎ(平成年度-22)

                 -

                 -

Ｙ＝393.84＋16.83×Ｌｎ(平成年度-22)＋2.3
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家庭系収集ごみ( 家庭系収集不燃ごみ )　1人1日当たりごみ排出量の実績

（ｇ／人・日）

年　度 18 19 20 21 22

実績値 14.1 13.7 13.9 13.4 13.4

前年差 - -0.4 0.2 -0.5

前年比 - 0.97163 1.01460 0.96403 1.00000

採用データ 不採用 ○ ○ ○ ○

年　度 23 24 25 26 27

実績値 6.5 14.7 15.6 13.4 11.4

前年差 -6.9 8.2 0.9 -2.2 -2.0

前年比 0.48507 2.26154 1.06122 0.85897 0.85075

採用データ 不採用 ○ ○ ○ ○

推計式及び推計結果

（ｇ／人・日）

推計方法 H.42 採用 相関係数

- - -

- - -

- - -

対数回帰法 12.7 ○ 0.1547467

- - -

- - -

補　正　式 10.7 ◎ -

家庭系収集ごみ( 家庭系収集不燃ごみ )　1人1日当たりごみ排出量の推計結果

                 -

Ｙ＝18.91-1.67×Ｌｎ(平成年度)＋-2

推計式

                 -

                 -

                 -

Ｙ＝18.91-1.67×Ｌｎ(平成年度)

                 -
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家庭系収集ごみ( 家庭系収集資源ごみ )　1人1日当たりごみ排出量の実績

（ｇ／人・日）

年　度 18 19 20 21 22

実績値 177.0 178.2 167.3 154.3 147.3

前年差 - 1.2 -10.9 -13.0 -7.0

前年比 - 1.00678 0.93883 0.92230 0.95463

採用データ 不採用 不採用 不採用 不採用 不採用

年　度 23 24 25 26 27

実績値 149.2 148.2 152.1 127.9 122.3

前年差 1.9 -1.0 3.9 -24.2 -5.6

前年比 1.01290 0.99330 1.02632 0.84089 0.95622

採用データ 不採用 不採用 不採用 ○ ○

推計式及び推計結果

（ｇ／人・日）

推計方法 H.42 採用 相関係数

- - -

- - -

- - -

対数回帰法 105.0 ○ 1.0000000

- - -

- - -

- - -

家庭系収集ごみ( 家庭系収集資源ごみ )　1人1日当たりごみ排出量の推計結果

推計式

                 -

                 -

                 -

Ｙ＝127.90-8.08×Ｌｎ(平成年度-25)

                 -

                 -

                 -
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家庭系収集ごみ( 家庭系収集粗大ごみ )　1人1日当たりごみ排出量の実績

（ｇ／人・日）

年　度 18 19 20 21 22

実績値 3.6 1.3 1.1 1 .1 0 .8

前年差 - -2.3 -0.2 -0.3

前年比 - 0.36111 0.84615 1.00000 0.72727

採用データ 不採用 不採用 不採用 不採用 不採用

年　度 23 24 25 26 27

実績値 0.8 0.9 0.9 0 .8 0 .8

前年差 0.1 -0.1

前年比 1.00000 1.12500 1.00000 0.88889 1.00000

採用データ ○ ○ ○ ○ ○

推計式及び推計結果

（ｇ／人・日）

推計方法 H.42 採用 相関係数

- - -

- - -

- - -

- - -

平　　　均 0.8 ○ -

- - -

- - -

家庭系収集ごみ( 家庭系収集粗大ごみ )　1人1日当たりごみ排出量の推計結果

                 -

                 -

推計式

                 -

                 -

                 -

                 -
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事業系許可業者等搬入ごみ( 許可業者可燃ごみ )　1日平均排出量の実績

（ｔ／日）

年　度 18 19 20 21 22

実績値 4.54 5.05 4.59 4.28 4.24

前年差 - 0.51 -0.46 -0.31 -0.04

前年比 - 1.11233 0.90891 0.93246 0.99065

採用データ 不採用 不採用 不採用 不採用 不採用

年　度 23 24 25 26 27

実績値 4.54 4.70 4.93 4.88 4.84

前年差 0.30 0.16 0.23 -0.05 -0.04

前年比 1.07075 1.03524 1.04894 0.98986 0.99180

採用データ 不採用 不採用 ○ ○ ○

推計式及び推計結果

（ｔ／日）

推計方法 H.42 採用 相関係数

- - -

- - -

- - -

対数回帰法 4.70 ○ 1.0000000

- - -

- - -

- - -

事業系許可業者等搬入ごみ( 許可業者可燃ごみ )　1日平均排出量の推計結果

Ｙ＝4.932-0.081×Ｌｎ(平成年度-24)

                 -

                 -

                 -

推計式

                 -

                 -

                 -
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事業系直接搬入ごみ( 事業系直接搬入可燃ごみ )　1日平均排出量の実績

（ｔ／日）

年　度 18 19 20 21 22

実績値 1.23 1.36 1.42 1.33

前年差 - 0.13 0.06 -0.09

前年比 - 1.10569 1.04412 0.93662

採用データ データなし 不採用 不採用 不採用 不採用

年　度 23 24 25 26 27

実績値 1.32 1.26 1.16 1.19 1.27

前年差 -0.01 -0.06 -0.10 0.03 0.08

前年比 0.99248 0.95455 0.92063 1.02586 1.06723

採用データ 不採用 不採用 ○ ○ ○

推計式及び推計結果

（ｔ／日）

推計方法 H.42 採用 相関係数

- - -

- - -

- - -

対数回帰法 1.42 ○ 0.8853241

- - -

- - -

補　正　式 1.44 ○ -

事業系直接搬入ごみ( 事業系直接搬入可燃ごみ )　1日平均排出量の推計結果

                 -

                 -

Ｙ＝1.151＋0.094×Ｌｎ(平成年度-24)

                 -

                 -

Ｙ＝1.151＋0.094×Ｌｎ(平成年度-24)＋0.02

                 -

推計式
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事業系直接搬入ごみ( 事業系直接搬入資源ごみ )　1日平均排出量の実績

（ｔ／日）

年　度 18 19 20 21 22

実績値 0.04 0.04 0.08 0.11

前年差 - 0.04 0.03

前年比 - 1.00000 2.00000 1.37500

採用データ データなし 不採用 不採用 不採用 不採用

年　度 23 24 25 26 27

実績値 0.19 0.10 0.05 0.01 0.01

前年差 0.08 -0.09 -0.05 -0.04

前年比 1.72727 0.52632 0.50000 0.20000 1.00000

採用データ 不採用 不採用 ○ ○ ○

推計式及び推計結果

（ｔ／日）

推計方法 H.42 採用 相関係数

- - -

- - -

- - -

- - -

平　　　均 0.02 ○ -

- - -

- - -

事業系直接搬入ごみ( 事業系直接搬入資源ごみ )　1日平均排出量の推計結果

推計式

                 -

                 -

                 -

                 -

Ｙ＝0.02

                 -

                 -
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事業系直接搬入ごみ( 事業系直接搬入粗大ごみ )　1日平均排出量の実績

（ｔ／日）

年　度 18 19 20 21 22

実績値 0.08 0.11

前年差 - 0.03

前年比 - 1.37500

採用データ データなし データなし データなし ○ ○

年　度 23 24 25 26 27

実績値 0.19 0.15 0.09

前年差 0.08 -0.06

前年比 1.72727 0.60000

採用データ ○ データなし データなし ○ ○

推計式及び推計結果

（ｔ／日）

推計方法 H.42 採用 相関係数

- - -

- - -

- - -

- - -

平　　　均 0.12 ○ -

- - -

- - -

事業系直接搬入ごみ( 事業系直接搬入粗大ごみ )　1日平均排出量の推計結果

                 -

                 -

                 -

Ｙ＝0.12

                 -

                 -

                 -
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４．ごみ排出量の将来推計（目標達成） 

(１)排出削減目標値等の設定 

本計画における数値目標は、近年増加傾向となっており、かつ排出量の多い可燃ごみを対

象に設定するものとした。具体的には絶対量の多い家庭系の収集可燃ごみ、事業系の許可業

者搬入及び直接搬入可燃ごみとし、家庭系の直接搬入可燃ごみは対象外とした。 

家庭系の可燃ごみについては、手付かず食品や調理くず・食べ残しなどの食品ロスを対象

に削減を目指すものとして目標量を設定した。一方で、事業系の許可業者搬入可燃ごみ及び

直接搬入可燃ごみについては、過去１０年程度の期間で排出量が下限となった実績と同程度

まで削減することを目標量として設定した。 

また、ごみ組成調査結果等からは、家庭系の可燃ごみには資源化可能なごみが一定量混入

していることがうかがえる。そこで、分別徹底によりこれらのごみが資源ごみに排出される

よう啓発を進め、特に紙類及びプラスチックについて、島根県内の他市町村の資源化実績を

基に資源物増加の目標量を設定した。（具体的な考え方は、本編p４５～p４７参照） 

 

排出削減目標は、数値目標年度とした平成３３年度に達成を目指すこととし、計画初年度

から数値目標年度まで段階的に排出削減が進行するものとした。 

数値目標年度から計画目標年度である平成３８年度までは、目標達成までに目指すことと

した排出削減が半分程度の進行度で継続するものとして設定している。一般廃棄物処理基本

計画は概ね５年を目途に改定することとされていることから、今後の改定の際には、計画目

標年度における排出量等については見直しを行うものとする。 

 

 

 

目標を達成した場合の将来見込みは、排出削減のみの場合と排出削減＋分別徹底の場合そ

れぞれ図表１－６及び図表１－７に示すとおりである。また、ごみ処理の内訳（排出削減＋

分別徹底）は図表１－８に示すとおりである。 
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数値目標年度 計画目標年度

← 実績 推計 → ▼ ▼

年度 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38

[人] 43,729 43,729 43,255 42,822 42,317 41,823 41,333 40,892 40,486 40,043 39,604 39,171 38,742 38,317 37,898 37,483 37,072 36,666 36,265 35,868

[人] 43,729 43,729 43,255 42,822 42,317 41,823 41,333 40,892 40,486 40,043 39,604 39,171 38,742 38,317 37,898 37,483 37,072 36,666 36,265 35,868

 年間ごみ量 6,143 6,103 6,130 5,959 6,124 6,154 6,142 6,267 6,254 6,231 6,085 5,942 5,804 5,665 5,533 5,435 5,340 5,245 5,154 5,063

燃えるごみ  一日ごみ量 16.83 16.72 16.80 16.33 16.78 16.86 16.83 17.17 17.13 17.07 16.67 16.28 15.90 15.52 15.16 14.89 14.63 14.37 14.12 13.87

（可燃ごみ）  原  単  位 384.9 382.4 388.3 381.3 396.5 403.1 407.1 419.9 423.2 426.3 421.0 415.7 410.4 405.1 400.0 397.4 394.7 392.1 389.4 386.8

 年間ごみ量 219 222 212 210 100 224 236 200 168 164 164 161 157 157 153 150 150 146 146 142

燃えないごみ  一日ごみ量 0.60 0.61 0.58 0.57 0.28 0.61 0.64 0.55 0.46 0.45 0.45 0.44 0.43 0.43 0.42 0.41 0.41 0.40 0.40 0.39

（不燃ごみ）  原  単  位 13.7 13.9 13.4 13.4 6.5 14.7 15.6 13.4 11.4 11.3 11.3 11.2 11.2 11.1 11.1 11.0 11.0 10.9 10.9 10.8

 年間ごみ量 2,845 2,670 2,436 2,303 2,304 2,263 2,295 1,909 1,807 1,741 1,686 1,643 1,602 1,570 1,537 1,507 1,478 1,453 1,427 1,405

資源ごみ  一日ごみ量 7.79 7.32 6.67 6.31 6.31 6.20 6.29 5.23 4.95 4.77 4.62 4.50 4.39 4.30 4.21 4.13 4.05 3.98 3.91 3.85

 原  単  位 178.2 167.3 154.3 147.3 149.2 148.2 152.1 127.9 122.3 119.0 116.7 114.9 113.4 112.2 111.1 110.1 109.3 108.5 107.8 107.2

 年間ごみ量 20 18 17 12 13 13 13 12 12 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11

粗大ごみ  一日ごみ量 0.06 0.05 0.05 0.03 0.03 0.04 0.04 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03

 原  単  位 1.3 1.1 1.1 0.8 0.8 0.9 0.9 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8

 年間ごみ量 9,227 9,013 8,795 8,484 8,541 8,654 8,686 8,388 8,241 8,147 7,946 7,757 7,574 7,403 7,234 7,103 6,979 6,855 6,738 6,621

収集ごみ計  一日ごみ量 25.28 24.70 24.10 23.24 23.40 23.71 23.80 22.98 22.57 22.32 21.77 21.25 20.75 20.28 19.82 19.46 19.12 18.78 18.46 18.14

 原  単  位 578.1 564.7 557.1 542.8 553.0 566.9 575.7 562.0 557.7 557.4 549.7 542.5 535.6 529.3 523.0 519.2 515.8 512.2 509.0 505.7

 年間ごみ量 25 26 27 33 40 55 50 62 80 80 84 88 88 91 91 91 91 91 91 91

燃えるごみ  一日ごみ量 0.07 0.07 0.07 0.09 0.11 0.15 0.14 0.17 0.22 0.22 0.23 0.24 0.24 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25

（可燃ごみ）  原  単  位 1.6 1.6 1.7 2.1 2.6 3.6 3.3 4.2 5.4 5.6 5.9 6.0 6.2 6.4 6.5 6.6 6.7 6.9 7.0 7.1

 年間ごみ量 25 27 103 72 28 155 271 69 37 69 69 69 69 66 66 66 66 66 62 62

燃えないごみ  一日ごみ量 0.07 0.07 0.28 0.20 0.08 0.43 0.74 0.19 0.10 0.19 0.19 0.19 0.19 0.18 0.18 0.18 0.18 0.18 0.17 0.17

（不燃ごみ）  原  単  位 1.6 1.7 6.5 4.6 1.8 10.2 18.0 4.6 2.5 4.8 4.8 4.8 4.8 4.8 4.8 4.8 4.8 4.8 4.8 4.8

 年間ごみ量 175 109 118 87 64 36 24 26 27 29 29 29 33 33 33 33 33 37 33 37

資源ごみ  一日ごみ量 0.48 0.30 0.32 0.24 0.17 0.10 0.07 0.07 0.07 0.08 0.08 0.08 0.09 0.09 0.09 0.09 0.09 0.10 0.09 0.10

 原  単  位 11.0 6.8 7.5 5.6 4.1 2.4 1.6 1.7 1.8 1.9 2.0 2.1 2.2 2.3 2.3 2.4 2.5 2.6 2.6 2.7

 年間ごみ量 196 247 208 192 278 342 272 309 336 339 347 350 354 358 358 361 361 361 361 361

粗大ごみ  一日ごみ量 0.54 0.68 0.57 0.53 0.76 0.94 0.74 0.85 0.92 0.93 0.95 0.96 0.97 0.98 0.98 0.99 0.99 0.99 0.99 0.99

 原  単  位 12.3 15.5 13.2 12.3 18.0 22.4 18.0 20.7 22.7 23.2 23.9 24.5 25.0 25.5 25.9 26.3 26.7 27.0 27.3 27.7

 年間ごみ量 421 409 456 384 410 588 617 466 480 517 529 536 544 548 548 551 551 555 547 551

直接搬入ごみ計  一日ごみ量 1.16 1.12 1.24 1.06 1.12 1.62 1.69 1.28 1.31 1.42 1.45 1.47 1.49 1.50 1.50 1.51 1.51 1.52 1.50 1.51

 原  単  位 26.4 25.6 28.9 24.6 26.5 38.5 40.9 31.2 32.5 35.4 36.6 37.5 38.5 39.2 39.6 40.3 40.7 41.5 41.3 42.1

 年間ごみ量 9,648 9,422 9,251 8,868 8,951 9,242 9,303 8,854 8,721 8,664 8,475 8,293 8,118 7,951 7,782 7,654 7,530 7,410 7,285 7,172

 一日ごみ量 26.44 25.82 25.34 24.30 24.52 25.33 25.49 24.26 23.88 23.74 23.22 22.72 22.24 21.78 21.32 20.97 20.63 20.30 19.96 19.65

 原  単  位 604.5 590.3 585.9 567.4 579.5 605.4 616.6 593.2 590.2 592.8 586.3 580.0 574.1 568.5 562.6 559.4 556.5 553.7 550.4 547.8

燃えるごみ  年間ごみ量 1,842 1,676 1,564 1,547 1,657 1,715 1,799 1,782 1,767 1,759 1,719 1,679 1,639 1,599 1,551 1,531 1,511 1,491 1,471 1,451

（可燃ごみ）  一日ごみ量 5.05 4.59 4.28 4.24 4.54 4.70 4.93 4.88 4.84 4.82 4.71 4.60 4.49 4.38 4.25 4.20 4.14 4.09 4.03 3.98

収集ごみ計  年間ごみ量 1,842 1,676 1,564 1,547 1,657 1,715 1,799 1,782 1,767 1,759 1,719 1,679 1,639 1,599 1,551 1,531 1,511 1,491 1,471 1,451

 一日ごみ量 5.05 4.59 4.28 4.24 4.54 4.70 4.93 4.88 4.84 4.82 4.71 4.60 4.49 4.38 4.25 4.20 4.14 4.09 4.03 3.98

燃えるごみ  年間ごみ量 450 496 518 485 482 461 425 435 464 475 464 453 442 431 420 414 409 403 398 392

（可燃ごみ）  一日ごみ量 1.23 1.36 1.42 1.33 1.32 1.26 1.16 1.19 1.27 1.30 1.27 1.24 1.21 1.18 1.15 1.14 1.12 1.11 1.09 1.08

燃えないごみ  年間ごみ量 5 3 1 1 1

（不燃ごみ）  一日ごみ量 0.01 0.01

資源ごみ  年間ごみ量 14 16 29 39 69 35 20 4 3 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

 一日ごみ量 0.04 0.04 0.08 0.11 0.19 0.10 0.05 0.01 0.01 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02

粗大ごみ  年間ごみ量 28 39 68 56 32 44 44 44 44 44 44 44 44 44 44 44

 一日ごみ量 0.08 0.11 0.19 0.15 0.09 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12

直接搬入ごみ計  年間ごみ量 464 512 580 566 620 496 445 496 500 526 515 504 493 482 471 465 460 454 449 443

 一日ごみ量 1.27 1.40 1.59 1.56 1.70 1.36 1.21 1.35 1.37 1.44 1.41 1.38 1.35 1.32 1.29 1.28 1.26 1.25 1.23 1.22

 年間ごみ量 2,306 2,188 2,144 2,113 2,277 2,211 2,244 2,278 2,267 2,285 2,234 2,183 2,132 2,081 2,022 1,996 1,971 1,945 1,920 1,894

 一日ごみ量 6.32 5.99 5.87 5.80 6.24 6.06 6.14 6.23 6.21 6.26 6.12 5.98 5.84 5.70 5.54 5.47 5.40 5.33 5.26 5.19

 年間ごみ量 8,460 8,301 8,239 8,024 8,303 8,385 8,416 8,546 8,565 8,545 8,352 8,162 7,973 7,786 7,595 7,471 7,351 7,230 7,114 6,997

 一日ごみ量 23.18 22.74 22.57 21.99 22.75 22.97 23.06 23.41 23.46 23.41 22.88 22.36 21.84 21.33 20.81 20.47 20.14 19.81 19.49 19.17

 年間ごみ量 244 249 320 285 129 379 507 270 206 233 233 230 226 223 219 216 216 212 208 204

 一日ごみ量 0.67 0.68 0.87 0.78 0.36 1.04 1.38 0.74 0.56 0.64 0.64 0.63 0.62 0.61 0.60 0.59 0.59 0.58 0.57 0.56

 年間ごみ量 3,034 2,795 2,583 2,429 2,437 2,334 2,339 1,939 1,837 1,777 1,722 1,679 1,642 1,610 1,577 1,547 1,518 1,497 1,467 1,449

 一日ごみ量 8.31 7.66 7.07 6.66 6.67 6.40 6.41 5.31 5.03 4.87 4.72 4.60 4.50 4.41 4.32 4.24 4.16 4.10 4.02 3.97

 年間ごみ量 216 265 253 243 359 355 285 377 380 394 402 405 409 413 413 416 416 416 416 416

 一日ごみ量 0.60 0.73 0.70 0.67 0.98 0.98 0.78 1.03 1.04 1.08 1.10 1.11 1.12 1.13 1.13 1.14 1.14 1.14 1.14 1.14

 年間ごみ量 12,839 11,610 11,395 10,981 11,228 11,453 11,547 11,132 10,988 10,949 10,709 10,476 10,250 10,032 9,804 9,650 9,501 9,355 9,205 9,066

 一日ごみ量 35.18 31.81 31.21 30.10 30.76 31.39 31.63 30.49 30.09 30.00 29.34 28.70 28.08 27.48 26.86 26.44 26.03 25.63 25.22 24.84

 原  単  位 804.4 727.4 721.7 702.6 726.9 750.3 765.4 745.8 743.6 749.1 740.8 732.7 724.9 717.3 708.8 705.3 702.2 699.0 695.4 692.5

◆図表１－６　ごみ排出量の推計結果（目標達成 【排出削減のみ】）
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数値目標年度 計画目標年度

← 実績 推計 → ▼ ▼

年度 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38

[人] 43,729 43,729 43,255 42,822 42,317 41,823 41,333 40,892 40,486 40,043 39,604 39,171 38,742 38,317 37,898 37,483 37,072 36,666 36,265 35,868

[人] 43,729 43,729 43,255 42,822 42,317 41,823 41,333 40,892 40,486 40,043 39,604 39,171 38,742 38,317 37,898 37,483 37,072 36,666 36,265 35,868

 年間ごみ量 6,143 6,103 6,130 5,959 6,124 6,154 6,142 6,267 6,254 6,231 6,026 5,829 5,632 5,442 5,256 5,136 5,015 4,898 4,785 4,672

燃えるごみ  一日ごみ量 16.83 16.72 16.80 16.33 16.78 16.86 16.83 17.17 17.13 17.07 16.51 15.97 15.43 14.91 14.40 14.07 13.74 13.42 13.11 12.80

（可燃ごみ）  原  単  位 384.9 382.4 388.3 381.3 396.5 403.1 407.1 419.9 423.2 426.3 417.0 407.7 398.4 389.1 380.0 375.4 370.7 366.1 361.4 356.8

 年間ごみ量 219 222 212 210 100 224 236 200 168 164 164 161 157 157 153 150 150 146 146 142

燃えないごみ  一日ごみ量 0.60 0.61 0.58 0.57 0.28 0.61 0.64 0.55 0.46 0.45 0.45 0.44 0.43 0.43 0.42 0.41 0.41 0.40 0.40 0.39

（不燃ごみ）  原  単  位 13.7 13.9 13.4 13.4 6.5 14.7 15.6 13.4 11.4 11.3 11.3 11.2 11.2 11.1 11.1 11.0 11.0 10.9 10.9 10.8

 年間ごみ量 2,845 2,670 2,436 2,303 2,304 2,263 2,295 1,909 1,807 1,741 1,745 1,756 1,774 1,792 1,814 1,807 1,803 1,799 1,796 1,796

資源ごみ  一日ごみ量 7.79 7.32 6.67 6.31 6.31 6.20 6.29 5.23 4.95 4.77 4.78 4.81 4.86 4.91 4.97 4.95 4.94 4.93 4.92 4.92

 原  単  位 178.2 167.3 154.3 147.3 149.2 148.2 152.1 127.9 122.3 119.0 120.7 122.9 125.4 128.2 131.1 132.1 133.3 134.5 135.8 137.2

 年間ごみ量 2,845 2,670 2,436 2,303 2,304 2,263 2,295 1,909 1,807 1,741 1,686 1,643 1,602 1,570 1,537 1,507 1,478 1,453 1,427 1,405

従来分  一日ごみ量 7.79 7.32 6.67 6.31 6.31 6.20 6.29 5.23 4.95 4.77 4.62 4.50 4.39 4.30 4.21 4.13 4.05 3.98 3.91 3.85

 原  単  位 178.2 167.3 154.3 147.3 149.2 148.2 152.1 127.9 122.3 119.0 116.7 114.9 113.4 112.2 111.1 110.1 109.3 108.5 107.8 107.2

分別徹底分  年間ごみ量 15 29 44 55 69 77 80 88 91 99

（プラスチック）  一日ごみ量 0.04 0.08 0.12 0.15 0.19 0.21 0.22 0.24 0.25 0.27

 原  単  位 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 5.5 6.0 6.5 7.0 7.5

分別徹底分  年間ごみ量 44 88 128 168 208 226 245 259 277 296

（古紙・その他紙）  一日ごみ量 0.12 0.24 0.35 0.46 0.57 0.62 0.67 0.71 0.76 0.81

 原  単  位 3.0 6.0 9.0 12.0 15.0 16.5 18.0 19.5 21.0 22.5

 年間ごみ量 20 18 17 12 13 13 13 12 12 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11

粗大ごみ  一日ごみ量 0.06 0.05 0.05 0.03 0.03 0.04 0.04 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03

 原  単  位 1.3 1.1 1.1 0.8 0.8 0.9 0.9 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8

 年間ごみ量 9,227 9,013 8,795 8,484 8,541 8,654 8,686 8,388 8,241 8,147 7,946 7,757 7,574 7,402 7,234 7,104 6,979 6,854 6,738 6,621

収集ごみ計  一日ごみ量 25.28 24.70 24.10 23.24 23.40 23.71 23.80 22.98 22.57 22.32 21.77 21.25 20.75 20.28 19.82 19.46 19.12 18.78 18.46 18.14

 原  単  位 578.1 564.7 557.1 542.8 553.0 566.9 575.7 562.0 557.7 557.4 549.7 542.5 535.6 529.3 523.0 519.2 515.8 512.1 509.0 505.7

 年間ごみ量 25 26 27 33 40 55 50 62 80 80 84 88 88 91 91 91 91 91 91 91

燃えるごみ  一日ごみ量 0.07 0.07 0.07 0.09 0.11 0.15 0.14 0.17 0.22 0.22 0.23 0.24 0.24 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25

（可燃ごみ）  原  単  位 1.6 1.6 1.7 2.1 2.6 3.6 3.3 4.2 5.4 5.6 5.9 6.0 6.2 6.4 6.5 6.6 6.7 6.9 7.0 7.1

 年間ごみ量 25 27 103 72 28 155 271 69 37 69 69 69 69 66 66 66 66 66 62 62

燃えないごみ  一日ごみ量 0.07 0.07 0.28 0.20 0.08 0.43 0.74 0.19 0.10 0.19 0.19 0.19 0.19 0.18 0.18 0.18 0.18 0.18 0.17 0.17

（不燃ごみ）  原  単  位 1.6 1.7 6.5 4.6 1.8 10.2 18.0 4.6 2.5 4.8 4.8 4.8 4.8 4.8 4.8 4.8 4.8 4.8 4.8 4.8

 年間ごみ量 175 109 118 87 64 36 24 26 27 29 29 29 33 33 33 33 33 37 33 37

資源ごみ  一日ごみ量 0.48 0.30 0.32 0.24 0.17 0.10 0.07 0.07 0.07 0.08 0.08 0.08 0.09 0.09 0.09 0.09 0.09 0.10 0.09 0.10

 原  単  位 11.0 6.8 7.5 5.6 4.1 2.4 1.6 1.7 1.8 1.9 2.0 2.1 2.2 2.3 2.3 2.4 2.5 2.6 2.6 2.7

 年間ごみ量 196 247 208 192 278 342 272 309 336 339 347 350 354 358 358 361 361 361 361 361

粗大ごみ  一日ごみ量 0.54 0.68 0.57 0.53 0.76 0.94 0.74 0.85 0.92 0.93 0.95 0.96 0.97 0.98 0.98 0.99 0.99 0.99 0.99 0.99

 原  単  位 12.3 15.5 13.2 12.3 18.0 22.4 18.0 20.7 22.7 23.2 23.9 24.5 25.0 25.5 25.9 26.3 26.7 27.0 27.3 27.7

 年間ごみ量 421 409 456 384 410 588 617 466 480 517 529 536 544 548 548 551 551 555 547 551

直接搬入ごみ計  一日ごみ量 1.16 1.12 1.24 1.06 1.12 1.62 1.69 1.28 1.31 1.42 1.45 1.47 1.49 1.50 1.50 1.51 1.51 1.52 1.50 1.51

 原  単  位 26.4 25.6 28.9 24.6 26.5 38.5 40.9 31.2 32.5 35.4 36.6 37.5 38.5 39.2 39.6 40.3 40.7 41.5 41.3 42.1

 年間ごみ量 9,648 9,422 9,251 8,868 8,951 9,242 9,303 8,854 8,721 8,664 8,475 8,293 8,118 7,950 7,782 7,655 7,530 7,409 7,285 7,172

 一日ごみ量 26.44 25.82 25.34 24.30 24.52 25.33 25.49 24.26 23.88 23.74 23.22 22.72 22.24 21.78 21.32 20.97 20.63 20.30 19.96 19.65

 原  単  位 604.5 590.3 585.9 567.4 579.5 605.4 616.6 593.2 590.2 592.8 586.3 580.0 574.1 568.4 562.6 559.5 556.5 553.6 550.4 547.8

燃えるごみ  年間ごみ量 1,842 1,676 1,564 1,547 1,657 1,715 1,799 1,782 1,767 1,759 1,719 1,679 1,639 1,599 1,551 1,531 1,511 1,491 1,471 1,451

（可燃ごみ）  一日ごみ量 5.05 4.59 4.28 4.24 4.54 4.70 4.93 4.88 4.84 4.82 4.71 4.60 4.49 4.38 4.25 4.20 4.14 4.09 4.03 3.98

収集ごみ計  年間ごみ量 1,842 1,676 1,564 1,547 1,657 1,715 1,799 1,782 1,767 1,759 1,719 1,679 1,639 1,599 1,551 1,531 1,511 1,491 1,471 1,451

 一日ごみ量 5.05 4.59 4.28 4.24 4.54 4.70 4.93 4.88 4.84 4.82 4.71 4.60 4.49 4.38 4.25 4.20 4.14 4.09 4.03 3.98

燃えるごみ  年間ごみ量 450 496 518 485 482 461 425 435 464 475 464 453 442 431 420 414 409 403 398 392

（可燃ごみ）  一日ごみ量 1.23 1.36 1.42 1.33 1.32 1.26 1.16 1.19 1.27 1.30 1.27 1.24 1.21 1.18 1.15 1.14 1.12 1.11 1.09 1.08

燃えないごみ  年間ごみ量 5 3 1 1 1

（不燃ごみ）  一日ごみ量 0.01 0.01

資源ごみ  年間ごみ量 14 16 29 39 69 35 20 4 3 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

 一日ごみ量 0.04 0.04 0.08 0.11 0.19 0.10 0.05 0.01 0.01 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02

粗大ごみ  年間ごみ量 28 39 68 56 32 44 44 44 44 44 44 44 44 44 44 44

 一日ごみ量 0.08 0.11 0.19 0.15 0.09 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12

直接搬入ごみ計  年間ごみ量 464 512 580 566 620 496 445 496 500 526 515 504 493 482 471 465 460 454 449 443

 一日ごみ量 1.27 1.40 1.59 1.56 1.70 1.36 1.21 1.35 1.37 1.44 1.41 1.38 1.35 1.32 1.29 1.28 1.26 1.25 1.23 1.22

 年間ごみ量 2,306 2,188 2,144 2,113 2,277 2,211 2,244 2,278 2,267 2,285 2,234 2,183 2,132 2,081 2,022 1,996 1,971 1,945 1,920 1,894

 一日ごみ量 6.32 5.99 5.87 5.80 6.24 6.06 6.14 6.23 6.21 6.26 6.12 5.98 5.84 5.70 5.54 5.47 5.40 5.33 5.26 5.19

 年間ごみ量 8,460 8,301 8,239 8,024 8,303 8,385 8,416 8,546 8,565 8,545 8,293 8,049 7,801 7,563 7,318 7,172 7,026 6,883 6,745 6,606

 一日ごみ量 23.18 22.74 22.57 21.99 22.75 22.97 23.06 23.41 23.46 23.41 22.72 22.05 21.37 20.72 20.05 19.65 19.25 18.86 18.48 18.10

 年間ごみ量 244 249 320 285 129 379 507 270 206 233 233 230 226 223 219 216 216 212 208 204

 一日ごみ量 0.67 0.68 0.87 0.78 0.36 1.04 1.38 0.74 0.56 0.64 0.64 0.63 0.62 0.61 0.60 0.59 0.59 0.58 0.57 0.56

 年間ごみ量 3,034 2,795 2,583 2,429 2,437 2,334 2,339 1,939 1,837 1,777 1,781 1,792 1,814 1,832 1,854 1,847 1,843 1,843 1,836 1,840

 一日ごみ量 8.31 7.66 7.07 6.66 6.67 6.40 6.41 5.31 5.03 4.87 4.88 4.91 4.97 5.02 5.08 5.06 5.05 5.05 5.03 5.04

 年間ごみ量 216 265 253 243 359 355 285 377 380 394 402 405 409 413 413 416 416 416 416 416

 一日ごみ量 0.60 0.73 0.70 0.67 0.98 0.98 0.78 1.03 1.04 1.08 1.10 1.11 1.12 1.13 1.13 1.14 1.14 1.14 1.14 1.14

 年間ごみ量 12,839 11,610 11,395 10,981 11,228 11,453 11,547 11,132 10,988 10,949 10,709 10,476 10,250 10,031 9,804 9,651 9,501 9,354 9,205 9,066

 一日ごみ量 35.18 31.81 31.21 30.10 30.76 31.39 31.63 30.49 30.09 30.00 29.34 28.70 28.08 27.48 26.86 26.44 26.03 25.63 25.22 24.84

 原  単  位 804.4 727.4 721.7 702.6 726.9 750.3 765.4 745.8 743.6 749.1 740.8 732.7 724.9 717.2 708.8 705.4 702.2 698.9 695.4 692.5
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◆図表１－７　ごみ排出量の推計結果（目標達成 【排出削減＋分別徹底】）
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１．将来見込みの算出手順 

本計画における生活排水処理形態別人口及びし尿・浄化槽汚泥量の推計は、図表２-１に示す手

順で算出した。 

 

図表２-１ 生活排水処理形態別人口及びし尿排出量等の推計手順 

 

 

　　　　　　行政区域内人口（総人口）の推計（人）
ごみ処理基本計画における将来推計値を採用

（トレンド法による推計値）

政策人口の推計

　・本市資料における各人口の各年度３月末
　　接続人口推計値を採用

　（毎年の整備人口による増加と総人口の減少に伴う　
　　減少を加味した将来人口）

すう勢人口の推計

・最新実績での各人口の構成割合を算出
・総人口推計値から政策人口推計値を差し引く
・残りのすう勢人口に各人口の構成割合を乗じ、　
算出した人口を推計値として採用

浄化槽汚泥排出量の実績
（kL/年）

浄化槽汚泥排出原単位
（市民１人１日平均排出量）

の実績
（kL/人・日）

トレンド法等による将来推計

浄化槽汚泥排出原単位
（市民１人１日平均排出量）

の推計値
（kL/人・日）

し尿排出量の実績
（kL/年）

し尿排出原単位
（市民１人１日平均排出量）

の実績
（kL/人・日）

し尿排出原単位
（市民１人１日平均排出量）

の推計値
（kL/人・日）

浄化槽汚泥排出量の推計値
（kL/年）

し尿排出量の推計値
（kL/年）

トレンド法等による将来推計

○合併浄化槽人口
○コミュニティ・プラント人口
○その他集合処理人口
◇単独浄化槽人口

浄化槽汚泥を排出する
人口の実績（人）

し尿を排出する
人口の実績（人）

◇計画収集人口

○合併浄化槽人口
○コミュニティ・プラント人口
○その他集合処理人口

○公共下水道人口
○農業集落排水人口

◇単独浄化槽人口 ◇計画収集人口

　政策人口　（政策的に増加人口が決定される人口）

　　○公共下水道人口
　　○農業集落排水人口
　　○合併浄化槽人口※

　　○コミュニティ・プラント人口
　　○その他集合処理人口※

　すう勢人口　（政策人口に影響を受ける人口）

　　◇計画収集人口
　　◇単独浄化槽人口

合併浄化槽人口：個人設置や市整備の小型合併浄化槽
その他集合処理人口：簡易排水人口、小規模集合排水人口

※

検討資料２ 生活排水処理形態別人口及びし尿・浄化槽汚泥排出量の将来推計 
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２．処理形態別人口の推計 

(１)政策人口 

本市では、生活排水処理形態別人口の実績に基づき、各処理形態別人口の整備人口及び接続人

口について、将来見込み人口を設定している。政策人口の推計値は、この将来見込み人口のうち

接続人口を採用するものとした。 

なお、この将来見込み人口は、本計画策定時点では平成３５年度までの見込みであったため、

平成３６年度以降から本計画目標年度である平成３８年度までの３年間については、将来見込み

人口の推移が同様に続くものとして設定した。ただし、農業集落排水人口については、平成３６

年度にて接続人口が整備人口を上回る。そこで、平成３６年度以降の整備人口に、平成３５年度

の接続率（＝接続人口÷整備人口）を乗じることにより算出した人口を農業集落排水人口の接続

人口とした。 

 

図表２-２ 生活排水処理形態別人口の実績と将来見込み人口（整備人口） 

 

 

図表２-３ 生活排水処理形態別人口の実績と将来見込み人口（接続人口） 

 

 

図表２-４ 農業集落排水人口（接続人口）の補正 

 

 

生活排水処理形態 実績 将来見込み人口 本検討による追加分

H23末 H24末 H25末 H26末 H27末 H28末 H29末 H30末 H31末 H32末 H33末 H34末 H35末 H36末 H37末 H38末

安来（流域） 16,022 16,247 16,423 16,543 16,790 16,975 17,160 17,345 17,530 17,715 17,900 18,085 18,270 18,455 18,640 18,825

公共 吉佐（単独） 53 86 160 205 288 285 280 275 270 265 260 255 250 245 240 235

下水道 広瀬（特環） 3,616 3,631 3,597 3,562 3,533 3,505 3,475 3,445 3,415 3,385 3,355 3,325 3,295 3,265 3,235 3,205

小　　計 19,691 19,964 20,180 20,310 20,611 20,765 20,915 21,065 21,215 21,365 21,515 21,665 21,815 21,965 22,115 22,265

農業集落排水 8,035 8,043 7,940 7,829 7,653 7,590 7,525 7,460 7,395 7,330 7,265 7,200 7,135 7,070 7,005 6,940

簡易排水 161 159 161 161 159 159 158 157 156 155 154 153 152 151 150 149

小規模集合排水 94 88 87 83 81 79 78 77 76 75 74 73 72 71 70 69

コミュニティープラント 0 32 56 91 92 94 93 92 91 90 89 88 87 86 85 84

個別浄化槽 311 295 286 288 285 283 281 279 277 275 273 271 269 267 265 263

合併 市整備（市設置） 2,325 2,441 2,546 2,677 2,764 2,847 2,929 3,011 3,093 3,175 3,257 3,339 3,421 3,503 3,585 3,667

浄化槽 市整備（個人設置） 2,482 2,131 2,096 2,027 1,985 1,983 1,981 1,979 1,977 1,975 1,973 1,971 1,969 1,967 1,965 1,963

小　　計 5,118 4,867 4,928 4,992 5,034 5,113 5,191 5,269 5,347 5,425 5,503 5,581 5,659 5,737 5,815 5,893

個人設置浄化槽 1,646 1,357 1,290 1,217 1,092 1,055 1,015 975 935 895 855 815 775 735 695 655

合　　計　（政策人口） 34,745 34,510 34,642 34,683 34,722 34,855 34,975 35,095 35,215 35,335 35,455 35,575 35,695 35,815 35,935 36,055

生活排水処理形態 実績 将来見込み人口 本検討による追加分

H23末 H24末 H25末 H26末 H27末 H28末 H29末 H30末 H31末 H32末 H33末 H34末 H35末 H36末 H37末 H38末

安来（流域） 12,790 12,924 13,332 13,508 13,818 13,931 14,042 14,153 14,264 14,375 14,486 14,597 14,708 14,819 14,930 15,041

公共 吉佐（単独） 8 33 52 96 132 131 132 133 134 135 136 137 138 139 140 141

下水道 広瀬（特環） 2,910 2,979 3,007 3,003 3,011 3,034 3,058 3,082 3,106 3,130 3,154 3,178 3,202 3,226 3,250 3,274

小　　計 15,708 15,936 16,391 16,607 16,961 17,096 17,232 17,368 17,504 17,640 17,776 17,912 18,048 18,184 18,320 18,456

農業集落排水 6,640 6,702 6,722 6,713 6,619 6,673 6,726 6,779 6,832 6,885 6,938 6,991 7,044 7,097 7,150 7,203

簡易排水 158 156 158 158 156 154 153 152 151 150 149 148 147 146 145 144

小規模集合排水 83 78 76 72 70 69 68 67 66 65 64 63 62 61 60 59

コミュニティープラント 0 0 37 90 91 89 88 87 86 85 84 83 82 81 80 79

個別浄化槽 293 276 270 270 267 268 266 264 262 260 258 256 254 252 250 248

合併 市整備（市設置） 2,325 2,441 2,546 2,677 2,764 2,847 2,929 3,011 3,093 3,175 3,257 3,339 3,421 3,503 3,585 3,667

浄化槽 市整備（個人設置） 2,482 2,439 2,359 2,299 2,253 2,236 2,217 2,198 2,179 2,160 2,141 2,122 2,103 2,084 2,065 2,046

小　　計 5,100 5,156 5,175 5,246 5,284 5,351 5,412 5,473 5,534 5,595 5,656 5,717 5,778 5,839 5,900 5,961

個人設置浄化槽 1,646 1,612 1,439 1,336 1,283 1,239 1,193 1,147 1,101 1,055 1,009 963 917 871 825 779

合　　計　（政策人口） 29,335 29,640 29,998 30,222 30,464 30,671 30,872 31,073 31,274 31,475 31,676 31,877 32,078 32,279 32,480 32,681

H34末 H35末 H36末 H37末 H38末

整備人口 7,200 7,135 7,070 7,005 6,940 ①

接続人口 6,991 7,044 7,097 7,150 7,203 ②

接続率 97.1% 98.7% 98.7% 98.7% 98.7% ③（ =②÷①）

補正後接続人口 6,991 7,044 6,978 6,914 6,850  =①×③
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(２)すう勢人口 

公共下水道や農業集落排水、補助事業による合併処理浄化槽の将来人口（政策人口）は、政策

に強い影響を受けて設定される人口となる。一方、計画収集人口や自家処理人口、単独処理浄化

槽人口は、政策人口の増加に相反して減少するすう勢人口となる。 

すう勢人口は行政区域内人口から、公共下水道人口等の政策人口を差し引いた残りの人口とな

ることを踏まえ、計画収集人口、自家処理人口、単独処理人口の推計値は、前年の各人口の構成

比率を当該年度におけるすう勢人口の合計値に乗じることで設定した。 

 

図表２-５ すう勢人口の実績と推計値 

 
※H27実績値は一般廃棄物処理実態調査のデータによる。 

 

 

３．し尿及び浄化槽汚泥量 

し尿及び浄化槽汚泥量については、１人１日平均排出量を原単位とし、これを将来推計したう

えで、処理形態別人口の将来推計結果を乗じることにより、し尿等排出量の将来推計値とした。 

なお、将来推計は、過去の実績値の推移を勘案して、適宜、適切な方法を選択した（前出図表

１－３）。 

 

し尿  

 原単位＝１人１日平均排出量(L/人･日) 

    ＝年間排出量(kL/年)÷計画収集人口(人)÷３６５(日)×１０３ 

 

 浄化槽汚泥  

 原単位＝１人１日平均排出量(L/人･日) 

    ＝年間排出量(kL/年)÷浄化槽人口(人)÷３６５(日)×１０３ 

 

 

以上より、生活排水処理に関する将来見込みは、図表２－６に示すとおりとなる。 

  

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38
①基本計画推計値（総人口） 40,486 40,043 39,604 39,171 38,742 38,317 37,898 37,483 37,072 36,666 36,265 35,868
②下水道資料-生排処理人口 30,464 30,671 30,872 31,073 31,274 31,475 31,676 31,877 32,078 32,279 32,480 32,681

実績 推計値

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38

①行政区域内人口（総人口） 40,486 40,043 39,604 39,171 38,742 38,317 37,898 37,483 37,072 36,666 36,265 35,868

②政策人口 30,464 30,671 30,872 31,073 31,274 31,475 31,676 31,877 32,078 32,279 32,480 32,681

③すう勢人口　（= ①－②） 10,022 9,372 8,732 8,098 7,468 6,842 6,222 5,606 4,994 4,387 3,785 3,187

人口 すう勢人口 10,022 9,372 8,732 8,098 7,468 6,842 6,222 5,606 4,994 4,506 4,021 3,540

単独浄化槽人口 2,385 2,231 2,078 1,927 1,777 1,628 1,481 1,334 1,189 1,072 957 842

計画収集人口（くみ取り） 7,637 7,141 6,654 6,171 5,691 5,214 4,741 4,272 3,805 3,434 3,064 2,698

構成 単独浄化槽 23.8% 23.8% 23.8% 23.8% 23.8% 23.8% 23.8% 23.8% 23.8% 23.8% 23.8% 23.8%

割合 計画収集人口（くみ取り） 76.2% 76.2% 76.2% 76.2% 76.2% 76.2% 76.2% 76.2% 76.2% 76.2% 76.2% 76.2%



検討資料-25 

 

  



検討資料-26 

 

 



検討資料-27 

◆図表２-６生活排水処理形態別人口及びし尿・浄化槽汚泥排出量の推計結果 

 

 

実績　← →　推計 計画目標年度▼　　

項目 年度 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38

行政区域内人口 [人] 42,317 41,823 41,333 40,892 40,486 40,043 39,604 39,171 38,742 38,317 37,898 37,483 37,072 36,666 36,265 35,868

計画処理区域内人口 [人] 42,317 41,823 41,333 40,892 40,486 40,043 39,604 39,171 38,742 38,317 37,898 37,483 37,072 36,666 36,265 35,868

非水洗化人口 [人] 9,853 9,369 8,660 8,131 7,637 7,141 6,654 6,171 5,691 5,214 4,741 4,272 3,805 3,434 3,064 2,698

人 計画収集人口 ◎ [人] 9,853 9,369 8,660 8,131 7,637 7,141 6,654 6,171 5,691 5,214 4,741 4,272 3,805 3,434 3,064 2,698

自家処理人口 [人]

水洗化人口 [人] 32,464 32,454 32,673 32,761 32,849 32,902 32,950 33,000 33,051 33,103 33,157 33,211 33,267 33,232 33,201 33,170

公共下水道人口 ◆ [人] 15,708 15,936 16,391 16,607 16,961 17,096 17,232 17,368 17,504 17,640 17,776 17,912 18,048 18,184 18,320 18,456

浄化槽人口 [人] 16,756 16,518 16,282 16,154 15,888 15,806 15,718 15,632 15,547 15,463 15,381 15,299 15,219 15,048 14,881 14,714

合併処理人口 [人] 13,627 13,704 13,607 13,615 13,503 13,575 13,640 13,705 13,770 13,835 13,900 13,965 14,030 13,976 13,924 13,872

口 合併浄化槽人口 ● ◆ [人] 6,746 6,768 6,614 6,582 6,567 6,590 6,605 6,620 6,635 6,650 6,665 6,680 6,695 6,710 6,725 6,740

個別設置人口 [人] 293 276 270 270 267 268 266 264 262 260 258 256 254 252 250 248

市町村設置型浄化槽人口 [人] 4,807 4,880 4,905 4,976 5,017 5,083 5,146 5,209 5,272 5,335 5,398 5,461 5,524 5,587 5,650 5,713

個人設置型浄化槽人口 [人] 1,646 1,612 1,439 1,336 1,283 1,239 1,193 1,147 1,101 1,055 1,009 963 917 871 825 779

コミュニティ・プラント人口 ● ◆ [人] 37 90 91 89 88 87 86 85 84 83 82 81 80 79

農業集落排水人口 ◆ [人] 6,640 6,702 6,722 6,713 6,619 6,673 6,726 6,779 6,832 6,885 6,938 6,991 7,044 6,978 6,914 6,850

その他集合処理人口 ● ◆ [人] 241 234 234 230 226 223 221 219 217 215 213 211 209 207 205 203

単独浄化槽人口 ● [人] 3,129 2,814 2,675 2,539 2,385 2,231 2,078 1,927 1,777 1,628 1,481 1,334 1,189 1,072 957 842

生活排水処理人口（◆） [人] 29,335 29,640 29,998 30,222 30,464 30,671 30,872 31,073 31,274 31,475 31,676 31,877 32,078 32,160 32,244 32,328

生活排水処理率 69.3% 70.9% 72.6% 73.9% 75.2% 76.6% 78.0% 79.3% 80.7% 82.1% 83.6% 85.0% 86.5% 87.7% 88.9% 90.1%

年間排出量  [kL/年度] 5,468 4,933 4,798 4,557 4,327 4,117 3,862 3,628 3,365 3,103 2,821 2,559 2,292 2,081 1,858 1,646

一日排出量    [kL/日] 14.98 13.49 13.16 12.52 11.84 11.28 10.58 9.94 9.22 8.50 7.73 7.01 6.28 5.70 5.09 4.51

原単位 [L/人/日] 1.52 1.44 1.52 1.54 1.55 1.58 1.59 1.61 1.62 1.63 1.63 1.64 1.65 1.66 1.66 1.67

年間排出量  [kL/年度] 7,064 7,366 7,356 7,299 7,214 7,169 7,055 6,979 6,902 6,793 6,720 6,610 6,534 6,450 6,398 6,315

一日排出量    [kL/日] 19.32 20.22 20.17 20.01 19.74 19.64 19.33 19.12 18.91 18.61 18.41 18.11 17.90 17.67 17.53 17.30

原単位 [L/人/日] 1.91 2.06 2.11 2.12 2.13 2.15 2.15 2.16 2.17 2.17 2.18 2.18 2.19 2.19 2.20 2.20

年間排出量  [kL/年度] 12,532 12,299 12,154 11,856 11,541 11,286 10,917 10,607 10,267 9,896 9,541 9,169 8,826 8,531 8,256 7,961

合計 一日排出量    [kL/日] 34.30 33.71 33.33 32.53 31.58 30.92 29.91 29.06 28.13 27.11 26.14 25.12 24.18 23.37 22.62 21.81

原単位 [L/人/日] 1.72 1.76 1.83 1.85 1.87 1.90 1.91 1.93 1.95 1.97 1.98 2.00 2.02 2.03 2.05 2.07

割  合 し尿 43.7% 40.0% 39.5% 38.5% 37.5% 36.5% 35.4% 34.2% 32.8% 31.4% 29.6% 27.9% 26.0% 24.4% 22.5% 20.7%

(一日量) 合併処理浄化槽汚泥 56.3% 60.0% 60.5% 61.5% 62.5% 63.5% 64.6% 65.8% 67.2% 68.6% 70.4% 72.1% 74.0% 75.6% 77.5% 79.3%

9,853 9,369 8,660 8,131 7,637 7,141 6,654 6,171 5,691 5,214 4,741 4,272 3,805 3,434 3,064 2,698

10,116 9,816 9,560 9,441 9,269 9,133 8,992 8,853 8,715 8,578 8,443 8,308 8,175 8,070 7,967 7,864

19,969 19,185 18,220 17,572 16,906 16,274 15,646 15,024 14,406 13,792 13,184 12,580 11,980 11,504 11,031 10,562

排
　
　
　
出
　
　
　
量

し尿排出人口（◎）

浄化槽汚泥排出人口（●）

対象人口（合計）

浄化槽汚泥

し尿


